
 
 

 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る 
中間取りまとめ」に対する発電用原子炉設置者の見解等に 

ついて（発電用原子炉設置者からの回答内容） 
 

令和３年５月１２日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１． 経緯・趣旨 

令和３年３月３１日の第７０回原子力規制委員会において、東京電力福島第一原

子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ（以下「中間取りまとめ」という。）

に対する見解等を発電用原子炉設置者に聴取することが了承された。 

その後、令和３年５月１０日までに、各発電用原子炉設置者から中間取りまとめに

対する見解等が提出された。 

本日は、各発電用原子炉設置者から提出された見解等を報告するとともに、今後

の進め方について諮る。 

 

２． 各発電用原子炉設置者から提出された見解等 

別紙のとおり。 

 ※行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）第５

条に定める不開示情報（以下「不開示情報」という。）については、必要な処理を

施している。 

 

３． 今後の進め方 

  東京電力福島第一原子力発電所における事故の分析に係る検討会（以下「事故

分析検討会」という。）において回答内容を順次確認する。なお、不開示情報が含ま

れる内容を扱う場合は、事故分析検討会への出席者を原子力規制委員会委員長及

び原子力規制庁職員に限定した上で、非公開で行う。 

回答内容の確認結果については、適宜、原子力規制委員会へ報告する。 
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（別紙） 

 

各発電用原子炉設置者から提出された見解等 
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「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」 

（2021年3月5日）に関する見解等について（回答） 

 

 

 

令和３年４月５日付「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中

間取りまとめ」（2021 年 3 月 5 日）に関する見解等について（依頼）（原規規発第

2104051 号）にて依頼のありました件について，別紙のとおり回答いたします。 

 

 

別紙：（別紙２）中間取りまとめに関する見解等の回答 
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番号 事項 回答項目

①
有
or
無

△△については、■■のため、見解が異なる。
△△については、□□のため、異なる見解は無い。

②
要
or
否

△△については、◎◎のため、○○に関する調査が必要である。
△△については、◇◇のため、更なる調査は不要である。

③

④

（別紙２）

中間取りまとめに関する見解等の回答様式

左記の事項は、▼▼として設計に反映する方針である。

①異なる見解の有無及びその理由

④その他の見解や意見

②更なる調査・検討の要否及びその理由
　※「要」とする場合は、具体的な調査・検討内容及びその実施主体（自社、他の電力会社、原子力規制庁の調査に協力、のいずれか）並びにそれらの理由

③自らの各発電用原子炉施設の設計、施工、運用等への反映に係る考え方

回答内容、理由

＜回答項目＞

中間取りまとめで確認した事実、確認した事実に基づいて
考えられること、及び確認した事実を踏まえて更なる検討
が必要と考えられること

記載例
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

中間とりまとめにおいて，福島第一原子力発電所２号機RD付近の線量率（50μSv/h）が同３号機RDの線量
率（最大55mSv/h）よりも３桁程度低いことが示されていることから，２号機RDは破裂しておらず，２号機の
PCVベントは１度も成功していないと考えられるため，異なる見解は無い。

② 否

①のとおり，PCVベントの成否に関する挙動はRD付近の線量率から推定できるため，PCVベント成否に関し
て福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考える。

③

④

① 無

当社としても，事象進展に応じたPCV破損防止対策の意義や役割を検討する必要があると認識しているた
め，異なる見解は無い。

② 否

原子炉格納容器フィルタベント系は，過圧破損モードによるPCV破損の対処を目的とした設備である。
当社においては③のとおり，事象進展を考慮し，炉心の著しい損傷が発生した場合において，過圧破損と過
温破損の両面からPCVの破損を防止する対策を検討していることから，福島第一原子力発電所事故の更な
る調査・検討は不要と考える。
ただし，当社としては，今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施してい

③

④

2号機における原子炉格納容器ベント（以下「ベント」とい
う。）は、主要な隔離弁の開操作など、ベントラインの系統
構成は完了していたが、ラプチャーディスク（以下「RD」と
いう。）の作動圧力（528kPa abs（原子炉格納容器（以下
「PCV」という。）の設計圧力の1.1倍））に到達せず、ベント
は成功しなかった。

このことを踏まえると、事象進展に応じたPCV破損防止対
策の意義や役割を検討する必要がある。

（１）－１

（１）－２

福島第一原子力発電所事故を踏まえ，女川２号機（※）の耐圧強化ベント系のRDは撤去し，隔離弁を１弁から２弁に見
直した上で炉心損傷前のみ使用する手順としている。また，原子炉格納容器フィルタベント系については，RDを設置す
るものの，従前のようなPCVの隔離機能維持ではなく，待機時の窒素充填を目的としていることから，開放設定圧力は
100kPa[gage]であり，ベント開始圧力（１Pd（427kPa[gage]））より十分低く設定している。

※以下，自社設備に関する記述は，特に言及がない限り女川２号機を例に記述する。

福島第一原子力発電所事故を踏まえて，損傷炉心を冷却する対策および炉心の著しい損傷が発生した場合において
PCV内の圧力および温度を低下させる対策を実施する設計としており，有効性評価において対策の有効性を確認して
いる。具体的には，低圧代替注水系（常設）等により損傷炉心の冷却を継続することで過温破損に至ることを回避する
とともに，代替循環冷却系によるPCV除熱によってPCVの破損を防止し，代替循環冷却系を使用できない状況において
は，原子炉格納容器フィルタベント系によりPCV内の減圧および除熱を可能とする設計としている。

原子炉格納容器フィルタベント系があるため，耐圧強化ベント系は必須の設備ではないが，炉心損傷前のベントに対し
ては有効な設備であると考えているため，RDを撤去し，隔離弁を１弁から２弁に見直した上で使用することとしている。
今後も，特定重大事故等対処施設として設置する原子炉格納容器フィルタベント系を含め，PCV破損防止対策につい
て総合的な検討を実施し，更なる安全性向上策について検討していく。

なし
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

中間とりまとめのとおり，福島第一原子力発電所３号機のRD破壊とPCVベント成功は，設計の意図と異なる
条件でADSが作動したことによるものと考えられるため，異なる見解は無い。

② 否

中間とりまとめにおける福島第一原子力発電所３号機のADS作動条件として「RHRポンプ吐出圧力確立
（0.344MPa[gage]）」があるが，当時観測されたサプレッションチェンバ（以下「S/C」という。）の圧力
（0.354MPa[gage]）を同一ラインにある圧力計が誤検知し，ADSが作動したことでRDが破壊されたと推定でき
るため，福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考える。
ただし，当社としては，今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施してい
く。

③

④

なし

なお、3号機のRDにおいてもベントラインの系統構成完了
時点では作動圧力には到達しておらず、その後の意図し
ない自動減圧系（以下「ADS」という。）の動作に伴ってRD
が破裂したことでベントに成功している。

（１）－３

冷却材喪失事故（以下「LOCA」という。）時の低圧注水系ポンプが作動していない時のADS作動は，減圧により冷却材
喪失を促進させる。これを防止するため，ADS作動条件に「低圧注水系ポンプ出口圧力確立」を設定することで減圧後
の注水手段の確保を作動の前提条件としている。
「低圧注水系ポンプ出口圧力確立」の設定値は，当初設計からポンプ停止時圧力約0.46MPa［gage］より高く，ポンプ運
転時の最低出口圧力0.86MPa［gage］より低い値として0.69MPa［gage］としている。これは1Pd（0.427MPa［gage］）より高
い圧力であり，PCV圧力が１Pdを超過した場合に同様の状況に至る可能性があるが，以下の理由および今回の知見を
手順に反映することにより影響はないと考える。

・炉心損傷なしの場合：PCV圧力が1Pdに到達した場合，PCVベントを実施するため，PCV圧力は１Pd以上の圧力（※）
に至らないことから当該の状況は発生しないこと。
※ADS作動条件「低圧注水系ポンプ出口圧力確立」（0.69MPa［gage］）が誤検知される圧力
・炉心損傷ありの場合：PCV圧力は１Pd以上の圧力に至る場合があるが，初期対応として，今回の福島第一原子力発
電所３号機のように注水がない場合においては，主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）にて手動減圧することか
ら，当該の状況においては，原子炉は既に減圧されていると考えられること。
・仮に，ADSが作動すべき状況ではない場合においてADSが作動した場合には，手動でADS作動阻止が可能な設計と
していること。

（参考）
　・ADS作動条件：「D/W圧力高」 AND 「L１＆L３」 AND 「低圧注水系ポンプ出口圧力確立」
　・アクシデントマネジメント（以下「AM」という。）用ADS作動条件：「L１＆L３」 AND 「低圧注水系ポンプ出口圧力確立」
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

中間とりまとめのとおり，耐圧強化ベントラインがSGTS配管へ接続され，炉心損傷後のベントガスが流入し
たことが汚染や水素流入による原子炉建屋破損等の原因と考えられるため，異なる見解は無い。

② 否

①のとおりSGTS配管への接続により炉心損傷後のベントガスが流入し，原子炉建屋破損リスクの増大等を
招いたと考えられるため，福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考える。

③

④

① 無
当社としても，AM対策（耐圧強化ベントライン等）の設計基準対象施設等への接続を含めた設計，施工およ
び運用の考え方を確認する必要性を認識しているため，異なる見解は無い。

② 否

過去に整備したAM対策を今後も使用するにあたり，設計基準対象施設等への接続を含め設計，施工およ
び運用の考え方を確認し，③のように耐圧強化ベントラインの運用方法を改める等の対策を検討しているこ
とから，福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考える。
ただし，当社としては，今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施してい
く。

③

④

なし

(２）－２
これを踏まえ、設計基準対象施設等への接続を含めたAM
対策（耐圧強化ベントライン等）の設計、施工及び運用の
考え方を確認する必要がある。

耐圧強化ベント系は，福島第一原子力発電所事故を踏まえて，上記のベントガスの逆流防止対策以外にも信頼性向上
のため，各種設計変更を実施している。
具体的には，（１）－１③に記載のとおり，RDは撤去しており，PCV圧力がRD作動圧力に到達しないことでベント操作が
不能とならないように配慮している。また，（６）－２④に記載のとおり，ベント実施時の操作対象弁を全て電動化し，計
装用圧縮空気系の機能喪失に伴いベント操作が不能とならないよう配慮している。さらに，中央制御室からの遠隔操作
ができない場合でも，操作対象弁（電動弁）にハンドルを設けており，当該弁の設置場所にて容易かつ確実に人力によ
る操作が可能な設計としている。

AM対策導入に際して既存設備への影響は評価していたものの，耐圧強化ベントラインの当該接続については適切な
評価がなされていなかった。このことを踏まえ，耐圧強化ベント系は，SGTS配管の一部を経由して，各号機独立に設置
している排気筒から排出する設計であるが，福島第一原子力発電所のようなベントガスの逆流等による原子炉建屋の
破損を回避するため，他系統との隔離に必要となる電動弁はガスタービン発電機等から受電可能な設計とするととも
に，炉心損傷前のみに使用する手順に見直している。
新たに設置する原子炉格納容器フィルタベント系の排気ラインは他系統を介さない設計とし，フィルタ装置にて放射性
物質を低減させた後，排気筒を介さずに原子炉建屋屋上位置より屋外排出する設計としている。
原子炉格納容器フィルタベント系は他系統へ悪影響を及ぼさないよう，他系統との隔離機能は直列で２つ設ける設計と
している。

耐圧強化ベント系については，SGTSフィルタを経由することなく原子炉格納容器調気系から耐圧性を強化した配管を直
接排気筒側へ接続することで，PCV過圧防止のための減圧操作の適用範囲を広げ，PCVからの除熱機能を向上させ
る目的でAM対策として導入した。AM対策の導入に際しては，既存設備を最大限に活用して一層の安全性向上を図る
方針のもとで設計を行った。また，耐圧強化ベント系の設計にあたり，PCV破損防止の達成を一義的な目的とした。
こうしたことから，耐圧強化ベント系は，既存設備であるSGTS配管の一部を経由して，各号機独立に設置している排気
筒から排出する設計とした。AM対策においては，耐圧強化ベント系を炉心損傷後に使用することも想定はしていたが，
現在の知見からすれば，以下のとおり，建屋内への水素流入防止や核分裂生成物・水素の配管内での滞留防止の観
点で十分でない部分があった。
・交流電源の確保を前提としたSGTS電動弁閉止による他系統との隔離設計
・炉心損傷後のベントガスを排気筒底部から排気筒内に排出する設計
・連続上り勾配ではない配管設計

当社は，福島第一原子力発電所事故を踏まえて，炉心損傷後のベントガスの逆流等による原子炉建屋の破損を回避
するため，耐圧強化ベント系は，他系統との隔離に必要となる電動弁をガスタービン発電機等から受電可能な設計とす
るとともに，炉心損傷前のみに使用する手順としている。なお，福島第一原子力発電所と異なり，当初設計より排気筒
およびSGTS配管を号機間で共有していないため，他号機からベントガスが流入することはない。
新たに設置する原子炉格納容器フィルタベント系の排気ラインは，他系統を介さない設計とし，フィルタ装置にて放射性
物質を低減させた後に，排気筒を介さずに原子炉建屋屋上位置より屋外排出する設計としている。
原子炉格納容器フィルタベント系は，他系統へ悪影響を及ぼさないよう，他系統との隔離機能は直列で２つ設ける設計
としている。

 「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対
策としてのアクシデントマネージメントについて」（平成4年5
月、原子力安全委員会決定）を踏まえて、発電用原子炉
設置者が自主的な保安措置として当時整備したアクシデ
ントマネジメント対策（以下「AM対策」という。）の1つである
耐圧強化ベントラインが重要安全施設である非常用ガス
処理系（以下「SGTS」という。）配管へ接続されていたこと
により、自号機のSGTS及び原子炉建屋内へのベントガス
（核分裂生成物、水素等）の逆流、汚染及び水素流入によ
る原子炉建屋の破損リスクの拡大を招いている。

(２）－１
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

中間とりまとめにおいて，ベントガスがSGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される構造であることが
確認されていることから，異なる見解は無い。

② 否

①のとおりベントガスがSGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される構造であることが確認されてい
ることから，福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考える。

③

④

① 無

中間とりまとめにおいて，福島第一原子力発電所では排気筒頂部までの排気配管がなく，排気筒内にベント
ガスが滞留したことが，排気筒下部の高い汚染の原因と考えられることから，異なる見解は無い。

② 否

①のとおり排気筒頂部までの排気配管がなく，排気筒内にベントガスが滞留したことが，排気筒下部の高い
汚染の原因と考えられることから，福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考える。

③

④

原子炉格納容器フィルタベント系のフィルタ装置は，原子炉建屋原子炉棟内に設置することにより，フィルタ装置等の周
囲には遮蔽壁が設置されていることから現場の放射線量を下げることで，重大事故等対処設備（以下「SA設備」とい
う。）の操作および復旧作業に影響を及ぼさない設計としている。また，炉心の著しい損傷が発生した場合において，原
子炉建屋原子炉棟外から人力で弁の操作ができるよう，遠隔手動弁操作設備を設置する。

（３）－２
1/2号機共用排気筒内部では、排気筒頂部までの排気配
管がなく、排気筒内にベントガスが滞留したことが、排気筒
下部の高い汚染の原因となった。

なし

（３）－１
1号機におけるベントは、AM対策により、ベントガスが
SGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される設計、
施工及び運用がされていた。

当社においても，耐圧強化ベント系は，SGTS配管の一部を経由して排気筒から排出する設計であるが，福島第一原子
力発電所とは異なり，当初設計より排気筒は号機間で共有しておらず，福島第一原子力発電所事故を踏まえて炉心損
傷前のみに使用する手順に見直している。また，排気中に含まれる放射性物質および可燃性ガスは微量であるもの
の，他系統との隔離機能を少なくとも１つは設ける設計としている。
新たに設置する原子炉格納容器フィルタベント系は他系統へ悪影響を及ぼさないよう，他系統との隔離機能は直列で２
つ設ける設計としている。

当社の耐圧強化ベント系は，排気筒底部にて放出されるが，福島第一原子力発電所事故を踏まえて炉心損傷前のみ
に使用する手順に見直しているためエアロゾルの蓄積は起こらない。また，福島第一原子力発電所と異なり，当初設計
より排気筒およびSGTS配管を号機間で共有していないため，他号機からベントガスが流入することはない。
新たに設置する原子炉格納容器フィルタベント系の排気ラインは他系統を介さない設計とし，フィルタ装置にて放射性
物質を低減させた後，排気筒を介さずに原子炉建屋屋上位置より屋外排出する設計としている。フィルタ装置から放出
口へ至る配管は，放出口のある原子炉建屋屋上に向かって連続上り勾配とし，ベントガスの滞留を防止する設計として
いる。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

当社としても，排気系統配管の構造やベントガスの挙動，組成等をどのように考慮していたのか確認する必
要があると考えられることから，異なる見解は無い。

② 否

AM導入当時の資料によれば，S/CのDF確保の観点から，PCV内のガス組成は考慮していた。一方，現状
の知見からみれば，炉心損傷後の使用に伴う水素や核分裂生成物の滞留，水素の逆流，建屋での水素燃
焼の検討が十分ではなかった。
このことを踏まえ，当社としては排気系統におけるベントガスの挙動を考慮し，新たに設置する原子炉格納
容器フィルタベント系はフィルタ装置から放出口までの配管を連続上り勾配とする等，設計に反映しており，
福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考える。
ただし，当社としては，今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施してい
く。

③

④

① 無

当社としては，原子炉施設の排気系統におけるベントガスの挙動を考慮して設計していることから，異なる
見解は無い。

② 否

排気系統におけるベントガスの挙動を考慮し，新たに設置する原子炉格納容器フィルタベント系はフィルタ
装置から放出口までの配管を連続上り勾配とする等，設計に反映しており，福島第一原子力発電所事故の
更なる調査・検討は不要と考える。
ただし，当社としては，今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施してい
く。

③

④

また、現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガス
の挙動の考え方について確認する必要がある。

耐圧強化ベント系は，排気筒底部にて放出されるが，福島第一原子力発電所事故を踏まえて炉心損傷前のみに使用
する手順に見直しているためエアロゾルの蓄積は起こらない。また，福島第一原子力発電所と異なり，当初設計より排
気筒およびSGTS配管を号機間で共有していないため，他号機からベントガスが流入することはない。
新たに設置する原子炉格納容器フィルタベント系の排気ラインは他系統を介さない設計とし，フィルタ装置にて放射性
物質を低減させた後，排気筒を介さずに原子炉建屋屋上位置より屋外排出する設計としている。フィルタ装置から放出
口へ至る配管は，放出口のある原子炉建屋屋上に向かって連続上り勾配とし，原子炉格納容器ベント時の可燃性ガス
の滞留を防止する設計としている。
系統内で可燃性ガスが蓄積する可能性のある箇所については，可燃性ガスを連続して排出するバイパスラインを設置
し，可燃性ガスが局所的に滞留しない設計としている。

なし

（３）－３
このことを踏まえると、AM対策が排気系統配管の構造や
ベントガスの挙動、組成等をどのように考慮していたのか
確認する必要がある。

ベントガスの挙動を考慮した設計および手順としている。耐圧強化ベント系は，排気筒底部にて放出されるが，福島第
一原子力発電所事故を踏まえて炉心損傷前のみに使用することに見直しているためエアロゾルの蓄積は起こらない。
また，福島第一原子力発電所と異なり，当初設計より排気筒およびSGTS配管を号機間で共有していないため，他号機
からベントガスが流入することはない。
新たに設置する原子炉格納容器フィルタベント系の排気ラインは他系統を介さない設計とし，フィルタ装置にて放射性
物質を低減させた後，排気筒を介さずに原子炉建屋屋上位置より屋外排出する設計としている。フィルタ装置から放出
口へ至る配管は，放出口のある原子炉建屋屋上に向かって連続上り勾配とし，原子炉格納容器ベント時の可燃性ガス
の滞留を防止する設計としている。
系統内で可燃性ガスが蓄積する可能性のある箇所については，可燃性ガスを連続して排出するバイパスラインを設置
し，可燃性ガスが局所的に滞留しない設計としている。

なし

（３）－４
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

当社としては，真空破壊弁の故障が発生すると，例えば炉心溶融後に原子炉圧力容器の破損口等より直
接ドライウェル（以下「D/W」という。）内に放出された放射性物質が原子炉格納容器ベント実施時にＳ/Ｃを
経由せず環境へ放出されると考えるため，異なる見解はない。

② 否

真空破壊弁は差圧により動作し，動作機構も極めて単純であるため新たな故障モードは考えづらいことか
ら，故障可能性について福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考える。
ただし，真空破壊弁の故障発生の可能性を完全に否定できるものではないことから，当社としては，確率論
的リスク評価において真空破壊弁の故障を取り込んだモデルの整備を進めているところである。

③

④

① 無

真空破壊弁は事故時に繰り返し作動する機器であり，故障発生の可能性を完全に否定できるものではない
ため，当社としては，確率論的リスク評価において真空破壊弁の故障を取り込んだモデルの整備を進めて
いるところである。

② 要

適合性審査の有効性評価において，S/Cにおけるスクラビングを経由しない放出経路が生じた場合の影響
は確認しているが，今後更に確率論的リスク評価の知見を踏まえ，プラント挙動，事象進展評価等への影響
について，継続的な調査・検討を実施していく（自社）。

③

④

（４）－１

放射性物質の漏えい経路について、真空破壊弁の故障が
炉心溶融後のベント時などに生じると、ドライウェル中の気
体がサプレッションプールにおけるスクラビングを経由せ
ずにPCV外に放出される経路が生じる可能性がある。

左記に対しては，信頼性向上対策として，真空破壊弁のガスケット部を高温耐性に優れた改良EPDM材に変更する方
針である。
また，真空破壊弁の故障については，発生頻度は低いと考えているものの，仮に発生した場合には圧力抑制機能喪失
により事象進展への影響があることおよびＳ/Ｃ水によるスクラビングをバイパスすることによるCs-137放出量への影響
が考えられることから，安全性向上評価において提出する確率論的リスク評価において考慮する方針である。

真空破壊弁については，原子炉格納施設の一部として重要度分類においてMS-1として位置づけられるとともに，保安
規定においても運転上の制限が定められている機器である。
また，適合性審査の有効性評価において，原子炉格納容器フィルタベント系を用いてＳ/ＣからPCVベントを実施した場
合のCs-137放出量評価に加えて，D/WからPCVベントを実施した場合の評価を実施しており，Ｓ/Ｃにおけるスクラビン
グを経由しない放出経路が生じた場合の影響を確認している。

このため、当該経路を従来の重大事故等（以下「SA」とい
う。）時における漏えい経路に追加する必要がある。 （４）－１③に記載のとおり。

なし

（４）－２
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

中間取りまとめにおける水素爆発時の映像および原子炉建屋内部の損傷状況を踏まえると，爆燃により生
じた圧力により原子炉建屋の破損は起こったと考えられるため，異なる見解はない。

② 要

福島第一原子力発電所における水素爆発発生時の水素濃度や水素以外の可燃性ガスの寄与等について
は，さらに明確にすべき点があると考えることから，更なる調査・検討が必要と考える。（原子力規制庁の調
査に協力）

③

④

① 無

中間取りまとめにおける水素爆発時の映像を踏まえると，水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が
高いと考えることから，異なる見解はない。

② 要

（５）－１②に記載のとおり。

③

④

（５）－２
また、3号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙について
は水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が高い。

SAに対しては，SA設備によりPCV圧力および温度の上昇を抑制するとともに，（５）－１③に記載のとおり原子炉建屋内
の水素濃度を可燃限界（４vol.％）未満とするような対策を整備する方針である。
水素以外の可燃性ガスの水素爆発防止対策への影響等について，今後も新たな知見が得られ次第，対策を検討して
いく等，更なる安全性向上策について検討していく。

なし

（５）－１
水素爆発時の映像及び損傷状況を踏まえると、原子炉建
屋の破損の主要因は、原子炉建屋内に滞留した水素の爆
燃（水素濃度8%程度）によって生じた圧力による可能性が
高い。

原子炉建屋内については，水素濃度を可燃限界（４vol.％）未満とするSA対策を整備する方針としている。
具体的には，原子炉建屋下層階への水素漏えいも考慮し，原子炉建屋内の複数の階層に原子炉建屋内水素濃度計を
設置することにより水素濃度を継続的に測定・監視するとともに，オペレーティングフロアへの流路により原子炉建屋内
の水素を静的触媒式水素結合装置に導き処理することで，水素濃度上昇を抑制する。また，オペレーティングフロアの
水素濃度が2.3vol.％に到達した場合にはベントを実施することにより，PCVから原子炉建屋への水素漏えいを抑制し，
原子炉建屋内の水素濃度を可燃限界（４vol.％）未満となるよう手順を整備している。
加えて，原子炉ウェルへの注水手段を整備することにより原子炉建屋内への水素の漏えいを抑制する。仮にオペレー
ティングフロアでの水素の成層化等が発生する場合においても，原子炉建屋ベント設備を整備し水素を排出する。
なお，原子炉建屋内に水素が滞留している場合の作業員の安全確保については，（９）－３③に記載のとおり。

原子炉ウェルへの注水等により，PCVヘッドからの漏えいが抑制され，結果としてオペレーティングフロアに直接水素が
漏えいしなくなると，原子炉建屋下層階からの漏えい量が増加することが考えられる。しかし，原子炉建屋内の水素流
動解析により，原子炉建屋下層階のみから水素が漏えいした場合においても，原子炉建屋下層階で水素が滞留するこ
とはなく，オペレーティングフロアに設置した静的触媒式水素結合装置に導き処理することで可燃限界（４vol%）に到達し
ないことを確認している。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

中間取りまとめにおけるデータ類を踏まえると，逃がし弁機能の不安定動作が生じた原因が不明であると考
えられることから，異なる見解はない。

② 否

SRVの逃がし弁機能については，重要度分類においてMS-3として位置付けられ，MS-1に位置づけられる
安全弁機能とともに影響を緩和する機能として整理される。
逃がし弁機能の不安定動作が生じた場合，SRVの閉状態が継続する場合と開状態が継続する場合に分類
される。
閉状態が継続する場合，逃がし弁機能により原子炉圧力制御ができないものの，安全弁機能により原子炉
圧力は制御可能である。また，開状態が継続する場合は，冷却材がSRVからＳ/Ｃへ流出することとなるが，
その場合の対応はLOCA時の対応として包絡される。
また，SA時においては，原子炉減圧機能（自動減圧，手動減圧等）を用いた急速減圧の実施による低圧注
水への速やかな移行が重要であると考えており，SRVによる原子炉圧力制御状態に関わらず，SA設備によ
る低圧注水手段を確保し，速やかに急速減圧を実施する手順としている。万一，原子炉圧力制御状態が変
動した場合においても，変動の影響は軽微であることを確認している。
以上のとおり，SRVの不安定動作が発生した場合についても事故対応への影響は軽微であると考えている
ことから，福島第一原子力発電所事故におけるSRVの不安定動作に係る更なる調査・検討は不要と考え
る。

③

④

① 無

当社としては，特にPCV内に設置される機器については，SA時の環境条件が高温・高圧となるため，福島第
一原子力発電所事故時の挙動を網羅的に把握することが今後のSA対策を検討する上で重要になると考え
られることから，異なる見解はない。

② 否

③に記載のとおり，SBO状態も含めた事故状態を考慮した環境条件を想定し，設備設計を行っており，SRV
以外の機器の不安定動作の可能性について福島第一原子力発電所事故の更なる調査・検討は不要と考え
る。
ただし，当社としては今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施していく。

③

④

（６）－２

このことを踏まえると、全交流動力電源喪失（以下「SBO」
という。）条件下でのSRVの逃がし弁機能の挙動、計装用
圧縮空気系の隔離による影響（窒素圧の低下等）及び不
安定動作が確認されたSRV以外の機器における不安定動
作の可能性について、網羅的に把握する必要がある。

SA設備の設計において，想定されるSAが発生した場合における温度，放射線，荷重およびその他の使用条件におい
て，その機能が有効に発揮できるよう，耐環境性を有する設計としている。

計装用圧縮空気系は，常用系の設備の他，主蒸気隔離弁（外弁）に供給されているが，計装用圧縮空気系が機能喪失
すると主蒸気隔離弁（外弁）は自動閉止するため事故対応に影響はない。また，SA設備によるベント実施時において
は，操作対象弁を電動化し，ガスタービン発電機等から受電可能な設計とすることにより，計装用圧縮空気系の機能喪
失に伴い遠隔操作が不能とならないよう配慮している。

（６）－１
主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）の逃がし弁機
能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の不
成立）が生じた原因が不明である。 ②に記載のとおり，逃がし弁機能に不安定動作が生じた場合においても，対策への影響は軽微であることを確認してい

る。
また，SRVの信頼性向上対策として，SRV用アクチュエータの空気シリンダおよび電磁弁のシール部を高温耐性に優れ
た改良EPDM材に変更する方針であり，SA時環境下における健全性の確認を実施している。加えて，作動原理が異な
る対策として，電磁弁排気ラインから直接窒素を供給し，SRVを作動させる対策を行う方針である。
万一，原子炉への注水ができない場合においてもSRVの機能が維持されることを適合性審査において確認している。
さらに，炉心溶融を判断しPCVへの事前水張りを実施する際にはPCV代替スプレイを用いることで，事前水張りに併せ
て，D/Wの冷却を実施する手順とする。SRVは，D/W内に設置されていることから，この手順により，SRVの熱的環境を
緩和することができる。
適合性審査における確率論的リスク評価においては，SRVが閉状態および開状態を継続する場合についても考慮し，
評価を実施している。

なし
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

中間とりまとめのとおり，SRVの安全弁機能の作動開始圧力低下などの設計と異なる挙動は，PCV温度上
昇に伴い，安全弁のバネの横弾性係数低下などが原因と考えられることから，異なる見解は無い。

② 否

SRVの安全弁機能については，作動開始圧力が低下したとしても，原子炉圧力容器の過度の圧力上昇を抑
える本来の機能には影響しないことから，福島第一原子力発電所事故の更なる調査は不要と考える。

③

④

① 無

当社としても，SA時の機器の挙動に関する知見の集積が必要であると認識しているため，異なる見解はな
い。

② 否

新規制基準におけるSA設備の設計において，想定されるSAが発生した場合における温度，放射線，荷重
およびその他の使用条件において，その機能が有効に発揮できるよう，耐環境性を有する設計としているこ
とから，福島第一原子力発電所事故の更なる調査は不要と考える。ただし，当社としては，今後新たな知見
が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施していく。

③

④

① 無

当社としては，AM対策の圧力計を含めて，SA条件下での計測機器の信頼性についての検証が必要である
と認識しているため，異なる見解は無い。

② 否

（７）－２②に記載のとおり。

③

④

（７）－３
また、AM対策の圧力計を含めて、SA条件下での計測機
器の信頼性について検証する必要がある。 （６）－２③に記載のとおり。

また，計器故障時の代替パラメータによる対応手段により，パラメータの推定が可能な設計としている。

なし

（７）－１
SRVの安全弁機能の作動開始圧力が低下していたなど、
SA条件下では様々な機器が設計基準事故条件下とは異
なる挙動をしている。

SA時においては，原子炉減圧機能（自動減圧，手動減圧等）を用いた急速減圧の実施による低圧注水への速やかな
移行が重要であると考えており，逃がし安全弁機能による原子炉圧力制御状態に関わらず，SA設備による低圧注水手
段を確保し，速やかに急速減圧を実施する手順としている。SRVの耐環境性に関しては（６）－１③に記載のとおり。
その他SA設備の設計については，（６）－２③の記載のとおり。

なし

（７）－２
このため、SA時の機器の挙動に関する知見を集積する必
要がある。

（６）－２③に記載のとおり。

なし
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

（１）－３①に記載のとおり。

② 否

（１）－３②に記載のとおり。

③

④

① 無

当社としては，SA時のADS作動に関する設計条件等の確認が必要であると認識しているため，異なる見解
は無い。

② 否

③に記載のとおり設備を設計しており，SAに至る各事象に対して対処できると考えているため，SA時のADS
の作動に関する設計条件等について，福島第一原子力発電所事故の更なる調査は不要と考える。
ただし，当社としては今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施していく。

③

④

① 無

当社としては，水素による加圧および漏えいによる減圧などのふるまいが，従来の事故シーケンスに対して
どの程度影響するのか確認が必要であると認識しているため，異なる見解は無い。

② 否

③に記載のとおり，適合性審査の有効性評価において解析コードMAAPを用いた事象進展解析により，PCV
内で発生する水素によるPCV加圧を考慮した評価を実施し，影響の程度を確認していることから，福島第一
原子力発電所事故の更なる調査は不要と考える。
ただし，当社としては，今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施してい
く。

③

④

（８）－１

3号機のベントについては、（１）でも触れているが、ADSが
設計の意図と異なる条件（サプレッションチェンバ圧力の
上昇による低圧注水系ポンプの背圧上昇を誤検知したこ
と）で作動したことによりPCV圧力がRDの破壊圧力に達
し、ベントが成立した。

（１）－３③に記載のとおり。

なし

（８）－２
このことを踏まえると、SA時のADSの作動に関する設計条
件等を確認する必要がある。

SAに至る各事象に対して対処するため，LOCAへの対処を想定し設計しているADSに加え，過渡事象への対処を想定
し設計しているAM-ADSを整備している。また，過渡事象のうち原子炉停止機能が喪失する事象に対してはADS作動阻
止回路を整備し，ADSおよびAM-ADS作動に伴う冷水注入による急激な出力上昇を防止する設計としている。
さらに意図しないADS作動に対しては手動で阻止可能な設計としている。
また，設計においては，想定されるSAが発生した場合における温度，放射線，荷重およびその他の使用条件におい
て，その機能が有効に発揮できるよう，耐環境性を有する設計としている。

なし

（８）－３

また、PCV圧力が上昇する主要因として、水蒸気発生が想
定されてきたが、水素による加圧及び漏えいによる減圧な
どのふるまいが、従来の事故シーケンスに対してどの程度
影響するのか具体的に確認する必要がある。

適合性審査の有効性評価において解析コードMAAPを用いた事象進展解析により，水素によるPCV加圧を考慮した評
価を実施し対策の成立性を確認しており，整備済の手順で対応が可能であることを確認している。
さらに，PCV内のグレーチング等で用いられている亜鉛およびアルミニウムの金属腐食反応により水素が発生する場
合を仮定しても，PCV圧力へ有意な影響がないことを確認している。

なし
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

中間とりまとめのとおり，福島第一原子力発電所３号機のベント成功回数については，S/Cベント時におけ
る圧力低下速度，およびD/W圧力とウェットウェル圧力の挙動から，２回と考えられることから，異なる見解
は無い。

② 否

①に記載のとおりであることから，福島第一原子力発電所事故の更なる調査は不要と考える。

③

④

① 無

中間とりまとめのとおり，4号機の爆発は，3号機のベント時にSGTS配管を通じて4号機原子炉建屋内に水
素が流入し，その後同建屋内に水素が滞留し，爆発に至ったと考えられるため，異なる見解は無い。

② 否

③に記載のとおり，他号機への流入，他系統への逆流，原子炉建屋内の水素爆発に対する対策を行うこと
としていることから，福島第一原子力発電所事故の更なる調査は不要と考える。

③

④

① 無

当社としても，水素が滞留した原子炉建屋周辺におけるSA対策や復旧作業等の安全確保に関する検討が
必要であると認識しているため，異なる見解は無い。

② 否

③に記載のとおり，SA対策や復旧作業等の安全確保を踏まえた対応を行うこととしていることから，福島第
一原子力発電所事故の更なる調査は不要と考える。
ただし，当社としては，今後新たな知見が得られた場合に，自社施設への適用検討を速やかに実施してい
く。

③

④

（９）－３

同建屋内に水素が滞留していた間には、同建屋周辺で作
業員による復旧作業が実施されていたことを踏まえると、
水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等対策
や復旧作業等の安全確保に関して検討する必要がある。

フィルタベント操作を行う際には，原子炉建屋では水素が滞留する状況も想定されるが，その場合作業員の安全確保を
踏まえ以下の対応を行う。
・中央制御室から，遠隔操作にて対応する。
・遠隔操作が不可な場合には現場操作となるが，原子炉建屋内の環境悪化も想定し，原子炉建屋付属棟（二次格納施
設の外側）にて対応できる設計とする。
また，原子炉建屋への水素漏えいの抑制対策については，（５）－１のとおりであるが，仮に原子炉格納容器フィルタベ
ント系，原子炉建屋ベント設備を開放したにも関わらず，原子炉建屋の水素濃度が可燃限界に到達するおそれがある
場合には，同建屋周辺の作業員の安全確保を最優先とし，ベント実施時と同様に，屋外作業禁止，一時退避の検討を
行う。

なし

（９）－１ 3号機のベント成功回数は2回である。
（６）－２④に記載のとおり，SA設備によるベント実施時においては，操作対象弁を電動化し，ガスタービン発電機等か
ら受電可能な設計とすることにより，計装用圧縮空気系の機能喪失に伴い遠隔操作が不能とならないよう配慮してい
る。

なし

（９）－２
3号機のベント時にSGTS配管を通じて4号機原子炉建屋
内に水素が流入、その後、40時間に渡り同建屋内に水素
が滞留し、爆発に至った。

当社は排気筒やベント配管を他号機と共有してないことから，他号機への水素流入事象は発生しない設計としている。
また，（２）－１③に記載のとおり，原子炉格納容器フィルタベント系は他系統への逆流等の悪影響を及ぼさない設計と
している。
さらに，原子炉建屋内の水素爆発防止対策については，（５）－１③の記載のとおり，SA対策を整備する。

（５）－１④に記載のとおり。
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原管発官R3第55号 

令和3年5月10日 

 

原子力規制庁原子力規制部 

東京電力福島第一原子力発電所事故対策室長 竹内 淳 殿 

 

 

東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 

東京電力ホールディングス株式会社 

代表執行役社長 小早川 智明 

 

 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間とりまとめ」

（2021年3月5日）に関する見解等について（回答） 

 

 

 

令和3年4月5日付け，原規規発第2104051号にてご依頼のありました，東京電力福

島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間とりまとめに関する見解等に

ついて，別紙のとおり回答いたします。 

 

 

別紙 

東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめに関す

る見解等 
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     別紙 

     

 

東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめに関する見解等 

      

      

 

     
 

     
 

  ＜回答項目＞ 
 

  ①異なる見解の有無及びその理由 
 

  ②更なる調査・検討の要否及びその理由 
 

  ③自らの各発電用原子炉施設の設計、施工、運用等への反映に係る考え方 
 

  ④その他の見解や意見 
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1 

番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（１）－１ 

2 号機における原子炉格納容器ベント（以下「ベント」とい
う。）は、主要な隔離弁の開操作など、ベントラインの系統
構成は完了していたが、ラプチャーディスク（以下「RD」と
いう。）の作動圧力（528kPa abs（原子炉格納容器（以下
「PCV」という。）の設計圧力の1.1倍））に到達せず、ベント
は成功しなかった。 

① 無 
平成29年「福島第一原子力発電所1～3号機の炉心・格納容器の状態の推定と未解明問題に関する検討」
（以下「未解明報告」という。）においても、2 号機ではベントは成功していないと推定しており、異なる見解は
ない。 

② 否 
2号機においてベントが成功しなかった理由について、ラプチャーディスクの設計圧力に到達しなかったため
という見解は一致している。また、事象を踏まえた設計等への反映を実施しており、事象の要因確認のため
の更なる調査は不要と考える。 

③ 

福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、下記内容を設計へ反映している。 
・耐圧強化ベントラインに設置していたラプチャーディスクは、弁誤開放時に容易に原子炉格納容器バウンダリ喪失が
発生しないよう配慮していたが、意図した操作が信頼性高く実施できるよう、ラプチャーディスクを撤去し、弁操作によ
りベントを実施するように設計を変更している。 
・格納容器圧力逃がし装置（以下「フィルタベント系統」という。）についても、弁操作によりベントを実施できる設計として
いる。 
・ベント実施時の弁操作に対する信頼性を確保するため、遠隔操作(電動駆動又は空気作動)と人力操作の複数を用意
しており、操作の多様性を確保した設計としている。 
［空気作動弁］ 
中央制御室からの遠隔操作 
二次格納施設外から遠隔空気駆動用弁操作用ボンベによる操作（電源喪失時） 
二次格納施設外から遠隔手動弁操作設備を用いた人力操作（電源喪失時） 

［電動駆動弁］ 
中央制御室からの遠隔操作 
二次格納施設外から遠隔手動弁操作設備を用いた人力操作（電源喪失時） 

・フィルタベント系統の排気ラインには、水素爆発を防止するために系統内に窒素封入する際の大気との隔壁を形成す
る目的でラプチャーディスクを設置するが、ベントの妨げとならないよう、開放設定圧力は 100kPa程度としている。 

④ 特になし。 
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2 

番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（１）－２ 
このことを踏まえると、事象進展に応じたPCV破損防止対
策の意義や役割を検討する必要がある。 

① 無 PCV破損防止対策の意義や役割の検討の必要性について、異なる見解はない。 

② 否 
PCV 破損防止対策の意義や役割を踏まえ、設計及び運用について検討しており、更なる調査は不要と考え
る。ただし、④のとおり、当社はPCV破損防止対策の検討は継続的に実施していく。 

③ 

BWRのベントに対する設計、運用の考え方は下記のとおりである。 
・ベントは、事象の進展に応じて変化するパラメータに基づき判断することとしている。 
・原子炉格納容器はサプレッションプールにより停止後の崩壊熱を一定程度蓄えるという思想であり、また、シビアアク
シデント（以下「SA」という。）時はベント管及び逃がし安全弁の排気管を通じたサプレッションプールのスクラビングに
よる粒子状物質をプールへ移行させるという観点から、ベントに対して、下記に示す基準を設定している。 

［外部注水制限］：サプレッションプールの水位による制限（真空破壊弁下端） 
［限 界 圧 力］：原子炉格納容器限界圧力（2Pd）による制限 

・フィルタベント設備の設置以降は、粒子状物質は当該設備により十分に低減できることとなったが、希ガスの影響及び
除熱系の復旧に対する時間確保（代替熱交換器車による代替除熱系の準備には約 10 時間程度を要するが、ベントし
た場合は、プルーム通過後数時間は屋外作業を制限することになるため）等を考慮し、原子炉格納容器が有する機能
を可能な範囲で利用するという思想を前提としている。 
・ただし、注水ができない状態が続き、原子炉格納容器の過温による影響等により、原子炉建屋に設置した水素濃度計
により顕著な漏えいが確認された場合は、以下の基準でベントを実施し、建屋への水素漏えいを最小限に抑制する措
置を講じることとしている。 

［PCV水素漏えい］：原子炉格納容器からの顕著な水素漏えいによる制限 

④ 

これまでも、フィルタベント設備等の設置等、PCV破損防止対策は講じているが、各国で行われているIVR（外部冷却に
よる RPV 破損回避）、MCCI 対策に関する研究（ROSAU）、プールスクラビングに関する検討（IPRESCA）等の新たな知
見を拡充する取り組みを継続していく。 

また、除熱系の信頼性向上等、PCV破損防止対策の更なる信頼性向上の検討を継続的に実施していく。 

（１）－３ 

なお、3 号機の RD においてもベントラインの系統構成完
了時点では作動圧力には到達しておらず、その後の意図
しない自動減圧系（以下「ADS」という。）の動作に伴って
RDが破裂したことでベントに成功している。 

① 無 
未解明報告においても、3号機はADSの動作による急速減圧に伴う原子炉格納容器圧力上昇によりラプチ
ャーディスクが破裂したとの推定をしており、異なる見解はない。 

② 否 
3号機においてラプチャーディスクの設計圧力に到達せずに、意図しないADSの動作に伴ってラプチャーデ
ィスクが破裂したという見解は一致しており、事象の要因確認のための更なる調査は不要と考える。 

③ 
（確実なベントの実施に関する設計等への反映の考え方については、（１）－１③に記載する。） 
（SA時のADSの動作に関する設計等への反映の考え方については、（８）－２③に記載する。） 

④ 特になし。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

(２）－１ 

「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対
策としてのアクシデントマネジメントについて」（平成 4 年 5
月、原子力安全委員会決定）を踏まえて、発電用原子炉
設置者が自主的な保安措置として当時整備したアクシデ
ントマネジメント対策（以下「AM 対策」という。）の 1 つであ
る耐圧強化ベントラインが重要安全施設である非常用ガ
ス処理系（以下「SGTS」という。）配管へ接続されていたこ
とにより、自号機のSGTS及び原子炉建屋内へのベントガ
ス（核分裂生成物、水素等）の逆流、汚染及び水素流入に
よる原子炉建屋の破損リスクの拡大を招いている。 

① 無 

SGTS を介したベントガスの逆流等により水素爆発を起こしたという見解について、異なる見解はない。 
なお、ベントガスの自号炉への逆流及び他号炉への流入については、SGTS と耐圧強化ベントラインを隔離
する弁が全交流動力電源喪失（以下「SBO」という。）により操作不能であり全開状態であったこと、ベントに
用いる排気ラインを号機間で共用していたことも要因の一つであると考える。 

② 要 
当社が SGTS フィルタトレイン調査により採取したサンプルについて、JAEA にて分析を行い、ベントガスの
流入経路やそのメカニズムに対する知見を引き続き拡充していく。 

③ （設計等への反映の考え方については、（２）－２③に記載する。） 

④ 特になし。 

(２）－２ 
これを踏まえ、設計基準対象施設等への接続を含めた
AM対策（耐圧強化ベントライン等）の設計、施工及び運用
の考え方を確認する必要がある。 

① 無 
設計基準対象施設等への接続を含めた AM 対策（耐圧強化ベントライン等）の設計、施工及び運用の考え
方を確認する必要性については、異なる見解はない。 

② 要 

AM対策の設計、施工、運用について、確認（整理）した結果は以下のとおり。 
【設計段階】 
・当時の AM 対策が福島第一原子力発電所事故において有効に機能しなかった理由（論点）を整理した結
果、基本設計段階において外部事象による全交流電源喪失及び複数号炉の同時被災が考慮されてなか
ったという点が要因として大きいと考える（添付 1）。 
・上記の論点に対して、福島第一原子力発電所を含む当社プラントにおける AM 対策の対応状況を整理し
た結果、いずれも設計の前提条件に差異は見受けられなかった（添付 2）。 
・AM 策として福島第一原子力発電所事故において機能したものを整理した結果、サポート系含め津波の
影響を受けなかった設備は当該機能に期待することが可能であった（添付 3）。なお、福島第一原子力発
電所1～3号機は事故時に消防ポンプを消火系に接続し原子炉注水を行っているが、これらはAM策とし
て整備した設備の応用動作によるものであった。 
・詳細設計については、基本設計における要件どおり実施されており、確認された図書においては強度評
価・耐震評価なども適切に行われていた。また、当時の既工認に変更が必要となる設計変更である場合
は、必要な許認可手続きを実施していた。 
・設計基準対象施設等への接続についても、当時より悪影響を及ぼさないよう、耐震クラスは上流側に合
わせたクラスを適用するなど、現行の考え方との特段の相違はない（当時の通商産業省による検討報告
書（平成6年）においても設計要件として明示されている事項）。 

【施工段階】 
・施工においても、必要に応じて電気事業法に基づく溶接検査の実施、各種作動確認を行うなど適切な品
質管理活動を実施している。 

【運用段階】 
・AM 対策設備に対する保全活動について、他の原子炉施設同様に適切な保全方式を設定し管理してお
り、保全重要度の考え方を採用した2009年以降は、対策設備に該当した場合、保全重要度を最重要とし
て保全内容、周期を決定している。耐圧強化ベントラインのラプチャーディスクは 2 定検に 1 回交換を実
施している。 
・AM 対策設備の定例試験として、その機能を確認するための各実動作試験は実施されていないが、原子
炉注水や格納容器注水時に使用する電動駆動弁は、弁の単体開閉試験をプラント停止時の定例試験と
して実施している。耐圧強化ベントで使用する一次隔離弁は、プラント停止時の PCV パージ時に系統構
成として開操作する対象弁であり、手順に基づき動作確認を行っており、二次隔離弁は定期事業者検査
「原子炉格納容器隔離弁機能検査」において動作確認を行っている。 

なお、これら各段階において、AM対策整備報告書（平成 14年）以降、CRD注水の優先化、MCCI 緩和の
ための操作反映など、その後のSAに関する知見に基づく運転手順の高度化は一部行われていたが、訓練
など通じた運用、設備の見直しなどの取り組みは行われていなかった。 - 31 -- 31 -



 

4 

番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

③ 

AM対策等への設計、運用等への反映の考え方は以下のとおり。 
・当時から考慮していた設計段階における考慮事項（悪影響の防止等）については、設計変更管理において適切に管
理することを継続する。 
・AM 対策が福島第一原子力発電所事故において有効に機能しなかった理由（論点）に対する安全設計上の確認事項
は、現行の安全対策設備では考慮した設計としており、SBO を含めた想定する重大事故等において、期待した機能が
発揮できるよう確認している。 
・また、不確かな事象及び新たな知見を反映する等、自ら原子力安全を向上させる（残余のリスクを低減させる）ための
対策（改善）の検討を継続的に行う（取り組み内容は「第 4 回 継続的な安全向上に関する検討チーム（2020 年 10 月
16日）」会合の「資料2-3 継続的に安全性を高める取り組みについて（東京電力HD）」参照）。 

ベントガスの逆流等に対しては、下記の内容を設計、運用等へ反映している。 
・耐圧強化ベントラインの排気経路における SGTS（SGTS 排風機入口側）及び原子炉区域・タービン区域換気空調系と
の接続箇所には、系統を隔離する弁を直列に各 2 弁ずつ設置している（通常時閉、電源喪失時にはフェイルクローズ
となる空気作動弁と通常時閉の手動弁）。 
・耐圧強化ベントラインの格納容器二次隔離弁より下流側における SGTS（SGTS フィルタ装置出口側）及び原子炉建屋
との接続箇所に設置される隔離弁については、耐圧強化ベントによるベント実施前に「閉」確認する運用としており、ま
た、炉心損傷後に耐圧強化ベントを使用する場合は、SGTS 出口弁直下の窒素供給ラインに可搬型窒素供給装置を
接続して窒素を供給することで、耐圧強化ベントラインから SGTS側へ逆流しないような構成としている。 
・フィルタベント系統においても、他系統への逆流を防止するため、他系統との隔離弁は直列に 2 弁ずつ設置しており、
排気口については他系統と接続していない。また、隔離弁のうち、重大事故時に開状態となる可能性のある弁につい
ては、重大事故時にも使用可能な電源から給電するとともに、更なる信頼性向上のため弁駆動部からエクステンショ
ンを設置することで、二次格納施設外からの人力操作が可能な構成としている。 
・隔離弁については、定期検査時にこれらの隔離弁の分解点検、ならびに動作試験を実施できる構成としている。 

④ 特になし。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（３）－１ 
1 号機におけるベントは、AM 対策により、ベントガスが
SGTS 配管の一部を経由して排気筒から排出される設
計、施工及び運用がされていた。 

① 無 
1号機のベントについて、AM対策により、ベントガスがSGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される
設計としていたことについて、異なる見解はない。 

② 否 見解は一致しており、更なる調査は不要と考える。 

③ 
（耐圧強化ベントラインから SGTS へのベントガスの逆流に関する設計等への反映の考え方については、（２）－２③に
記載する。） 

④ 特になし。 

（３）－２ 
1/2 号機共用排気筒内部では、排気筒頂部までの排気配
管がなく、排気筒内にベントガスが滞留したことが、排気
筒下部の高い汚染の原因となった。 

① 無 
1/2 号機の SGTS 配管が排気筒基部接続であったことにより、ベントガスが滞留し、高い汚染の原因となっ
たことについて、異なる見解はない。 

② 否 見解は一致しており、更なる調査は不要と考える。 

③ 
福島第一原子力発電所 3/4 号機以降のプラントにおける AM 対策である耐圧強化ベントについても、SGTS 配管の一
部を経由する設計であるが、SGTS 配管を排気筒内の頂部付近まで敷設しており、排気筒内部でのベントガスの滞留
は起こらない設計としている。 

④ 特になし。 

 
 
 
（３）－３ 
 
 
 

このことを踏まえると、AM 対策が排気系統配管の構造や
ベントガスの挙動、組成等をどのように考慮していたのか
確認する必要がある。 

① 無 
AM 対策が排気系統配管の構造やベントガスの挙動、組成等をどのように考慮していたのか確認する必要
性について、異なる見解はない。 

② 要 

AM対策設計時の検討状況を確認した結果は以下のとおり。 
・当時の検討においては、GE プラント採用した経緯もあり、米国 BWROG 等、諸外国のベント設計等を参考
にしているが、耐圧強化範囲の議論が中心であった。プールスクラビングによる放出低減効果について、
一部議論はされているが、炉心損傷後のベントガス組成を考慮した排出経路の妥当性の検討に関する経
緯は確認できていない。 
・排気筒の設計については、プラントが建設された年代によって異なるが、当時の設計基準事故等の線量
評価で期待している機能として問題となるものではないが（設計基準事故等の線量評価において吹上高さ
を考慮しないため、SGTS 配管より放出面積が大きい排気筒から放出される場合でも線量評価における有
効高さは変わらない）、AM 対策としてベントによる排出機能を付加した段階において、排気筒内を含めた
流路における炉心損傷後のガス排出による影響の考察に関する経緯は確認できていない（当時の耐圧強
化ベントの設計に関する議論は、耐圧強化ベントを設置することによる炉心損傷頻度に対する効果及びそ
の配管追設範囲等が中心であった。）。 
・なお、当時の AM 対策の考え方として既設設計を有効活用するとの考え方を前提に検討していたことも要
因の一つであると考える。 

③ （排気系統におけるベントガスの挙動に関する設計等への反映の考え方については、（３）－４③に記載する。） 

④ 特になし。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（３）－４ 
また、現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガス
の挙動の考え方について確認する必要がある。 

① 無 排気系統におけるベントガスの挙動の考え方について確認する必要性について、異なる見解はない。 

② 否 
現行のフィルタベント系統及び耐圧強化ベントラインは、ベントガスの挙動等を考慮して設計しており、更な
る調査は不要と考える。 

③ 

フィルタベント系統の設計、運用等について、下記内容を反映している。 
・フィルタベント系統は、原子炉建屋頂部付近の環境への放出口まで単独で配管を敷設することで、排気経路でベント
ガス及びベントガスに含まれる放射性物質が滞留することはなく、他号機への回り込みも起こらない設計としている。 
・排気中に含まれる水素ガスによる爆発を防ぐため、系統内を不活性ガスで置換した状態で待機させ、使用後において
も不活性ガスで置換できる設計とするとともに、ベント時の閉塞部における局所的な燃焼の可能性に対しては、排出
経路に水素ガスが蓄積する可能性のある部分にはバイパスラインを設け、水素ガスを連続して排出できる設計として
いる。 

耐圧強化ベントラインの設計、運用等について、下記内容を反映している。 
・耐圧強化ベントは、SGTS配管の一部を経由する設計であるが、SGTS配管が排気筒内の頂部付近まで配管を敷設し
ており、排気筒内部でのベントガス及びベントガスに含まれる放射性物質が滞留することはない設計としている。 
・排出経路に水素ガスが蓄積する可能性のある部分についてはバイパスラインを設け、水素ガスを連続して排出できる
設計としている。さらに、炉心損傷後に耐圧強化ベントを使用する場合は、SGTS出口弁直下の窒素供給ラインに可搬
型窒素供給装置を接続して窒素を供給することで、耐圧強化ベントラインから SGTS 側へ水素が逆流しないような構
成としている。 

④ 特になし。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（４）－１ 

放射性物質の漏えい経路について、真空破壊弁の故障
が炉心溶融後のベント時などに生じると、ドライウェル中
の気体がサプレッションプールにおけるスクラビングを経
由せずに PCV 外に放出される経路が生じる可能性があ
る。 

① 無 

サプレッションチェンバ（以下「S/C」という。）圧力がドライウェル（以下「D/W」という。）圧力を上回った際に、
真空破壊弁が開固着した場合、当該経路が発生する可能性があるという点で意見の相違はない。 

一方で以下の理由から、開固着の可能性、発生時期については限定的と考える。 
・真空破壊弁は差圧により開放し、弁体の自重により閉止する単純な動作機構であり、繰り返しの動作によ
る固着は考えにくい。また、差圧の解消に必要となる流路面積に対して、必要面積以上となるよう、真空破
壊弁を設置していることから、弁体に過大な圧力が掛かることにより開固着となることも考えにくい。 
・真空破壊弁の機能は、冷却材喪失事故（以下「LOCA」という。）時に当該弁が閉状態であることで、D/Wに漏
えいした冷却材等をベント管に導くこと、及び、D/W スプレイ等によって生じる D/W と S/C の差圧を均圧し、
ダイアフラムフロアへの差圧による荷重を増加させないことである。そのため、通常運転時、真空破壊弁は
閉状態であることを踏まえると、LOCA直後は閉状態であり、開放状態で固着することは考えられない。 
・LOCA に伴うブローダウン等による過渡的な挙動が落ち着き、D/W スプレイ等を実施し、D/W 圧力＜S/C
圧力の圧力差が生じた際に、繰り返し動作すると考えられ、その期間において完全に閉とならない状態に
至る可能性を否定できないが、全開固着のような状態には至らないものと考える。 

② 要 
D/W 中の気体がサプレッションプールにおけるスクラビングを経由せずに PCV 外に放出される経路に関す
る今後の調査については、（４）－２②に記載する。 

③ 
真空破壊弁が設計差圧に相当する荷重で開放することを福島第一原子力発電所 1 号機は全開に要するトルクを測定
し規定値以下であることを、福島第一原子力発電所 2 号機以降は荷重から求めた制御用圧縮空気系の圧力を駆動用
シリンダーに送りその圧力で全開することを定期事業者検査時に確認している。 

④ 
真空破壊弁が開放した時点で、弁体シール部に設置されているガスケットが蒸気に晒される。これによりガスケットの
性状が変質した場合、弁体が閉じたときにシールしない可能性がある。そのため、更なる信頼性向上の観点から、真空
破壊弁のガスケットを事故環境に対してより耐性のある改良EPDMに変更する。 

（４）－２ 
このため、当該経路を従来の重大事故等（以下「SA」とい
う。）時における漏えい経路に追加する必要がある。 

① 無 
当該経路が発生する可能性を否定できるものではないという点で異なる見解はないが、（４）－１①のとお
り、単純な動作機構であること及び大幅な開放状態での固着は考えにくいこと、並びに事象が発生する期間
を踏まえ、設定する必要がある。 

② 要 

当社にて安全解析を実施する際には、真空破壊弁が全閉しない場合の影響を確認することとする。なお、
以下の観点より不確かさ評価の一環として見ていくことが適切と考える。 
・LOCA 時に炉心損傷した場合、放射性物質は D/W に放出される。真空破壊弁の開固着を仮定すると、サ
プレッションプールによるスクラビング効果は低下するが、その場合においても、ベント実施までの長期
間、自然沈着及び格納容器スプレイによる除去効果によって、粒子状放射性物質、無機ヨウ素は除去され
る。 
・有効性評価の大 LOCA＋ECCS 機能喪失＋SBO シナリオでは、ベント時にサプレッションプールによるス
クラビング効果に期待できないケースとして、D/W 側のベント操作による放出を評価しており、その総放出
量は十分低い水準であること、及び、前述の通り格納容器スプレイによる除去効果もあることから、真空破
壊弁の開固着の影響は極めて軽微と考えるが、一部の真空破壊弁に漏えい経路が発生した場合におけ
る影響を確認する。 
・LOCA 発生直後を除き、それ以降の格納容器圧力抑制は、D/W スプレイによる効果が大きく、S/C による
圧力抑制効果はその時点の水温も高く、相対的に低くなると考えるが、格納容器圧力挙動等への影響に
ついても確認する。 

③ 当該経路をSA時における漏えい経路に追加する必要があるか(４)－２②の結果を踏まえ、検討する。 

④ 特になし。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（５）－１ 

水素爆発時の映像及び損傷状況を踏まえると、原子炉建
屋の破損の主要因は、原子炉建屋内に滞留した水素の
爆燃（水素濃度 8%程度）によって生じた圧力による可能性
が高い。 

① 無 原子炉建屋の破損の主要因について、異なる見解はない。 

② 要 
当社にて実施する廃炉作業の進捗に応じ、現場調査等で得られた情報をもとに、水素漏えいの排出経路に
関する情報として整理をする等、今後も継続的に知見を拡充していく。 

③ 

原子炉建屋への以下の水素漏えい抑制等の対策、評価を実施している。 
・トップヘッドフランジ、パーソナルエアロック、機器ハッチ等のガスケットを改良 EPDMに変更 
・バックアップシール材の塗布により、水素の漏えいを抑制（自主対策） 
・ウェル注水によるトップヘッドフランジ部の温度上昇抑制による影響緩和（自主対策設備） 
・原子炉建屋へ流出した水素を処理するため、オペフロに静的触媒式水素再結合装置（以下「PAR」という。）を設置 
・漏えいポテンシャルが高いと思われるハッチ等の近傍に水素漏えい検知器を設置（5箇所） 
・PARによる水素抑制対策を実施しているにも関わらずオペフロで顕著な増加が確認された場合のベント手順を整備 
・建屋トップベントの設置（自主対策設備） 
・オペフロ及び各階層の水素濃度が可燃限界未満に維持されることは解析により確認（原子炉建屋原子炉区域の各階
層は周回通路及び機器搬入用ハッチによりオペフロにつながっていることから、事故時に原子炉格納容器から漏えい
した水素は自然対流によりオペフロに流入し、PARにより適切に処理される） 

また、耐圧強化ベントラインからの逆流に関する設計，運用への反映事項ついては、（２）－２③に記載する。 

④ 特になし。 

（５）－２ 
また、3 号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙につい
ては水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が高
い。 

① 無 3 号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙について、異なる見解はない。 

② 要 

検討会では、PCV 内のケーブル等の可能性が挙げられているが、ケーブルはもとより PCV 内の塗膜片及
びその他機器・構造物においても、有機材料を使用しているため、溶融炉心との接触によりそれらより可燃
性ガスが発生する可能性が推定される。 

これらの可燃性ガス発生メカニズムを把握することは必要と考えており、特定することは非常に困難である
と思われるが、当社は、物量の多いケーブルや塗料に対して発生する可燃性ガスの種類、量を把握し、そ
の結果に応じ、対応策について検討する。 

③ （５）－２②の検討結果を踏まえて対策を検討する。 

④ 特になし。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（６）－１ 
主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）の逃がし弁機
能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の
不成立）が生じた原因が不明である。 

① 無 SRVの逃がし弁機能の不安定動作が生じた原因が不明ということについて、異なる見解はない。 

② 要 
SRV の不安定動作については、今後の事故調査・分析において、当社主体で推定の確からしさ及び要因の
特定など、引き続き知見を拡充する取り組みを実施する。 

③ 

逃がし弁機能用アキュムレータへの窒素供給が不十分な状況における中途開閉状態での、開信号解除の不成立に関
しては、その状態が継続したとしても、原子炉圧力が一定程度低く維持されるため、原子炉隔離時冷却系（以下「RCIC」
という。）等の高圧注水系の注水機能継続に影響しないと考えている。 

SBO を含む SA 環境下では、低圧注水機能へ移行する際の自動減圧機能又は手動による急速減圧がより重要な役割
を担うと考えており、それらに関する設計等への反映の考え方については、（６）－２③に記載する。 

④ 

逃がし弁機能は、設計基準事象のうち、運転時の異常な過渡変化（以下「異常な過渡変化」という。）において期待して
おり、異常な過渡変化の解析期間において、その開閉動作は１回であり、逃がし弁機能用アキュムレータの容量の範
囲内である。また、以降についても SRV の間接関連系である高圧窒素ガス供給系（HPIN）によって窒素補給が可能な
設計としている。 

一方、福島第一原子力発電所 3 号機の事象は、原子炉圧力の高い状態が継続し、かつ、SBO により窒素補給がされ
ないまま、SRVが多数回作動したという点で事象が異なると考える。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（６）－２ 

このことを踏まえると、全交流動力電源喪失（以下「SBO」
という。）条件下でのSRVの逃がし弁機能の挙動、計装用
圧縮空気系の隔離による影響（窒素圧の低下等）及び不
安定動作が確認された SRV 以外の機器における不安定
動作の可能性について、網羅的に把握する必要がある。 

① 無 
SBO 条件下での SRV 及び SRV 以外の機器における不安定動作の可能性を網羅的に確認する必要性に
ついて、異なる見解はない。 

② 否 

SBO 条件下において不安定動作の可能性がある動的機器について抽出した結果、対象設備は SRV 以外
にはないと考えられる。抽出の概要を以下に示す。 
・SRV 以外の機器における不安定動作の可能性を網羅的に把握するため、SBO 状況下で使用する系統か
ら動的機器（電動駆動弁、空気作動弁、逆止弁及び注水源となるポンプ）を抽出する（ただし、計器に関し
ては(７)－３②で整理していることから除外）。 
・このうち SBO 時に継続的な動作要求のない機器（PCV 隔離弁等）は、不安定動作は生じないため対象か
ら除く。 
・また、可搬型設備や屋外及び建屋内で直接操作が可能な機器は、事故環境下での健全性を確認している
ことから不安定動作は生じないため対象から除く。 
・最終的に抽出される機器は、逆止弁、RCIC のポンプ・弁、高圧代替注水系のポンプ・弁となるが、逆止弁
は構造が単純であることから不安定動作は生じにくいこと、RCICポンプは事故時の背圧の影響を考慮した
トリップ設定値の変更や駆動電源の強化などを図っており、高圧代替注水ポンプは RCIC ポンプのようなイ
ンターロックを設定していないことから、これらのポンプも不安定動作は発生しない。 

③ 

SA 時においては、SRV による圧力制御により、低圧状態へ移行するための急速減圧が特に重要と認識しており、福島
第一原子力発電所事故の教訓を踏まえて、下記内容を設計、運用に反映している。 
・逃がし弁機能の作動信号を出す圧力計について、SA 環境下（SBO含む）での健全性を確認した計器を採用し、SA 電
源から給電可能な設計としている。 
・原子炉減圧機能喪失の要因の一つとして、高圧注水機能が喪失し、原子炉水位のみ低下し、格納容器圧力高が発生
せず自動減圧機能が作動しない場合があるため、原子炉水位の低下を検知し代替自動減圧機能により SRV を作動
させる設計としている。 
・逃がし弁機能用アキュムレータ及び自動減圧機能用アキュムレータの窒素充填圧力が喪失した場合でも、高圧窒素
ガス供給系の窒素ガスボンベからアキュムレータに手動の弁操作で窒素を供給・蓄圧することにより、SRV を作動で
きる設計としている。 
・さらに、複数の手段を確保するため、独立した代替高圧窒素ガス供給ラインを設置し、代替高圧窒素ガス供給ライン
により、ボンベからの窒素供給のみでSRVの動作が可能な設計としている（自主対策設備）。 
・常設直流電源系統喪失時に対しては、逃がし安全弁用可搬型蓄電池及び可搬型直流電源設備から電源の供給が可
能な設計とし、その手順を整備している。 
・電磁弁については、熱的耐性を向上させるために、従来のフッ素ゴムより高温耐性が優れた改良 EPDM 材へ変更し
ている。 
・SRV への熱的影響の緩和のため、原子炉格納容器圧力が上昇していない場合でも、原子炉圧力容器下鏡部温度が
300℃を到達した際に代替格納容器スプレイを実施する手順を整備している。 

④ 特になし。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（７）－１ 
SRV の安全弁機能の作動開始圧力が低下していたなど、
SA 条件下では様々な機器が設計基準事故条件下とは異
なる挙動をしている。 

① 無 
SA 環境下において SRV の安全弁機能の作動開始圧力が低下していたという点について、異なる見解はな
い。 

② 否 
SRV の安全弁機能の作動開始圧力に関する調査について、PCV 内温度上昇による安全弁のバネの弾性
係数の低下を考慮したものと事故時の安全弁作動圧力が概ね値として一致していることから、更なる調査
は不要と考える。 

③ 

SA 環境下における安全弁の作動開始圧力の低下は、原子炉圧力容器の最高使用圧力に対する裕度を与えることに
なることから安全側の変動であり、また、窒素供給圧力の観点において自動減圧機能、手動による急速減圧等を阻害
するものではないため、設計等への反映は不要と考える。 

一方で、SBO 含む SA 環境下においては、低圧注水機能へ移行する際の自動減圧機能又は手動による急速減圧がよ
り重要な役割を持つと考えており、それらについての設計等への反映の考え方については、（６）－２③に記載する。 

④ 特になし。 

（７）－２ 
このため、SA 時の機器の挙動に関する知見を集積する
必要がある。 

① 無 
SA 時の機器の挙動に関する知見の集積について、SA 時の対応において設計と異なる機器の挙動の可能
性は事前に把握しておくべきであるため、異なる見解はない。 

② 要 
対象機器の選出についての検討状況は（６）－２②に同じ。 
現状、SRV以外でSBO条件下において不安定動作の可能性がある動的な安全機能を有する機器はないと
考えられるが、当社は引き続き新たな知見としての集積に取り組む。 

③ 
現行の SA 時に使用する機器は、想定する重大事故等の環境下（温度・圧力・線量）において、期待した機能を発揮す
ることの確認を行っているが、今後においても、SA 条件下における新たな知見等が得られた際には、設計等への反映
を適宜行っていく。 

④ 特になし。 

（７）－３ 
また、AM 対策の圧力計を含めて、SA 条件下での計測機
器の信頼性について検証する必要がある。 

① 無 SA条件下での計測機器の信頼性について検証する必要性について、異なる見解はない。 

② 要 

耐環境試験において、蒸気暴露中に電気配線貫通部の絶縁抵抗が低下する事象が確認されているため、
電力共同研究にて影響評価を実施する。 

SA 環境下に耐えられる計器と、耐えられない計器が混在していることによる操作への悪影響について検証
する必要がある。 

③ 

以下の内容を設計、運用等に反映している。 
・想定する重大事故等時において期待する計器については、重大事故等の環境を模擬した耐環境試験を実施し、機能
維持可能であることを検証している。また、蒸気暴露中のケーブル絶縁抵抗低下が計器誤差に与える影響がないこと
も評価している。 
・また、上記計器が監視不能となった場合においても、当該パラメータを推定するための計器と手順を整備している。 
・原子炉水位計については、基準容器内の状況が分かるよう温度計を設置するとともに、基準容器への注水手段も設
けている（自主対策）。 

また、（７）－３②で新たに確認された結果を踏まえ、設計、運用等への反映について、引き続き、検討を実施していく。 

④ 特になし。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（８）－１ 

3 号機のベントについては、（１）でも触れているが、ADS
が設計の意図と異なる条件（サプレッションチェンバ圧力
の上昇による低圧注水系ポンプの背圧上昇を誤検知した
こと）で作動したことにより PCV 圧力が RD の破壊圧力に
達し、ベントが成立した。 

① 無 
3 号機のベントは、意図しない ADS の作動に伴ってラプチャーディスクが破れて成立したということについ
て、異なる見解はない。 

② 否 
3号機においてラプチャーディスクの設計圧力に到達せずに、意図しないADSの作動に伴ってラプチャーデ
ィスクが破裂したという見解は一致しており、事象の要因確認のための更なる調査は不要と考える。 

③ 
（確実なベントの実施に関する設計等への反映の考え方については、（１）－１③に記載する。） 
（SA時のADSの作動に関する設計等への反映の考え方については、（８）－２③に記載する。） 

④ 特になし。 

（８）－２ 
このことを踏まえると、SA 時の ADS の作動に関する設計
条件等を確認する必要がある。 

① 無 SA時のADSの作動に関する設計条件等を確認する必要性について、異なる見解はない。 

② 要 

未解明報告において既に特定されていた問題であったため、現行の設計条件については当社にて確認を
行っている。 

この他、PCV 圧力及びそれに接続する管の圧力によってインターロックが働くものがないか当社にて確認を
行うことが必要と考えている。 

③ 

ADS の設定値については、6 号機：0.69MPa、7 号機：0.94MPa であり福島第一原子力発電所に比べて高く設定してい
る。更なる信頼性向上のため、設定値の見直しについて当社は引き続き検討する。 

（８）－２②の ADS以外の影響として、RCIC タービン排気圧力高による RCIC タービントリップ、SRV窒素供給圧力不足
による SRV 不動作、PCV 圧力高信号による格納容器内雰囲気モニタ系（以下「CAMS」という。）水素/酸素濃度計測用
サンプリング停止の可能性が考えられるため、以下の対策を実施している。 
・福島第一原子力発電所3号機でRCICタービン排気圧力高を検知し、RCICタービンがトリップした可能性があるため、
RCIC タービン排気圧力高トリップ設定値を S/C圧力2Pd を考慮した設定値への見直し 
・SRV への窒素供給圧力を一定範囲で制御しているが、D/W圧力 2Pd の条件下にて SRV が確実に動作可能なように
D/W圧力2Pd を考慮した設定値への見直し 
・PCV圧力高を検知し、CAMS水素/酸素濃度計測のためのサンプリングを停止するインターロックがあるため、PCV圧
力 2Pd を考慮した設定値への見直し 

④ 特になし。 

（８）－３ 

また、PCV 圧力が上昇する主要因として、水蒸気発生が
想定されてきたが、水素による加圧及び漏えいによる減
圧などのふるまいが、従来の事故シーケンスに対してど
の程度影響するのか具体的に確認する必要がある。 

① 有 

水素の発生による格納容器の圧力上昇は、従来の事故シーケンス（大LOCA＋SBO、DCH）で考慮されてい
るため、改めて影響の確認は不要と考える。 

また、水素の漏えいを考慮すると、格納容器の圧力上昇が抑制されることになるため、影響の確認は不要
と考える。 

② 否 
（８）－３①のとおり、水素の発生による影響については、有効性評価において確認しているため、追加の調
査は不要と考える。 

③ 

水素等の影響については、下記のとおり設計で考慮している。 
・BWR は、サプレッションプールに崩壊熱を保持させることで、格納容器容積を小さくするとの設計思想であることから、
現対応においても、水素発生量の不確かさを踏まえた評価を行い対策の有効性を確認している。 
・福島第二原子力発電所で発生した、グレーチングの亜鉛メッキからの水素発生、アルミニウムの反応による水素発生
も考慮している。 

④ 特になし。 

- 40 -- 40 -



 

13 

番号 事項 回答項目 回答内容、理由 

（９）－１ 3 号機のベント成功回数は2回である。 

① 無 3 号機のベント成功回数は 2回であるということについて、異なる見解はない。 

② 否 
未解明報告における推定のとおり、3号機のベント成功回数は 2回の可能性が高いと考えており、更なる調
査は不要と考える。 

③ 特になし。 

④ 特になし。 

（９）－２ 
3 号機のベント時に SGTS 配管を通じて 4 号機原子炉建
屋内に水素が流入、その後、40 時間に渡り同建屋内に水
素が滞留し、爆発に至った。 

① 無 
3 号機のベント時に SGTS 配管を通じて 4 号機原子炉建屋内に水素が流入、滞留し、その後に爆発に至っ
たということについて、異なる見解はない。 

② 否 更なる調査は不要と考える。 

③ 
福島第二原子力発電所、柏崎刈羽原子力発電所においては号機間で排気筒の共有はしておらず、他号機への水素流
入は発生しない設計としている。 

④ 特になし 

（９）－３ 

同建屋内に水素が滞留していた間には、同建屋周辺で作
業員による復旧作業が実施されていたことを踏まえると、
水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等対策
や復旧作業等の安全確保に関して検討する必要がある。 

① 無 
水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等対策や復旧作業等の安全確保に関して検討の必要性
について、異なる見解はない。 

② 否 更なる調査は不要と考える。 

③ 

設計、運用等への反映の考え方は以下のとおり。 
・原子炉建屋への水素漏えいを抑制する設計等への反映については、（５）－１③に記載する。 
・PAR等による原子炉建屋の水素爆発防止対策を実施しているが、それにも関わらず原子炉建屋内の水素濃度が2.2%
（可燃限界未満の濃度）に到達し、水素爆発発生の恐れがある場合には、原子炉建屋内への水素漏えい抑制を目的
に、ベントを実施する。ベントの実施により敷地内線量が上昇するため、放射線防護の観点から、ベント実施から敷地
内線量が低下するまでの間は屋外作業を禁止している。なお、ベントの実施に加えて建屋トップベントを実施したにも
関わらず、水素濃度が低下しない場合は、水素濃度が可燃限界に到達する前に、人身安全最優先の考え方に基づ
き、原子炉建屋周辺の屋外作業は禁止する等、運用の見直しを行う。 

④ 特になし。 
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添付 1-1 

添付 1 福島第一原子力発電所事故におけるアクシデントマネジメント対策の機能状況と設計等における課題の抽出 

機能 AM 対策 

論点抽出 

論点に対する安全設計の観点からの確認 
事故対応で機能を発揮できたか 

機能を発揮できなかった場合、 

悪さはどこにあったか【論点】 

原子炉停止 

機能 

代替反応度制御 

（RPT 及び ARI） 

1～3 号機は自動スクラムが成功、 

また、4～6 号機は停止中のため 

動作要求なし 

― ― 

手動スクラム 

1～3 号機は自動スクラムが成功、 

また、4～6 号機は停止中のため 

機能要求なし 

― ― 

水位制御及びほう酸水注

入系の手動操作 

1～3 号機は自動スクラムが成功、 

また、4～6 号機は停止中のため 

機能要求なし 

― ― 

原子炉及び 

格納容器への 

注水機能 

代替注水手段 

（復水補給水系、消火系ポ

ンプによる原子炉・格納

容器への注水手段） 

復水補給水系：津波後電源喪失と電

動機被水により稼働不能 

消火系：津波後電源喪失により稼働

不能（M/DFP）。津波後被水の影響

等による稼働不能（D/DFP） 

・電源設備及び注水機器に対する津

波対策不十分 

・電源供給設備の不足（安全機能の

サポート機能参照） 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

代替注水手段 

（格納容器冷却系から停止

時冷却系を介した原子炉

への注水手段）（1 号機） 

津波後電源喪失により稼働不能 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足（安全機能の

サポート機能参照） 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

原子炉減圧の自動化 

（1 号機除く） 

・津波後電源（直流）喪失により稼働

不能（2 号機）。なお、3 号機は津波

後直流電源の充電機能が喪失した

ことで消費分を充電できず直流電源

機能を維持できなかった 

・低圧注水系も電源喪失しており、自

動化ロジックは機能しなかった 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足（安全機能の

サポート機能参照） 

・原子炉減圧手段の多様化の不足 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

2. SRV 以外の減圧手段は検討されていたか 

ECCS 等の手動起動 津波後電源喪失により稼働不能 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足（安全機能の

サポート機能参照） 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

原子炉の手動減圧及び 

低圧注水操作 

手動減圧：津波後電源（直流）喪失に

より稼働不能 

低圧注水操作：各系統設備の欄に記

載のとおり 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足（安全機能の

サポート機能参照） 

・原子炉減圧手段の多様化の不足 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

2. SRV 以外の減圧手段は検討されていたか 

代替注水手段 

（給復水系、制御棒駆動水

圧水系による原子炉への

注水手段） 

津波後電源・海水（冷却）系喪失によ

り稼働不能 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足（安全機能の

サポート機能参照） 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

代替注水手段 

（海水系ポンプによる原子

炉･格納容器への注水手

段）（3～6 号機） 

津波後電源・海水（冷却）系喪失によ

り稼働不能 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足（安全機能の

サポート機能参照） 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 
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機能 AM 対策 

論点抽出 

論点に対する安全設計の観点からの確認 
事故対応で機能を発揮できたか 

機能を発揮できなかった場合、 

悪さはどこにあったか【論点】 

格納容器から

の除熱機能 
耐圧強化ベント 

隔離弁の操作が想定通りに実施でき

なかった 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足（安全機能の

サポート機能参照） 

・隔離弁操作手段の不足 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

3. サポート系（直流電源喪失、駆動用空気）が喪失した場合及び解放後の開維持

について、設計上の考慮がされていたか 

排気筒内においてSGTS配管が独立

ではない 

・既設設備の活用を前提としており、

炉心損傷後ベント時の水素及びエ

アロゾル排出に対する設計上の考

慮がされていなかった 

4. 耐圧強化ベント系の炉心損傷後の水素及びエアロゾル挙動に対する設計上の

考慮 

a. 排気筒、SGTS 配管は独立に設置されているか 

b. 炉心損傷後の当該系に与える影響（水素及びエアロゾル挙動）は考慮されて

いたか 

c. AM対策の設計検討において、排出高さについてどのように考えられていたか 

d. 出口高さはどのように決定されたか 

5. AM 対策に対し基本設計が現場に反映されていることを確認するプロセスはあっ

たか 

（許認可対象設備と同様の設計変更管理がなされるなど、基本設計が詳細設計

に反映されていることの確認プロセス（設計検証）はあったか） 

共用排気筒及びダクトを通じた原子

炉建屋への逆流 

・共用排気筒の SGTS 配管合流部に

よるベント流逆流の影響が設計上

考慮されていなかった 

・SGTS の隔離弁（出口弁・入口弁）

がフェイルオープンであるなど、全

電源喪失を前提とした排出経路の

妥当性が確認されていなかった 

6. 耐圧強化ベント系は、排気筒頂部まで独立か。プラント間で共用している部分は

あるか 

7. 耐圧強化ベント系の炉心損傷後の排出経路のバウンダリ妥当性について検討さ

れたか 

安全機能の 

サポート機能 

電源融通 

・1～4 号機は津波後電源喪失により

融通不能 

・5 号機は 6 号機からの電源融通成

功 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

8. 複数基立地である場合、同時被災を前提とした電源供給手段が検討されていた

か 

非常用ディーゼル発電機

の専用化 

・1～5 号機は津波により機能喪失 

・6 号機はAM対策で新設した 1台の

み使用可能（空冷 D/G） 

・電源設備に対する津波対策不十分 

・電源供給設備の不足 

1. AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮はなされていたか 

8. 複数基立地である場合、同時被災を前提とした電源供給手段が検討されていた

か 

共通事項 操作・復旧環境 

格納容器より漏えいしたFP又は水素

により、現場対応・復旧環境が悪化

し、活動を阻害 

・格納容器からの漏えいなどによるシ

ビアアクシデント環境下における操

作・復旧作業などに対する現場成立

性が考慮されていなかった 

9. シビアアクシデント下の環境条件が現場操作又は機器復旧手順等において考慮

されていたか 
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添付 2 論点に対する福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所及び柏崎刈羽原子力発電所におけるアクシデントマネジメント対策の状況について 

No 確認事項 確認結果（当時の考え方） 

1 
AM 対策への外的事象（地震・津波）に対する設計上の配慮

はなされていたか。 
配慮されていない（耐震 C クラス設計）。 

2 SRV 以外の減圧手段は検討されていたか。 検討されていない。 

3 
サポート系（直流電源喪失、駆動用空気）が喪失した場合及

び解放後の開維持について、設計上の考慮がされていたか。 
考慮されていない。 

4 

耐圧強化ベント系の炉心損傷後の水素及びエアロゾル挙動

に対する設計上の考慮 
 

a. 排気筒、SGTS 配管は独立に設置されているか。 
・福島第一原子力発電所 1/2 号機共用の排気筒では、SGTS 排気ラインは排気筒頂部まで設置されていない。 

・福島第一原子力発電所 1/2 号機以外の号機では、SGTS 排気ラインは排気筒頂部まで設置されている。 

b. 炉心損傷後の当該系に与える影響（水素及びエアロゾル

挙動）は考慮されていたか。 
当時の検討において炉心損傷後の排気ガスの影響を設計上考慮したとの経緯は見当たらない。 

c. AM 対策の設計検討において、排出高さについてどのよう

に考えられていたか。 
耐圧強化範囲についての検討が主であり、SGTS 配管接続先以降の排出高さに関する検討は行われていない。 

d. 出口高さはどのように決定されたか。 

排気筒の設計は昭和 40 年代（プラント建設時）のものであり、プラントの建設年代によって設計は異なると考えるが、SGTS 配管が福島第

一原子力発電所 1/2 号機共用の排気筒頂部まで設置していない理由及び後続号機と設計・施工が異なる根拠が示された記録は見当たら

ない。 

（設計基準事故時被ばく評価という点では、吹上高さ[実効放出高さ]に期待していないため、SGTS 配管が頂部まである場合と、排気筒底

部での接続の評価上の相違は生じない。） 

5 

AM 対策に対し基本設計が現場に反映されていることを確認

するプロセスはあったか。（許認可対象設備と同様の設計変

更管理がなされるなど、基本設計が詳細設計に反映されてい

ることの確認プロセス（設計検証）はあったか）。 

AM 対策実施に係る技術検討書として、当時の規制機関などとの議論を踏まえた基本設計の方針に対する具体的要求事項をまとめ、それ

に従い各々詳細設計及び施工がなされているという点で、通常の設計変更管理と特段異なる扱いをしているとの事実は確認されていな

い。 
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No 確認事項 確認結果（当時の考え方） 

6 
耐圧強化ベント系は、排気筒頂部まで独立か。プラント間で

共用している部分はあるか。 

・福島第一原子力発電所 1/2 号機共用、3/4 号機共用及び 5/6 号機共用の排気筒では、各プラントの SGTS 排気ラインは排気筒直前で

合流している。1/2 号機では SGTS 排気ラインは排気筒頂部まで設置されていないが、3/4 号機及び 5/6 号機では SGTS 配管は排気筒

頂部まで設置されている。 

・福島第二原子力発電所 1～4号機、柏崎刈羽原子力発電所 1～7号機では、SGTS 排気ラインは各々のプラントで独立しており、SGTS 配

管は排気筒頂部まで設置されている。 

7 
耐圧強化ベント系の炉心損傷後の排出経路のバウンダリ妥

当性について検討されたか。 

全交流電源喪失を考慮した構成にはなっていない。 

・福島第一原子力発電所 1～6号機は SGTS 出口弁がフェイルオープンのため、全交流電源喪失時に SGTS ファン、フィルタトレイン等から

ベントガスの R/B への回り込みが発生する可能性がある。また、1/2 号機、3/4 号機及び 5/6 号機においては、それぞれ SGTS 排気ライ

ンが排気筒直前で合流するため、他プラントへの回り込みも発生する可能性がある。 

・福島第二原子力発電所 1～4 号機は、SGTS 入口弁がフェイルオープンのため、全交流電源喪失時に SGTS 入口配管を経由して、ベント

ガスの R/B への回り込みが発生する可能性がある。ただし、SGTS 排気ラインは各プラントで独立しているため、他プラントへの回り込み

は発生しない。 

・柏崎刈羽原子力発電所 1～3 号機は、格納容器ベント時にバウンダリとなる弁が電動弁であるため、全交流電源喪失時に当該弁は閉じ

たままであり、ベントガスのR/Bへの回り込みは発生しない。4～7号機は、SGTS出口弁は電動弁であり、全交流電源喪失時に当該弁は

閉じたままであるが、ベントラインの U シール弁（電動弁）は「開⇒閉」操作する必要があり、閉操作できなかった場合はベントガスの R/B

への回り込みが発生する可能性がある。なお、6 号及び 7 号機においては、全交流電源喪失時においても、代替電源から受電することで

閉操作可能な設計としており、また、手順が定められている。さらに、電動弁であることから、現場での閉操作も可能である。なお、SGTS

排気ラインは排気筒頂部まで各プラントで独立しているため、他プラントへの回り込みは発生しない。 

8 
複数基立地である場合、同時被災を前提とした電源供給手

段が検討されていたか。 
・隣接プラントからの電源融通手段は整備されていた（隣接プラントからの6.9kV融通及び480V融通）が、同時被災は想定していなかった。 

9 
シビアアクシデント下の環境条件が現場操作又は機器復旧

手順等において考慮されていたか。 
・炉心損傷後の現場におけるベント操作時の線量などについて、考慮されたとの経緯は見当たらない。 
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添付 3 事故時において福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所において機能したアクシデントマネジメント対策について 
№ ＡＭ対策 ＡＭ対策概要 事故時における機能状況 

1 

福島第一原子力発電所 5 号及び 6 号機

における原子炉への代替注水及び使用

済燃料プールへの代替注水 

【代替注水手段】 

既設の復水補給水系及び消火系を有効活用し、残留熱除去系を介して原子炉

注水、格納容器スプレイ及び使用済燃料プール注水を可能にした。 

福島第一原子力発電所 5号及び 6 号機において、復水補給水系により断続的に原

子炉への注水を継続し、原子炉水位調整を行った。また、復水補給水系により使用

済燃料プールへの水の補給を実施し、ほぼ満水状態を維持した。 

2 
福島第一原子力発電所 6 号機から 5 号

機への電源融通 

【非常用Ｄ／Ｇの専用化】 

1 号及び 2 号機間、3 号及び 4 号機間並びに 5 号及び 6 号機間で共用してい

た非常用Ｄ／Ｇをそれぞれ 1 号、3 号及び 5 号機に専用化し、2 号、4 号及び 6

号機にそれぞれ空冷式の非常用Ｄ／Ｇを追設した。 

【隣接号機からの電源の融通】 

隣接原子炉施設間に低圧のＡＣ電源（４８０Ｖ）のタイラインを設置し、電源融通

を可能にした。 

空冷式であり津波の影響を受けなかった6号機の非常用Ｄ／Ｇ６Ｂから、ＡＭ対策で

ある本設電源ケーブル（タイライン）を介して、5 号機への電源融通を実施した。 

3 
福島第一原子力発電所1～3号機におけ

る消防車による原子炉への代替注水 

【代替注水手段】 

AM 対策として整備された注水手段ではなかったが、消防車を原子炉への注水

手段とした。原子炉への注水経路としては、AM 対策の一つとして設置した消火

系からの注水ラインを利用した。 

福島第一原子力発電所 1～3 号機において、防火水槽や海水を水源とし、消火系ラ

インを介した消防車による原子炉注水を実施した。 

4 

福島第一原子力発電所 3 号機における

ディーゼル駆動消火ポンプによる原子炉

格納容器への代替スプレイ 

【代替注水手段】 

№1 と同じ。 

福島第一原子力発電所 3 号機において、ディーゼル駆動消火ポンプにより圧力抑

制室スプレイ及びドライウェルスプレイを実施した。 

5 

福島第二原子力発電所 1号、2 号及び 4

号機における原子炉への代替注水及び

原子炉格納容器への代替スプレイ 

【代替注水手段】 

№1 と同じ。 

福島第二原子力発電所 1 号、2 号及び 4 号機において、復水補給水系により原子

炉への注水を継続し、原子炉水位調整を行った。また、格納容器の冷却のために、

復水補給水系によるドライウェルスプレイ、圧力抑制室スプレイを適宜実施した。 

6 
福島第二原子力発電所1～4号機におけ

る耐圧強化ベントの事前準備 

【耐圧強化ベント】 

排気筒へ接続する耐圧性を強化した格納容器ベントラインを設け、格納容器か

らの除熱機能を向上した。 

福島第二原子力発電所 1～4 号機において、格納容器耐圧ベントの事前準備として

ライン構成（圧力抑制室出口弁以外）を実施した。なお、格納容器ベント実施の判断

後、SGTSを停止した後に圧力抑制室出口弁を開けて格納容器耐圧強化ベントを実

施する予定だった。結果的には、格納容器圧力が格納容器耐圧ベント実施圧力ま

で至らなかったことから、格納容器耐圧ベントは実施していない。 
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本 原 原 発 第 ６ 号 

２０２１年５月１０日 

原子力規制庁原子力規制部 

東京電力福島第一原子力発電所事故対策室長 竹内 淳 殿 

 

名古屋市東区東新町１番地  

中 部 電 力 株 式 会 社           

代表取締役社長  

社 長 執 行 役 員 

 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」  

（2021 年 3 月 5 日）に関する見解等について（回答）  

 

 

令和３年４月５日付け原規規発第 2104051 号をもって依頼のありました件につ

いて、別紙のとおり回答いたします。  

 

別紙：中間取りまとめに関する見解等の回答  

以 上 

 

 

 

 

林 欣吾 
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別紙

中間取りまとめに関する見解等の回答

①異なる見解の有無及びその理由

④その他の見解や意見

②更なる調査・検討の要否及びその理由
　※「要」とする場合は、具体的な調査・検討内容及びその実施主体（自社、他の電力会社、原子力規制庁の調査に協力、のいずれか）並びにそれらの理由

③自らの各発電用原子炉施設の設計、施工、運用等への反映に係る考え方

＜回答項目＞

1- 48 -- 48 -



番号 事項 回答項目

① 無

　福島第一原子力発電所（以下「1F」という。）3号機のRD付近の線量率と1F2号機のRD付近の線
量率の比較から、ベントは成功しなかったとの見解について異なる見解はありません。なお、東
京電力における過去の調査結果から、サプレッションチェンバ（以下「S/C」という。）の圧力がRD
の作動圧力に達していないことが確認されています。

② 否 　1F2号機のRDが作動しなかったことは明らかであるため、更なる調査は不要と考えます。

④

　AM対策（（２）－１の定義と同じ）の設計・施工にあたっては、当時は現状で十分な安全性を念には念を入
れてさらに向上させるとの認識のもと、既存の設備を最大限活用することを基本方針として、内的事象PRA
等によって得られた知見を踏まえて整備していました。
　耐圧強化ベントについては、PCVの機能・隔離設計を阻害しないようにするため、PCV最高使用圧力
（1Pd）以上の圧力で実施するように、RDはPCVの1Pdで作動する設計としていました（RDの作動圧力につ
いては、破裂試験により確認していました。）。

　フィルタベント系（以下「FCVS」という。）のRDについては、柔軟な対応が可能となるよう、FCVSの設計当
初から想定される排気圧力と比較して十分に低い圧力で作動するRDを設置しています。なお、RDの設置
にあたっては、破裂試験等を行い、作動圧力の確認を実施することとしています。
　耐圧強化ベントは、信頼性が高いFCVSを新たに設置したことから、FCVSのバックアップ設備として、炉心
損傷前のみに使用する自主設備としました。また、RDは撤去し、弁の操作により炉心損傷前のベントが実
施できるような系統構成に変更しています。

③

2号機における原子炉格納容器ベント（以下「ベント」
という。）は、主要な隔離弁の開操作など、ベントライ
ンの系統構成は完了していたが、ラプチャーディスク
（以下「RD」という。）の作動圧力（528kPa abs（原子
炉格納容器（以下「PCV」という。）の設計圧力の1.1
倍））に到達せず、ベントは成功しなかった。

（１）－１

　AM対策においては、耐圧強化ベントについて、原子炉注水に成功しているもののPCVからの除熱に失敗
しているTWシーケンス（崩壊熱除去機能喪失）に主眼をおき、窒素ガスや電磁弁の電源が維持されている
状態を想定して設計を行っており、それらが維持できない場合は、PCV圧力が1Pdの圧力において一定期
間はSRV（（６）－１の定義と同じ）は開保持されると評価されるもののSRVの開保持ができなくなる可能性
があります。
　1F事故においては、PCV圧力が上昇したことにより、SRVの開保持機能が維持できず、RPVやPCVへの
代替注水が阻害された可能性があると考えます。

　原子炉減圧機能の信頼性を高めるため、想定される機能喪失要因に対して対策を行います。
（（６）－１③参照）

回答内容、理由

該当無し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　事象進展に応じたPCV破損防止対策の意義や役割を検討する必要があるとの見解について異
なる見解はありません。

② 否
　事象進展に応じたPCV破損防止対策の意義や役割を検討する必要があることを確認する上
で、更なる調査は不要と考えます。

③

④

① 無

　ベントラインの系統構成完了時間とPCV圧力の挙動から、系統構成完了時点でPCV圧力がRD
の作動圧力に到達していなかったとの見解について異なる見解はありません。
　また、ベント成功の要因については、ADSのインターロックの条件成立のタイミングと、S/C内の
圧力上昇のタイミングから、ADS作動によるS/Cの内圧上昇によりRDが破裂したとの見解につい
ても異なる見解はありません。

② 否
　意図しないADSの作動メカニズム等、ベント成功に至るまでのメカニズムは分析されているた
め、更なる調査は不要と考えます。

③

④

（１）－３
　FCVSについては、柔軟な対応が可能となるように設計しており、そのバックアップとする耐圧強化ベント
のRDは撤去することとしました。
　ADSについては、1F3号機と比較して低圧ECCS吐出圧力確立の設定圧力が高く、作動条件成立から実
作動まで120秒のタイマーを有しており、作動すべき状況にない場合は、運転操作によりリセットを行う対応
手順を定めています。
　このため、ADSが同様の事象において誤動作する可能性は低いと考えることから、運転操作手順書に留
意事項として記載することとします。

このことを踏まえると、事象進展に応じたPCV破損防
止対策の意義や役割を検討する必要がある。

（１）－２ 　AM対策として整備した耐圧強化ベントは、PCVの機能・隔離設計を阻害しないようにしていましたが、
FCVSについては柔軟な対応が可能となるように設計しており、そのバックアップとする耐圧強化ベントの
RDは撤去することとしました。
　なお、PCVバウンダリを維持したままPCV内の圧力及び温度を低下させることが可能な代替循環冷却系
を整備し、FCVSに優先して使用することとしています。

該当無し

該当無し

なお、3号機のRDにおいてもベントラインの系統構成
完了時点では作動圧力には到達しておらず、その後
の意図しない自動減圧系（以下「ADS」という。）の動
作に伴ってRDが破裂したことでベントに成功してい
る。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　現地調査等によるSGTSフィルタの汚染状況から、自号機のSGTS及び原子炉建屋内へベント
ガスが逆流したとの見解について異なる見解はありません。
　逆流の原因については、SGTSと耐圧強化ベントの境界弁の仕様がFail/Openとなっているなど
が挙げられていることについて、異なる見解はありません。

② 否
　ベントガスの逆流が生じたことについては、現場汚染状況などから明らかになっているため、更
なる調査は不要と考えます。

③

④

　FCVSは、不活性ガス系の隔離弁より上流側から分岐させ、分岐以降の配管は、隔離弁を含め独立した
構成とし、他号機と共用しない構成としています。
　FCVSと不活性ガス系との境界弁については、Fail/Openとなる弁はなく、隔離機能を確保するためシート
材料をより耐性の高い改良EPDMに取り替える計画としています。

　耐圧強化ベントは、信頼性の高いFCVSを新たに設置したことから、FCVSのバックアップ設備として、炉心
損傷前のみに使用する自主設備としました。

 「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデ
ント対策としてのアクシデントマネージメントについ
て」（平成4年5月、原子力安全委員会決定）を踏まえ
て、発電用原子炉設置者が自主的な保安措置として
当時整備したアクシデントマネジメント対策（以下
「AM対策」という。）の1つである耐圧強化ベントライ
ンが重要安全施設である非常用ガス処理系（以下
「SGTS」という。）配管へ接続されていたことにより、
自号機のSGTS及び原子炉建屋内へのベントガス
（核分裂生成物、水素等）の逆流、汚染及び水素流
入による原子炉建屋の破損リスクの拡大を招いてい
る。

(２）－１

該当無し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　耐圧強化ベントラインからの自号機への逆流事象を踏まえると、AM対策整備時の考え方を確
認することは今後の安全性向上に寄与するものと考えられるため、異なる見解はありません。

② 要
　AM対策整備時の設計の検討経緯等について、今後の安全性向上の観点から調査する必要が
あると考えます。(自社、原子力規制庁の調査に協力）

③

④

　AM対策整備の設計・施工にあたっては、既存の設備を最大限活用することを基本方針として、内的事象
PRA等によって得られた知見を踏まえて整備していました。
　耐圧強化ベントラインについては、SGTSへの逆流防止のため、SGTSフィルタ出口弁下流に接続すること
とし、当時、浜岡3号機については、SGTS出口側に弁がなかったことから、逆流防止のため電動弁の設置
を実施しました（浜岡4号機については、既設電動弁あり）。
　一方、浜岡1,2号機のSGTS出口弁は、既存の設備としてFail/Open の空気作動弁となっていたため、駆動
源である圧縮空気が喪失した場合は隣接プラントから圧縮空気の供給を受ける手順を定めていましたが、
複数号機が同時発災し、隣接号機の圧縮空気も喪失した場合には出口弁が開弁し得る設計となっていま
した。
　耐圧強化ベントに係る設備については2Pdまで機能を担保する方針とし、それに基づいた運用にしていま
したが、今回調査したところ、当時、2Pdまでの耐性を詳細に評価し確実にしていたことの確認ができません
でした。具体的には、PCV本体について、当時は海外の研究結果や国内の検討結果（各型式の二次元弾
塑性解析）を踏まえて2Pdにおける耐性を判断していましたが、浜岡1～4号機の個別プラントに対する評価
までは実施していませんでした。また、PCV隔離弁について、浜岡3,4号機は2Pdにおける耐性は確認でき
ましたが、浜岡1,2号機に関しては、2Pdにおける耐性のうち弁体のシート性について、評価し漏えい防止が
できることを確実にしていませんでした。

該当無し

(２）－２
これを踏まえ、設計基準対象施設等への接続を含
めたAM対策（耐圧強化ベントライン等）の設計、施工
及び運用の考え方を確認する必要がある。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　1F1号機の耐圧強化ベントについては、系統概要図等から、SGTS配管の一部を経由して排気
筒から排出される設計等がなされていたとの見解について異なる見解はありません。

② 否
　1F1号機の耐圧強化ベントについては、設計等が明らかになっているため、更なる調査は不要
と考えます。

③

④

① 無
　1F1,2号機共用排気筒については、線量と排気配管の構成から、排気筒下部の高い汚染の原
因が明らかにされていることについて異なる見解はありません。

② 否
　1F1,2号機共用排気筒下部の高い汚染の原因が明らかにされているため、更なる調査は不要と
考えます。

③

④

（３）－４③に記載。

（３）－４③に記載。

該当無し

（３）－２
1/2号機共用排気筒内部では、排気筒頂部までの排
気配管がなく、排気筒内にベントガスが滞留したこと
が、排気筒下部の高い汚染の原因となった。

該当無し

（３）－１
1号機におけるベントは、AM対策により、ベントガス
がSGTS配管の一部を経由して排気筒から排出され
る設計、施工及び運用がされていた。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 （３）－２①と同じ。

② 否 （３）－２②と同じ。

③

④

① 無 （３）－２①と同じ。

② 否 （３）－２②と同じ。

③

④

また、現行の原子炉施設の排気系統におけるベント
ガスの挙動の考え方について確認する必要がある。

　FCVSは、ベントガスを、不活性ガス系との接続部から他系統と完全に独立した配管を経由してベントフィ
ルタへ導き、放射性物質を低減させた後に排気筒頂部位置に設ける放出口から排出し、他号機と共用しな
い構成としています。
　FCVS配管については連続上り勾配とするなど、可燃限界を超える水素の滞留が無いことを確認していま
す。
　また、エアロゾルが配管内面に一様に付着することを仮定した被ばく評価を実施し、遮蔽を適切に実施す
ることで原子炉建屋内の復旧作業等が実施できることを評価しています。

　耐圧強化ベントは、ベントガスを、不活性ガス系、SGTS系を経由して排気筒（頂部まで配管を敷設）を通し
て排気筒頂部より排出し、また、他号機と共用しない構成としています。使用する際に、ベントガスの原子炉
建屋への逆流等系統外への漏えいを防止するように、弁により他の系統と隔離する設計としています。

　耐圧強化ベントは、信頼性の高いFCVSを新たに設置したとことから、FCVSのバックアップ設備として、炉
心損傷前のみに使用する自主設備としました。

該当無し

（３）－４

（３）－３
このことを踏まえると、AM対策が排気系統配管の構
造やベントガスの挙動、組成等をどのように考慮して
いたのか確認する必要がある。

　耐圧強化ベントの排気ラインは既設のSGTSの排気ラインに接続していました。浜岡1,2号機の排気ライン
は排気筒中間高さまで敷設されていた1,2号機共用のSGTS排気ラインに接続されており、浜岡3～5号機は
号機間共用なく、排気筒頂部まで敷設されたSGTS排気ラインに接続されています。

　炉心損傷後においても、S/Cのスクラビングによる放射性物質の低減効果により大量の放射性物質の環
境放出を回避することを期待していました。ただし、ベントガスの挙動、組成等に対する考慮はなされていま
せんでした。

該当無し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　福島第二原子力発電所（以下「2F」という。）1号機における真空破壊弁シートガスケットの外れ
から、ドライウェル中の気体がサプレッションプールにおけるスクラビングを経由せずにPCV外に
放出される経路が生じる可能性があるとの見解について異なる見解はありません。

② 否
　PCV外に放出される経路が生じる可能性があるとの見解について、更なる調査は不要と考えま
す。

③

④

① 無 （４）－１①と同じ。

② 否 （４）－１②と同じ。

③

④

このため、当該経路を従来の重大事故等（以下
「SA」という。）時における漏えい経路に追加する必
要がある。

　FCVSは、ベントガスをベントフィルタへ導き、放射性物質を低減させた後に排気筒頂部位置に設ける放出
口から排出する設計としています。重大事故等対策に係る有効性評価においては、炉心損傷後に代替循
環冷却系が使用できない場合、FCVSでベントを行うこととしており、W/W側からベントするケースに加えて、
D/W側からベントするケースについてもCs放出量が100TBqを下回ることを確認しています。

該当無し

（４）－２

（４）－１

放射性物質の漏えい経路について、真空破壊弁の
故障が炉心溶融後のベント時などに生じると、ドライ
ウェル中の気体がサプレッションプールにおけるスク
ラビングを経由せずにPCV外に放出される経路が生
じる可能性がある。

　真空破壊弁の開閉機構については、7kPa程度の差圧により開弁し、自重により閉弁する極めて単純なも
のであり、動作機能が確保されていたとする中間取りまとめの見解からも真空破壊弁が固着する可能性は
低いと考えます。
　真空破壊弁のシートガスケットについては、SA時の環境に耐えられるように、より耐性の高い改良EPDM
に取り替える計画としています。
　なお、FCVSは、ベントガスがベントフィルタを経由せず放出されることがない設計としています。

該当無し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　1F3,4号機の原子炉建屋の内部の損傷状況などから、原子炉建屋の破損の主要因は、原子炉
建屋内に滞留した水素の爆燃によって生じた圧力による可能性が高いとの見解について異なる
見解はありません。

② 否 　原子炉建屋の破損の主要因が明らかにされているため、更なる調査は不要と考えます。

③

④

① 無
　1F3号機の水素爆発時の超画像処理映像から、水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性
が高いとの見解について異なる見解はありません。

② 要
　1F3号機における水素以外の可燃性ガスに関する組成・発生量や可燃限界量などの知見を収
集する必要があると考えます。（原子力規制庁の調査に協力）

③

④

（５）－２
また、3号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙に
ついては水素以外の可燃性ガスが寄与している可
能性が高い。

　PCVから漏えいする可能性がある可燃性ガスについては、（５）－１③に記載の通り発生量の多い水素に
着目し、リークポテンシャルの高い箇所における検知・監視などの対策が有効であると考えています。
　水素以外の可燃性ガスの発生源や水素爆発防止対策に対する影響など、今後、可燃性ガスに関する知
見等を収集し、必要な対策を検討するなど更なる安全性向上に取り組んでいきます。

該当無し

（５）－１

　水素爆発・爆燃についてはトリガーを特定することは困難であり、水素を滞留させないようにすることが重
要と考えています。
　重大事故等時の水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する対策の基本方針として、まず水素の発
生を防止する対策、次にPCVからの水素の漏えいを防止する対策、更にはPCVから漏えいした水素を原子
炉建屋外に排出する対策を実施します。
　PCVから原子炉建屋に水素が漏えいした場合には、SGTSにより放射性物質を低減しつつ漏えいした水
素を含むガスを原子炉建屋外に排出し、原子炉建屋内の水素濃度が可燃限界未満に維持されていること
を水素濃度計（原子炉建屋オペレーションフロア及び下層階のＰＣＶハッチ等のリークポテンシャルが高いと
考えられる場所に設置）により監視します。
　
　また、原子炉建屋の水素濃度を可燃限界未満（４％未満）に維持できないような水素の異常な漏えいの兆
候が見られる場合は、FCVSによるPCVベントへの移行および原子炉建屋ベント系による原子炉建屋外へ
の水素排出の手順を整備することとしています。

該当無し

水素爆発時の映像及び損傷状況を踏まえると、原子
炉建屋の破損の主要因は、原子炉建屋内に滞留し
た水素の爆燃（水素濃度8%程度）によって生じた圧
力による可能性が高い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　SRVの逃がし弁機能の挙動から、不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の不成立）
が生じた原因が不明であるとの見解について異なる見解はありません。

② 要
　SRVの逃がし弁機能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の不成立）の原因が不
明であるため、更なる調査が必要と考えます。（自社、他の電力会社）

③

④

① 無
　SBO条件下でのSRV以外の機器における不安定動作の可能性について、網羅的に把握する必
要があるとの見解について異なる見解はありません。

② 要
　1FにおけるSBO条件下で発生したSRV以外の不安定動作について、更なる調査が必要と考え
ます。（他の電力会社、原子力規制庁の調査に協力）

③

④

　SRVに中途開閉状態が生じたとしても、RPVの過圧は防止され、RCIC等により原子炉への注水による水
位維持は可能であると考えています。

　原子炉減圧機能の信頼性を高めるため、想定される機能喪失要因に対して対策を行います。
・SRVの自動減圧機能が喪失した場合の減圧（例：原子炉自動減圧インターロック（代替自動減圧機能））
・常設直流電源系統などが喪失した場合の減圧（例：可搬型代替直流電源設備などの整備）
・窒素が喪失した場合の減圧（例：代替高圧窒素ガス供給系などの整備）

　SRVの逃がし弁機能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の不成立）の原因に応じて、更な
る信頼性向上を講ずることができると考えています。

該当無し

（６）－２

このことを踏まえると、全交流動力電源喪失（以下
「SBO」という。）条件下でのSRVの逃がし弁機能の
挙動、計装用圧縮空気系の隔離による影響（窒素圧
の低下等）及び不安定動作が確認されたSRV以外
の機器における不安定動作の可能性について、網
羅的に把握する必要がある。

　SRVを除くSA設備については、計装用圧縮空気系や高圧窒素ガスの供給が断たれた場合、機能を発揮
できなくなる設備は無いことを確認しています。

　SRV以外の不安定動作の調査結果に応じて、更なる信頼性向上を講ずることができると考えています。

該当無し

主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）の逃がし
弁機能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信
号解除の不成立）が生じた原因が不明である。

（６）－１
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　SRVの高温時の安全弁機能の挙動から、SRVの安全弁機能の作動開始圧力が低下していたと
の見解について異なる見解はありません。なお、東京電力における過去の調査結果から、原子
炉水位計の高温時の挙動が明らかになっており、測定値への影響が発生することが確認されて
います。

② 要
　1FにおけるSRV及び原子炉水位計以外の機器について、設計基準事故条件下と異なる挙動を
示した具体的な機器およびその原因を明確にする必要があると考えます。（他の電力会社、原子
力規制庁の調査に協力）

③

④ 該当無し

SRVの安全弁機能の作動開始圧力が低下していた
など、SA条件下では様々な機器が設計基準事故条
件下とは異なる挙動をしている。

（７）－１

　周囲温度上昇によるSRVの安全弁機能の作動開始圧力の低下などが生じた場合であっても、安全弁に
よるRPVの過圧を防止する機能は維持されるものと考えています。また、以下の通り安全弁の挙動は事象
進展に大きく影響しないものの、その挙動を運転操作手順書に反映し、教育訓練等により確認することを計
画します。

　原子炉が高圧の状態で水位が維持され、低圧代替注水が準備出来ている場合において、S/P水温度が
80℃に到達した場合の原子炉減圧はSRVによって実施することとしており、周囲温度上昇によるSRVの安
全弁機能の作動開始圧力の低下が起こることはありません。
　原子炉が高圧の状態で炉心が損傷し水素が発生する事象（TQUV（RPV破損）として評価している事象）で
は、原子炉水位がBAF（有効燃料棒底部）+10％に到達した時点での原子炉減圧はSRVによって実施する
こととしており、SRVの安全弁機能の挙動が事象進展に有意な影響を与えることはありません。

　なお、原子炉減圧機能の信頼性を高めるため、想定される機能喪失要因に対して対策を行います。（（６）
－１③参照）

　調査結果に応じて、更なる信頼性向上を講ずることができると考えています。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　1FにおけるSRV及び原子炉水位計以外の機器について、設計基準事故条件下と異なる挙動を
示した具体的な機器およびその原因を明確にする必要があると考えているため、異なる見解は
ありません。

② 要 （７）－１②と同じ。

③

④

① 無 （７）－２①と同じ。

② 要 （７）－１②と同じ。

③

④

（７）－３
また、AM対策の圧力計を含めて、SA条件下での計
測機器の信頼性について検証する必要がある。

　SA時に使用する計測機器については、SA時の環境条件を設定し、その環境において機能することを確
認しています。また、代替パラメータによる推定手段を整備しています。

　SA時に使用する計測機器の信頼性向上のため、1F事故を受けてSA時の環境条件で使用可能な計測機
器を開発する目的で実施した国プロ「過酷事故用計装システムに関する研究」で開発したSA用計装機器も
積極的に採用しています。（水素濃度計、燃料プール水位計、PCV内水位計など）
　原子炉水位計については、1F事故の知見から基準面器（コラム）からの水抜けを検知出来るよう、温度計
を設置しています。

　調査結果に応じて、更なる信頼性向上を講ずることができると考えています。

該当無し

（７）－２
このため、SA時の機器の挙動に関する知見を集積
する必要がある。

　SA時使用する機器（SA機器）については、有効性評価で想定されるSA条件（SA時の環境条件）を設定
し、その環境において機能することを確認しています。

　調査結果に応じて、更なる信頼性向上を講ずることができると考えています。

該当無し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 （１）－３①と同じ。

② 否 （１）－３②と同じ。

③

④

① 無
　SA時のADSの作動に関する設計条件等を確認する必要があるとの見解について異なる見解は
ありません。

② 否 （１）－３②と同じ。

③

④

① 無
　燃料被覆管等の反応に伴って発生する水素による加圧が生じることから、従来の事故シーケン
スに対してどの程度影響するのか具体的に確認する必要があるとの見解について異なる見解は
ありません。

② 否
　PCV破損防止の観点から燃料被覆管等の反応に伴って発生する水素による加圧を考慮してい
るため、更なる調査は不要と考えます。

③

④

（８）－２
このことを踏まえると、SA時のADSの作動に関する
設計条件等を確認する必要がある。

（１）－３③に記載。

該当無し

（８）－３

また、PCV圧力が上昇する主要因として、水蒸気発
生が想定されてきたが、水素による加圧及び漏えい
による減圧などのふるまいが、従来の事故シーケン
スに対してどの程度影響するのか具体的に確認す
る必要がある。

　重大事故等対策に係る有効性評価においては、TQUV（RPV破損）ケースも含めて、燃料被覆管等の反
応に伴って発生する水素による加圧を考慮しています。
　漏えいが生じるとPCV圧力上昇が緩和されることから、PCVの減圧のふるまいについては、対策の有効
性を確認する事故シーケンスに影響を与えるものではないと考えます。

該当無し

（８）－１

3号機のベントについては、（１）でも触れているが、
ADSが設計の意図と異なる条件（サプレッションチェ
ンバ圧力の上昇による低圧注水系ポンプの背圧上
昇を誤検知したこと）で作動したことによりPCV圧力
がRDの破壊圧力に達し、ベントが成立した。

（１）－３③に記載。

該当無し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　1F3号機における減圧挙動から、ベント成功回数は2回であるとの見解について異なる見解はあ
りません。

② 否 　ベント成功回数が明らかになっているため、更なる調査は不要と考えます。

③

④

① 無
　1F3号機における2回目のベント後1F4号機の水素爆発までの時間から、40時間に渡り同建屋
内に水素が滞留し、爆発に至ったとの見解について異なる見解はありません。

② 否 　1F4号機の水素爆発までの時系列が明らかになっているため、更なる調査は不要と考えます。

③

④

① 無
　水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等対策や復旧作業等の安全確保に関して検
討する必要があるとの見解について異なる見解はありません。

② 否
　水素爆発が発生した際の建屋及び建屋周辺への影響は明らかになっているため、更なる調査
は不要と考えます。

③

④

（９）－３

同建屋内に水素が滞留していた間には、同建屋周
辺で作業員による復旧作業が実施されていたことを
踏まえると、水素が滞留した原子炉建屋等における
重大事故等対策や復旧作業等の安全確保に関して
検討する必要がある。

（９）－２③に記載。

該当無し

（９）－１ 3号機のベント成功回数は2回である。

１－（１）③と同じ。

該当無し

（９）－２
3号機のベント時にSGTS配管を通じて4号機原子炉
建屋内に水素が流入、その後、40時間に渡り同建屋
内に水素が滞留し、爆発に至った。

　浜岡3～5号機では排気筒を共用していないことから、1F3,4号機のような他号機からの水素の流入が起こ
ることがありません。
　PCVから原子炉建屋への水素の漏えいについては、原子炉建屋オペフロやPCVハッチ等付近に水素濃
度計を設置して監視します。
　水素濃度に異常が検知された場合は原則として速やかに作業員を退避させることとし、詳細は今後検討
していきます。

該当無し
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原 第 11 号 

2021 年５月６日 

原子力規制庁 原子力規制部 

東京電力福島第一原子力発電所事故対策室長 

竹内 淳 殿 

北陸電力株式会社 

代表取締役社長 

社長執行役員 

 

「『東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ』

(2021 年 3 月 5 日)に関する見解等について（依頼）」に対する回答 

 

平素は格別のご高配を賜り，厚く御礼申し上げます。 

さて，令和３年４月５日付け（原規規発第 2104051 号）にてご依頼のありま

した「『東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまと

め』(2021 年 3 月 5 日)に関する見解等について（依頼）」につきまして，別紙

のとおり回答いたしますので，ご査収下さいますようお願いします。 

 

以 上 

 

別紙 「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまと

め」(2021 年 3 月 5 日)に関する当社見解等の回答（北陸電力） 

金井 豊 
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番号 事項 回答項目

①
有
or
無

△△については、■■のため、見解が異なる。
△△については、□□のため、異なる見解は無い。

②
要
or
否

△△については、◎◎のため、○○に関する調査が必要である。
△△については、◇◇のため、更なる調査は不要である。

③

④

別　紙

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」(2021年3月5日)に関する当社見解等の回答（北陸電力）

左記の事項は、▼▼として設計に反映する方針である。

①異なる見解の有無及びその理由

④その他の見解や意見

②更なる調査・検討の要否及びその理由
　※「要」とする場合は、具体的な調査・検討内容及びその実施主体（自社、他の電力会社、原子力規制庁の調査に協力、のいずれか）並びにそれらの理由

③自らの各発電用原子炉施設の設計、施工、運用等への反映に係る考え方

回答内容、理由

＜回答項目＞

中間取りまとめで確認した事実、確認した事実に基づいて
考えられること、及び確認した事実を踏まえて更なる検討
が必要と考えられること

記載例
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　今回の中間取りまとめの内容や東京電力の調査状況※を踏まえ，1F2号機においてラプチャー
ディスクの作動圧力に到達せずベントが成功しなかったことについて，当社として異なる見解はあ
りません。

※：「福島原子力事故調査報告書 平成24年６月20日 東京電力株式会社」（以下「東京電力報告
書」という。）の「１２．１（３）②２号機のベント操作」及び「福島第一原子力発電所1～3号機
の炉心・格納容器の状態の推定と未解明問題に関する検討 第５回進捗報告 平成29年12月25日 東
京電力ホールディングス株式会社」（以下「未解明問題報告書」という。）の添付1-4「3.2.2号機
の代替注水時におけるプラント挙動について」

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

④

2号機における原子炉格納容器ベント（以下「ベント」とい
う。）は、主要な隔離弁の開操作など、ベントラインの系統
構成は完了していたが、ラプチャーディスク（以下「RD」と
いう。）の作動圧力（528kPa abs（原子炉格納容器（以下
「PCV」という。）の設計圧力の1.1倍））に到達せず、ベント
は成功しなかった。

（１）－１

　志賀原子力発電所の耐圧強化ベント系のラプチャーディスクは1F2号機と同様に格納容器の最高使用圧力で
作動する設定としておりましたが，その作動圧力をベントを阻害しない圧力まで低下させる予定です。志賀2
号機の格納容器フィルタ付ベント装置に設置するラプチャーディスクも同様の設定とする予定です。志賀1号
機も，再稼働に際しては同様の対応を実施する予定です。

＜詳　　細＞
　耐圧強化ベント系のラプチャーディスクは，隔離弁からの漏えい又は誤操作によって格納容器の隔離機能
を阻害しないよう設置されており，その作動圧力は格納容器の最高使用圧力（１Ｐｄ）としておりました。
これは，耐圧強化ベント系が格納容器の過圧破損防止対策として整備されていたこと，及び当時のベント開
始基準が１Ｐｄ以上であったことを踏まえ，ベント開始基準以下の圧力で耐圧強化ベント系が作動しないこ
とを確実にするためでした。
　一方，1F事故を踏まえ，志賀2号機では，耐圧強化ベント系のラプチャーディスクをベントを阻害しない圧
力まで作動圧力を低下させた設計に変更する予定です。これは，当初のラプチャーディスクの設置目的（隔
離弁からの漏えい又は誤操作によって格納容器の隔離機能を阻害しない）を踏襲しつつ，ベントの成功を確
実にすることを目的としております。
　また，格納容器フィルタ付ベント装置には上記の目的に加え待機時の窒素封入も目的として，作動圧力が
低いラプチャーディスクを設ける予定です。
　さらに，炉心損傷後においては，格納容器破損箇所からの管理されない核分裂生成物，水素等の放出を低
減するために，過温等の格納容器圧力が比較的低い状態で格納容器が破損する場合に備えたベント基準を設
けることを検討しております。

　なお，格納容器ベント弁を確実に開するための施策として，志賀2号機では，1F事故以前から耐圧強化ベン
ト系の格納容器ベント弁（空気作動弁）にはボンベセットによる空気供給手段を整備していました。また，
格納容器ベント弁には手動ハンドルを設置しており，全交流動力電源喪失時においても現場操作が可能な設
計でした。さらに，1F事故後には圧縮空気ボンベの追加配備や小型発電機等の配備を実施しております。
　新たに設置する格納容器フィルタ付ベント装置の格納容器ベント弁は電動弁とし，非常用交流電源設備が
喪失した場合に備えてガスタービン発電機等を配備する予定です。さらに，格納容器ベント弁に対して遠隔
手動操作機構を設け，二次格納施設外から遠隔で手動操作が可能な設計とする予定です。

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

　なお，ベントラインのラプチャーディスクに関しては，最新知見を踏まえて様々な事故シナリオを考慮し
た上で，今後もその設置要否及び作動圧力について検討していきます。

③

な　し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　事象進展に応じた格納容器破損防止対策の意義や役割を検討することについて，当社として異な
る見解はありません。

② 否
　事象進展に応じた格納容器破損防止対策の意義や役割については，当社として（１）－２③のと
おり検討しており，現状，更なる調査・検討が必要と考えておりません。

③

④

このことを踏まえると、事象進展に応じたPCV破損防止対
策の意義や役割を検討する必要がある。

（１）－２

　格納容器ベント設備の意義や役割については，（１）－１③に記載しているとおりです。
　（１）－１③に記載されている以外にも，志賀2号機では，格納容器破損防止対策（過圧／過温）として，
次のとおり原子炉注水，格納容器冷却，格納容器除熱手段等を整備する予定です。

＜主な格納容器破損防止対策＞
【原子炉注水】
　－常設ポンプ（常設代替低圧ポンプ（新設）及び復水移送ポンプ（既設））を用いた常設代替低圧注水系
　－可搬型ポンプ（可搬型代替低圧ポンプ）を用いた可搬型代替低圧注水系

【格納容器冷却】
　－常設ポンプ（常設代替低圧ポンプ（新設）及び復水移送ポンプ（既設））を用いた常設代替原子炉格納
    容器スプレイ系及び常設原子炉格納容器下部注水系
　－可搬型ポンプ（可搬型代替低圧ポンプ）を用いた可搬型代替原子炉格納容器スプレイ系及び可搬型原子
　　炉格納容器下部注水系

【格納容器除熱】
　－常設ポンプ（復水移送ポンプ（既設）），可搬型熱交換設備（新設）等を用いた代替残留熱除去設備

【その他】
　－格納容器のトップヘッドフランジやその他貫通孔のシール材として改良EPDMを採用

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

な　し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 （８）－１①に記載

② 否 （８）－１②に記載

③

④ な　し

なお、3号機のRDにおいてもベントラインの系統構成完了
時点では作動圧力には到達しておらず、その後の意図し
ない自動減圧系（以下「ADS」という。）の動作に伴ってRD
が破裂したことでベントに成功している。

（１）－３

（８）－1③に記載
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　1F1号機及び3号機において，耐圧強化ベント系から非常用ガス処理系を介して原子炉建屋内への
ベントガスの逆流，汚染及び水素流入が発生したことについては，当社として異なる見解はありま
せん。

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

④ な　し

 「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対
策としてのアクシデントマネージメントについて」（平成4年5
月、原子力安全委員会決定）を踏まえて、発電用原子炉
設置者が自主的な保安措置として当時整備したアクシデ
ントマネジメント対策（以下「AM対策」という。）の1つである
耐圧強化ベントラインが重要安全施設である非常用ガス
処理系（以下「SGTS」という。）配管へ接続されていたこと
により、自号機のSGTS及び原子炉建屋内へのベントガス
（核分裂生成物、水素等）の逆流、汚染及び水素流入によ
る原子炉建屋の破損リスクの拡大を招いている。

(２）－１

　志賀2号機の耐圧強化ベント系は，1F事故以前からベントガスが逆流しないよう，ベント時に他系統と隔離
可能な設計としております。志賀1号機の耐圧強化ベント系は，原子炉建屋との隔離弁である非常用ガス処理
系の入口弁がFail Openの空気作動弁ですが，1F事故以前からベントガスの逆流を発生させないようボンベ
セットによる空気供給手段を整備し，計装用圧縮空気系が喪失した場合においても隔離可能な設計としてお
ります。
　志賀2号機に新たに設置する格納容器フィルタ付ベント装置は独立した配管を設置し，他系統との独立性を
確保する予定であり，志賀1号機も再稼働に際しては同様の対応をする予定です。

＜詳　　細＞
【1F事故以前の状況】
●志賀2号機（ABWR）：耐圧強化ベント系は非常用ガス処理系に接続（添付2 図－５参照）
・非常用ガス処理系と耐圧強化ベント系の隔離弁は通常時閉でFail As-Isの電動弁とFail Closeの空気作動
　弁であり，Fail Openではありませんでした。Fail As-Isの電動弁には現場操作が可能なように手動ハン
　ドルを設置しており，全交流動力電源喪失時においても操作可能でした。
・耐圧強化ベント系と換気空調系の隔離弁は通常時閉でFail Closeの空気作動弁でした。なお，手動ハンド
　ルを設置しており，全交流動力電源喪失時においても操作可能でした。
・ベント時には他系統との隔離弁を全て閉止することを手順で明確化していました。
・なお，格納容器ベント弁は計装用圧縮空気系が機能喪失することを想定し，ボンベセットによる供給手段
　を整備していました。さらに手動ハンドルを設置しており，全交流動力電源喪失時においても操作可能で
　した。

●志賀1号機（BWR5）：耐圧強化ベント系は非常用ガス処理系に接続（添付1 図２．３参照）
・非常用ガス処理系と耐圧強化ベント系の隔離弁は通常時閉でFail As-Isの電動弁とFail Openの空気作動弁
　でした。Fail As-Isの電動弁は現場操作が可能なように手動ハンドルを設置しており，全交流動力電源喪
　失時においても操作可能でした。
　Fail Openの空気作動弁には手動ハンドルは設けていなかったものの，計装用圧縮空気系が喪失した場合を
　想定し，ボンベセットによる空気供給手段を整備していました。
・耐圧強化ベント系と換気空調系の隔離弁は通常時閉でFail Closeの空気作動弁でした。
・ベント時には他系統との隔離弁を全て閉止することを手順で明確化していました。
・なお，格納容器ベント弁は計装用圧縮空気系が機能喪失することを想定し，ボンベセットによる空気供給
　手段を整備していました。

【1F事故後の対応】
●志賀2号機
　格納容器フィルタ付ベント装置の設計にあたっては，以下を考慮する予定です。
・サプレッションチェンバのベントラインは新規の格納容器ペネトレーションを用いて，他系統と独立した
　配管を設置します。
・ドライウェルのベントラインは不活性ガス系配管を一部共用するものの，格納容器第一隔離弁（通常時閉
　でFail Closeの空気作動弁）の手前で分岐し，他系統との独立性を確保します。

●志賀1号機
・耐圧強化ベント系の他系統との隔離弁（Fail Openの空気作動弁）や格納容器ベント弁には，現場で手動
　操作が可能なよう手動ハンドルを追設しております。
・その他の対応については，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

③
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　設計基準対象施設等への接続を含めたAM対策の設計，施工及び運用の考え方を確認することにつ
いて，当社として異なる見解はありません。

② 要

　設計基準対象施設等への接続を含めたAM対策の設計，施工及び運用の考え方は以下のとおりで
す。なお，当社として更なる調査を実施することで他社も含めたAM対策整備当時の考え方を確認す
ることに意義はあると考えており，今後も貴庁の調査に協力します。

【AM対策整備当時の考え方】
・設計基準対象施設等への接続を含めたAM対策の設計，施工及び運用については，隔離弁により
　上位クラスとの機能分離がなされるまでは同じクラスの設計とし，格納容器バウンダリに直接
　接続する部分は隔離設計とする等，既存の安全機能に悪影響を与えないように設計を考慮して
　おります。具体的には添付1，添付2のとおりです。これらについては，当社から旧原子力安全
　・保安院に報告しており，旧原子力安全・保安院から旧原子力安全委員会に報告しています。
　添付1：志賀原子力発電所のアクシデントマネジメント整備報告書（抜粋）
　添付2：志賀原子力発電所2号炉のアクシデントマネジメント検討報告書（抜粋）
・また，AM対策設備全般について「定期検査中に機能の確認試験が可能な設計とする」こととし
　ており，設置時に試験可能性は考慮しています。これらの機器は社内規定に基づき保全対象と
　した上で，保全計画を定め，これに基づく点検等を実施しております。

③

④ な　し

(２）－２
これを踏まえ、設計基準対象施設等への接続を含めたAM
対策（耐圧強化ベントライン等）の設計、施工及び運用の
考え方を確認する必要がある。

（２）－１③に記載
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　1F1号機におけるベントは，AM対策により，ベントガスが非常用ガス処理系配管の一部を経由し
て排気筒から排出される設計，施工及び運用がされていたことについて，当社として異なる見解は
ありません。

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

③

④ な　し

（３）－１
1号機におけるベントは、AM対策により、ベントガスが
SGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される設計、
施工及び運用がされていた。

　志賀1/2号機ともに，自主保安として整備したAM対策である耐圧強化ベント系は，1Fと同様に非常用ガス処
理系配管の一部を経由しております。

　志賀2号機で新たに設置予定の格納容器フィルタ付ベント装置は，次の点を考慮する予定です。
　・サプレッションチェンバのベントラインは新規の格納容器ペネトレーションを用いることとし，他系統
　　と独立した配管を設置します。
　・ドライウェルのベントラインは不活性ガス系配管を一部経由するものの，格納容器第一隔離弁の手前で
　　分岐させ，他系統との独立性を確保します。

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　1F1/2号機共用排気筒において排気筒内にベントガスが滞留したことが，排気筒下部の高い汚染
の原因になったことについて，当社として異なる見解はありません。

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

③

④ な　し

（３）－２
1/2号機共用排気筒内部では、排気筒頂部までの排気配
管がなく、排気筒内にベントガスが滞留したことが、排気筒
下部の高い汚染の原因となった。

　志賀1/2号機の非常用ガス処理系排気管は，設置当初から排気筒の頂部高さまで敷設されており，自主保安
として整備したAM対策である耐圧強化ベント系の設置にあたり非常用ガス処理系配管の共用を行った結果，
排気筒頂部でベントガスが放出される構造となっております。
　また，志賀2号機に新たに設置する格納容器フィルタ付ベント装置では，排気管を主排気筒外側に独立して
設置し，耐圧強化ベント系と同様に排気筒頂部高さまで敷設する構造とする予定です。

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　AM対策が耐圧強化ベント配管の構造やベントガスの挙動，組成等をどのように考慮していたのか
を確認することについて，当社として異なる見解はありません。

② 要

　AM対策での耐圧強化ベント配管の構造やベントガスの挙動，組成等の考慮は以下のとおりです。
なお，当社として更なる調査を実施することで他社も含めたAM対策整備当時の考え方を確認するこ
とに意義はあると考えており，今後も貴庁の調査に協力します。

【AM対策整備当時の考え方】
　エアロゾル・よう素に関しては，サプレッションチェンバベント時のプールスクラビングによる
環境への放出低減を考慮していました。水素に対する設計上の考慮については，格納容器内雰囲気
の窒素置換は行っていたものの，耐圧強化ベント系統内の水素滞留について検討していた記録はあ
りませんでした。

③

④

（３）－３
このことを踏まえると、AM対策が排気系統配管の構造や
ベントガスの挙動、組成等をどのように考慮していたのか
確認する必要がある。

　（３）－２③に記載している内容に加えて以下を考慮しております。
　・志賀2号機の格納容器フィルタ付ベント装置は，系統内に水素が滞留し，水素燃焼が発生しないよう，
　　通常運転時から窒素を封入するとともに，格納容器フィルタ付ベント装置までを下り勾配，格納容器フ
　　ィルタ付ベント装置以降を登り勾配とする予定です。また，配管分岐部にも水素が滞留しない設計とす
　　る予定です。さらに，ベント終了後においては窒素供給を実施する予定です。
　・格納容器ベント後の配管等への核分裂生成物付着も考慮した上で被ばく線量評価を実施し，SA作業の成
　　立性を確認する予定です。
　・耐圧強化ベント系は，水素滞留防止の観点から炉心損傷後には使用しないことを検討しており，水素流
　　入の可能性は小さいと考えております。一方，その配管経路は原子炉建屋上層階から非常用ガス処理系
　　トレンチを介して排気筒に繋がっており連続登り勾配でないこと，配管分岐部が複数あり分岐部におけ
　　る水素滞留の可能性が否定できないことを踏まえ，対応を検討中です。

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

な　し

9- 71 -- 71 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガスの挙動の考え方を確認することについて，当社
として異なる見解はありません。

② 否
　現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガスの挙動の考え方を確認することについて，当社
の考えは（３）－３③のとおりであり，現状，更なる調査・検討が必要と考えておりません。

③

④

また、現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガス
の挙動の考え方について確認する必要がある。

（３）－３③に記載

な　し

（３）－４

10- 72 -- 72 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　真空破壊装置はSA設備とすることを検討しており，SA設備はSA環境下での耐性を備えた設備とす
ること，真空破壊装置自体が単純な動作をする逆止弁であることを踏まえると，SA時においてその
機能が喪失する可能性は小さいと考えております。
　一方，真空破壊装置は，2F1号機においてガスケットが脱落していること，格納容器内に8個設置
されていることから，故障の可能性は否定し切れないと考えております。真空破壊装置に故障が発
生した場合にはドライウェル中の気体がサプレッションプールスクラビングを経由せずに格納容器
外に放出される経路が生じることについて，当社として異なる見解はありません。

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

③

④

（４）－１

放射性物質の漏えい経路について、真空破壊弁の故障が
炉心溶融後のベント時などに生じると、ドライウェル中の気
体がサプレッションプールにおけるスクラビングを経由せ
ずにPCV外に放出される経路が生じる可能性がある。

　真空破壊装置はSA設備とすることを検討しており，SA設備はSA環境下における耐性を備えた設備とする予
定です。なお，志賀2号機の真空破壊装置のガスケットは改良EPDMに交換することを検討しております。
　諸外国の確率論的リスク評価の知見を踏まえ，残余のリスクを評価する観点から確率論的リスク評価の高
度化の中で真空破壊装置の故障（１弁開固着）のモデル化を進めております。
　格納容器フィルタ付ベント装置はサプレッションプールスクラビングを経由しないドライウェルベントも
考慮した設計としており，新規制基準適合性審査におけるベント時のセシウム放出量評価や被ばく評価にお
いては，ドライウェルベントを実施した場合の評価も行う予定です。仮に真空破壊装置が故障し，サプレッ
ションプールスクラビングがバイパスされたとしてもドライウェルベント時の評価に包絡されると考えてお
ります。

な　し

11- 73 -- 73 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　真空破壊装置の漏えい経路を従来の重大事故等時における漏えい経路に追加することについて
は，当社として異なる見解はありません。

② 要
　真空破壊装置の漏えい経路を従来の重大事故等時における漏えい経路に追加することについて
は，（４）－１③に記載のとおり，確率論的リスク評価の高度化の中で真空破壊装置の故障（１弁
開固着）のモデル化を進めており，今後，当社で適切に対応してまいります。

③

④

このため、当該経路を従来の重大事故等（以下「SA」とい
う。）時における漏えい経路に追加する必要がある。

（４）－１③に記載

な　し

（４）－２

12- 74 -- 74 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　今回の中間取りまとめの内容や東京電力の調査状況※を踏まえ，原子炉建屋の破損の主要因は原
子炉建屋内に滞留した水素の爆燃によって生じた圧力による可能性が高いことについて，当社とし
て異なる見解はありません。

※：未解明問題報告書 添付資料1-10「1号機原子炉建屋で発生した水素爆発の解析」

② 要
　1Fで発生した原子炉建屋内水素爆発については，爆発の発生箇所等について更なる調査が必要と
考えております。本件は，貴庁又は他電力会社殿で引き続き調査・検討されるものと考えておりま
す。なお，調査・検討にあたって当社プラントデータの提供等，必要な協力はさせて頂きます。

③

④

（５）－１
水素爆発時の映像及び損傷状況を踏まえると、原子炉建
屋の破損の主要因は、原子炉建屋内に滞留した水素の爆
燃（水素濃度8%程度）によって生じた圧力による可能性が
高い。

　志賀2号機では，原子炉建屋の水素対策として次の施策（検知・処理・排出）を実施する予定です（一部実
施済）。
　・原子炉建屋オペフロに原子炉建屋可燃性ガス再結合器及び水素濃度計を設置
　・ブローアウトパネルを現場で手動開放し，原子炉建屋から排出する設備及び手順を整備

　さらに，上記に加え次の施策を実施することを検討しております。
　・開放面積が広い格納容器ハッチ付近に水素濃度計を設置し，原子炉建屋内の広い範囲で漏えいを検知
　・原子炉建屋内の水素濃度上昇を検知した場合は，格納容器フィルタ付ベント装置にて格納容器内の水素
　　を大気中へ放出し，原子炉建屋への水素漏えいを抑制
　・格納容器ハッチから原子炉建屋可燃性ガス再結合器がある原子炉建屋オペフロに水素を導く経路を確保

　その他，格納容器からの水素漏えい防止対策として次の施策を実施する予定です。
　・常設又は可搬型ポンプによる格納容器スプレイによる格納容器内冷却
　・常設ポンプ，可搬型熱交換設備等を用いた格納容器内除熱
　・格納容器トップヘッドフランジ等のシール材を改良EPDMに変更
　・原子炉ウェル注水による格納容器トップヘッドフランジの冷却

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

な　し

13- 75 -- 75 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　1F3号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙は水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が高
いことについては，当社として異なる見解はありません。

② 要

　水素以外の可燃性ガスの寄与の有無，有の場合はその種類と量について，今後の更なる調査・検
討が必要と考えております。本件は，貴庁又は他電力会社殿で引き続き調査・検討されるものと考
えております。なお，調査・検討にあたって当社プラントデータの提供等，必要な協力はさせて頂
きます。

③

④

（５）－２
また、3号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙について
は水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が高い。

　水素以外の可燃性ガスの寄与の有無，有の場合はその種類と量が判明していない段階であることから，今
後の調査・検討結果を踏まえて適切に対応してまいります。

な　し

14- 76 -- 76 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　逃がし安全弁の逃がし弁機能の不安定動作が生じた原因が不明という点について，当社として異
なる見解はありません。

② 要
　逃がし安全弁の逃がし弁機能の不安定動作が生じた原因又は不安定動作による影響について，更
なる調査・検討が必要と考えており，自社又は他のBWR電力と協力して実施していくことを考えて
おります。

③

④

（６）－１
主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）の逃がし弁機
能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の不
成立）が生じた原因が不明である。

　逃がし安全弁の逃がし弁機能の不安定動作は原因が不明なため，今後の調査・検討結果を踏まえて当社プ
ラントに反映すべき事項が出てきた場合は適切に対応してまいります。
　一方，今回の事象は逃がし安全弁の原子炉圧力制御機能（逃がし弁機能）に影響は与えているものの，逃
がし安全弁は原子炉減圧機能（自動減圧，手動減圧等）がより重要と考えており，志賀2号機においては原子
炉減圧機能の強化として次の対応を実施する予定です（一部実施済）。
　・逃がし安全弁駆動用窒素ガスボンベの追加配備
　・逃がし安全弁駆動電源の多様化（可搬型蓄電池等）
　・逃がし安全弁補助作動装置の設置

　さらに，原子炉減圧機能の強化として次の施策を実施することを検討しております。
　・逃がし安全弁を保護するための格納容器スプレイ手順の整備

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

な　し

15- 77 -- 77 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　全交流動力電源喪失条件下での逃がし安全弁の逃がし弁機能の挙動，計装用圧縮空気系又は高圧
窒素ガス供給系（格納容器内機器へ窒素供給）の隔離による影響並びに不安定動作が確認された逃
がし安全弁以外の機器における不安定動作の可能性を把握することについては，当社として異なる
見解はありません。

② 要

　全交流動力電源喪失条件下での逃がし安全弁の逃がし弁機能の挙動，計装用圧縮空気系又は高圧
窒素ガス供給系（格納容器内機器へ窒素供給）の隔離による影響並びに逃がし安全弁以外の機器に
おける計装用圧縮空気系又は高圧窒素ガス供給系（格納容器内機器へ窒素供給）の隔離に伴う不安
定動作の可能性を把握することについては，更なる調査・検討が必要と考えており，自社又は他の
BWR電力と協力して実施していくことを考えております。
　なお，計装用圧縮空気系又は高圧窒素ガス供給系（格納容器内機器へ窒素供給）から空気（窒
素）を供給している空気（窒素）作動弁については，従来から駆動空気（窒素）喪失時に安全側の
動作をする設計（本来の機能を阻害しない設計）としておりますが，SA下における動作について今
後精査をしていきます。

③

④

（６）－２

このことを踏まえると、全交流動力電源喪失（以下「SBO」
という。）条件下でのSRVの逃がし弁機能の挙動、計装用
圧縮空気系の隔離による影響（窒素圧の低下等）及び不
安定動作が確認されたSRV以外の機器における不安定動
作の可能性について、網羅的に把握する必要がある。

（６）－１③にて回答

な　し

16- 78 -- 78 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　今回の中間取りまとめの内容や東京電力の調査状況※を踏まえ，1F事故において自動減圧系や逃
がし安全弁が設計と異なる挙動をしていたことについて，当社として異なる見解はありません。

※：未解明問題報告書 添付資料3-3「3号機13日9時頃に発生した原子炉圧力の低下挙動について」

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

③

④

（７）－１
SRVの安全弁機能の作動開始圧力が低下していたなど、
SA条件下では様々な機器が設計基準事故条件下とは異
なる挙動をしている。

　志賀2号機では，SA設備・SA計測機器に対して次の方針で設計する予定です。
　・新設のSA設備・SA計測機器は，SA環境下で有効に機能するよう設計します。
　・既設を活用したSA設備・SA計測機器も，SA環境下での健全性を確認の上，必要な場合は設計を変更しま
　　す。
　・さらに，代替パラメータによる推定手段を整備し，多様性を確保します。
　・今後SA環境下での機器の設計上の想定と異なる挙動にかかる新知見が得られた場合には，当社プラント
　　への反映要否を検討の上，適切に対応します。

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

な　し

17- 79 -- 79 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 　SA時の機器の挙動に関する知見の集積については，当社として異なる見解はありません。

② 要

　新規制基準適合性の観点では，SA設備はSA環境下での耐性を備え，期待された機能を発揮できる
設備とする予定であるため，設計上の想定と異なる挙動が起こることは考えにくいものの，今後SA
環境下での機器の設計上の想定と異なる挙動にかかる新知見が得られた場合には，当社プラントへ
の反映要否を検討の上，適切に対応してまいります。自社又はBWR電力で協力して実施するものと
考えております。

③

④

（７）－２
このため、SA時の機器の挙動に関する知見を集積する必
要がある。

（７）－１③に記載

な　し

18- 80 -- 80 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 　SA時の計測機器の信頼性の検証については，当社として異なる見解はありません。

② 要

　新規制基準適合性の観点では，SA計測機器はSA環境下での耐性を備え，期待された機能を発揮で
きる計測機器とする予定であるため，設計上の想定と異なる挙動が起こることは考えにくいもの
の，今後SA環境下での計測機器の設計上の想定と異なる挙動にかかる新知見が得られた場合には，
当社プラントへの反映要否を検討の上，適切に対応してまいります。自社又はBWR電力で協力して
実施するものと考えております。

③

④

（７）－３
また、AM対策の圧力計を含めて、SA条件下での計測機
器の信頼性について検証する必要がある。

（７）－１③に記載

な　し

19- 81 -- 81 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　今回の中間取りまとめの内容や東京電力の調査状況※を踏まえ，1F3号機において自動減圧系が
設計の意図と異なる条件（サプレッションチェンバ圧力の上昇による低圧注水系ポンプの背圧上昇
を誤検知したこと）で作動したことにより格納容器圧力がラプチャーディスクの破壊圧力に達して
ベントが成立したことについては，当社として異なる見解はありません。

※：未解明問題報告書 添付資料3-3「3号機13日9時頃に発生した原子炉圧力の低下挙動について」

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

③

④

（８）－１

3号機のベントについては、（１）でも触れているが、ADSが
設計の意図と異なる条件（サプレッションチェンバ圧力の
上昇による低圧注水系ポンプの背圧上昇を誤検知したこ
と）で作動したことによりPCV圧力がRDの破壊圧力に達
し、ベントが成立した。

　志賀2号機では，1F3号機と同様の事象が発生することは考え難いです。理由は次のとおりです。
　・自動減圧系起動信号のインターロックとして残留熱除去系ポンプ吐出圧を用いていますが，格納容器の
    最高使用圧力の2倍（620kPa[gage]）にサプレッションチェンバの静水頭（満水でも200kPa程度）を考慮
    しても十分に高い設定値となっております。
　・さらに，運転手順書では，不要な自動減圧系作動防止を目的に，格納容器圧力が最高使用圧力を超える
　　可能性があるSOP手順を導入する時点で自動減圧系作動阻止操作を実施する予定としております。
　・代替自動減圧機能も同様です。

　志賀1号機では，自動減圧系起動信号のインターロックとして残留熱除去系ポンプ運転中の信号を用いてい
ることから，1F3号機と同様の事象が発生することはありません。

な　し

20- 82 -- 82 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　SA時の自動減圧系の作動に関する設計条件等を確認することについては，当社として異なる見解
はありません。

② 否
　志賀1/2号機については（８）－１③に記載のとおり検討しているため，現状，更なる調査・検
討は必要と考えておりません。

③

④

（８）－２
このことを踏まえると、SA時のADSの作動に関する設計条
件等を確認する必要がある。

（８）－１③に記載

な　し

21- 83 -- 83 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　格納容器圧力が上昇する要因として，水素による加圧及び漏えいによる減圧などのふるまいが従
来の事故シーケンスに対してどの程度影響するのか具体的に確認することについて，当社として異
なる見解はありません。

② 否
　当社プラントについては，（８）－３③のとおり対応を検討しているため，現状，更なる調査・
検討は必要と考えておりません。

③

④

（８）－３

また、PCV圧力が上昇する主要因として、水蒸気発生が想
定されてきたが、水素による加圧及び漏えいによる減圧な
どのふるまいが、従来の事故シーケンスに対してどの程度
影響するのか具体的に確認する必要がある。

　志賀2号機では，新規制基準適合性審査の中で水蒸気発生以外に水素等による過圧（ジルコニウム-水反応
による水素発生，溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生等）を考慮した上で，格納容
器圧力が制限値を下回る評価を示す予定です。

　なお，漏えいによる減圧等のふるまいは，格納容器圧力を緩和する方向に働くことから，格納容器内の圧
力挙動評価等において改めてその影響を考慮する必要性は小さいと考えております。

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

な　し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　今回の中間取りまとめの内容や東京電力の調査状況※を踏まえ，1F3号機のベント成功回数が2回
であったことについては，当社として異なる見解はありません。

※：未解明問題報告書 添付資料3-8「3号機格納容器からの漏えいと大量の蒸気放出について」

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

③

④

（９）－１ 3号機のベント成功回数は2回である。

　1F3号機では，格納容器ベント操作を複数回実施したものの，ベント弁駆動用空気圧の不足，ベント弁励磁
回路の不具合，小型発電機の故障による電磁弁励磁維持の問題等が原因でベント弁が開しなかったと考えら
れています。
　志賀2号機では，1F事故以前から耐圧強化ベント系の格納容器ベント弁（空気作動弁）にはボンベセットに
よる空気供給手段を整備していました。また，格納容器ベント弁には手動ハンドルを設置しており，全交流
動力電源喪失時においても現場操作が可能な設計でした。さらに，1F事故後には圧縮空気ボンベの追加配備
や小型発電機等の配備を実施しております。
　また，新たに設置する格納容器フィルタ付ベント装置の格納容器ベント弁は電動弁とし，非常用交流電源
設備が喪失した場合に備えてガスタービン発電機等を配備する予定です。さらに格納容器ベント弁に対して
遠隔手動操作機構を設け，二次格納施設外から遠隔で手動操作が可能な設計とする予定です。

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

な　し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

　今回の中間取りまとめの内容や東京電力の調査状況※を踏まえ，1F3号機のベント時に非常用ガ
ス処理系配管を通じて4号機原子炉建屋内に水素が流入し，その後，40時間に渡り同建屋内に水素
が滞留し，爆発に至ったことについては，当社として異なる見解はありません。

※：未解明問題報告書 添付資料3-8「3号機格納容器からの漏えいと大量の蒸気放出について」

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

③

④

（９）－２
3号機のベント時にSGTS配管を通じて4号機原子炉建屋
内に水素が流入、その後、40時間に渡り同建屋内に水素
が滞留し、爆発に至った。

　志賀2号機では，原子炉建屋内水素濃度計の指示値上昇等，原子炉建屋で水素爆発が起こる恐れがある場合
には，原子炉建屋内及びその周辺での作業を禁止する等の安全措置について今後検討し，反映していきま
す。

　志賀1号機も，再稼働に際しては志賀2号機と同様の対応を実施する予定です。

　なお，志賀1/2号機においては，プラント間で排気筒を共用していないため，他号機へのベントガス（水
素，核分裂生成物等）の流入は構造上起こりえません。

な　し
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
　水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等対策や復旧作業等の安全確保に関して検討する
ことについて，当社として異なる見解はありません。

② 否 　現状，更なる調査・検討は必要と考えておりません。

③

④

（９）－３

同建屋内に水素が滞留していた間には、同建屋周辺で作
業員による復旧作業が実施されていたことを踏まえると、
水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等対策
や復旧作業等の安全確保に関して検討する必要がある。 （９）－２③に記載

な　し
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図－２．３ 耐圧強化ベント（概念図）  

通常時閉・ＦＣ 
ボンベセット有 

通常時閉・ＦＣ 
ボンベセット有 

通常時閉・ＦＣ 
ボンベセット有 
手動ハンドル付 

通常時閉・ＦＯ 
ボンベセット有 

通常時閉・ＦＡ 
手動ハンドル付 

通常時閉・ＦＣ 
手動ハンドル付 

換気空調系 

１Ｆ事故後に手動ハンドルを追設した弁 
 

ＡＯ 

ＡＯ 

通常時閉・ＦＡ 
手動ハンドル付 

通常時閉・ＦＡ 
手動ハンドル付 

【凡例】ＡＯ：空気作動弁 

ＭＯ：電動弁 

ＦＣ：Fail Close（駆動源喪失時に閉止） 

ＦＡ：Fail As-Is（駆動源喪失時に現状維持） 

ＦＯ：Fail Open （駆動源喪失時に開放） 

赤字：ＡＭ整備当時の図面から追記・修正した箇所 
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図－５ 耐圧強化ベント設備（設備） 

通常時閉・ＦＣ 
ボンベセット有 
手動ハンドル付 

通常時閉・ＦＡ 
手動ハンドル付 

通常時閉・ＦＡ 
手動ハンドル付 

通常時閉 
ＦＣ 

通常時閉・ＦＣ 
手動ハンドル付 

赤字：ＡＭ検討当時の図面から追記した箇所 
【凡例】ＡＯ：空気作動弁 

ＭＯ：電動弁 

ＦＣ：Fail Close（駆動源喪失時に閉止） 

ＦＡ：Fail As-Is（駆動源喪失時に現状維持） 

ＦＯ：Fail Open （駆動源喪失時に開放） 
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関 原 発 第７１号  
２０２１年５月１０日  

 
原子力規制庁原子力規制部  
東京電力福島第一原子力発電所事故対策室長  
竹内 淳 殿  
 

大阪市北区中之島３丁目６番１６号  
関 西 電 力 株 式 会 社 
執行役社長      森本  孝  

 
 
「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」 

（2021 年 3 月 5 日）に関する見解等について（回答）  
 
 

令和３年４月５日付け原規規発第 2104051 号をもって依頼のありました

件について、別紙のとおり回答いたします。  
 
 
別紙：中間取りまとめに関する見解等の回答（関西電力株式会社）  
 

以 上  
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電 原 設 第 ５ 号 

2021 年 5 月 10 日 

 

 

原子力規制庁原子力規制部 

東京電力福島第一原子力発電所事故対策室長 

 竹内 淳 様 

 

 

中国電力株式会社 

代表取締役社長執行役員 

清水 希茂 

 

 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」 

（2021 年 3 月 5 日）に関する見解等について（回答） 

 

 

令和３年４月５日付け『「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係

る中間取りまとめ」（2021 年 3 月 5 日）に関する見解等について（依頼）』（原規規

発第 2104051 号）にて依頼のありました件について，別添のとおり回答致します。 

 

以 上 

 

（別添） 中間取りまとめに関する見解等の回答（中国電力株式会社） 
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番号 事項 回答項目

①
有
or
無

△△については、■■のため、見解が異なる。
△△については、□□のため、異なる見解は無い。

②
要
or
否

△△については、◎◎のため、○○に関する調査が必要である。
△△については、◇◇のため、更なる調査は不要である。

③

④

中間取りまとめで確認した事実、確認した事実に基づいて
考えられること、及び確認した事実を踏まえて更なる検討
が必要と考えられること

記載例

（別添）

中間取りまとめに関する見解等の回答（中国電力株式会社）

左記の事項は、▼▼として設計に反映する方針である。

①異なる見解の有無及びその理由

④その他の見解や意見

②更なる調査・検討の要否及びその理由
　※「要」とする場合は、具体的な調査・検討内容及びその実施主体（自社、他の電力会社、原子力規制庁の調査に協力、のいずれか）並びにそれらの理
由

③自らの各発電用原子炉施設の設計、施工、運用等への反映に係る考え方

回答内容、理由

＜回答項目＞

1
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
２号機におけるベントの成否については，RD付近の線量率がベントガスにより生じると考えられる汚染の程
度をはるかに下回っているほか，３号機のRD付近の線量率と比較して明らかに低いことから，２号機のRD
は破裂しておらず，同号機は一度もベントに成功しなかったと考えられるため，異なる見解は無い。

② 要

東京電力HD「福島原子力事故調査報告書」によると，２号機においてサプレッション・チェンバ（以下「S/C」
という。）からのベントが成功しなかった原因としては，RDの作動圧力だけでなく，ドライウェル（以下「D/W」
という。）圧力が約750kPa[abs]に上昇した一方で，S/C圧力が約300～400kPa[abs]で推移したことも考えら
れるため，PCV内の圧力が均一化しない状況に関する調査が必要である。
調査については，プラント状況を確認する必要があるため，東京電力HDにより実施されることが適切と考え
る。

③

④
２号機のRDの作動圧力については，東京電力HD「福島原子力事故調査報告書」によると，PCVの最高使用圧力と同じ
427kPa[gage]であり，PCV設計圧力の1.0倍であると考える。

2号機における原子炉格納容器ベント（以下「ベント」とい
う。）は、主要な隔離弁の開操作など、ベントラインの系統
構成は完了していたが、ラプチャーディスク（以下「RD」と
いう。）の作動圧力（528kPa abs（原子炉格納容器（以下
「PCV」という。）の設計圧力の1.1倍））に到達せず、ベント
は成功しなかった。

（１）－１

１．AM対策当時の状況
【島根１，２，３号機共通】
　シビアアクシデント時以外の場合に弁の誤操作や漏えいによってSGTSフィルタをバイパスすることを防止するため，
耐圧強化ベントラインのSGTSフィルタをバイパスする箇所にRDを設置することとし，RDの設定破裂圧力は，島根１，２
号機において450kPa[gage]，島根３号機において327kPa[gage]に設定していた。
〔RDの設定破裂圧力の考え方〕
・ 事故発生防止については，確実にPCV健全性を保つ観点から，ベント開始圧力をPCVの最高使用圧力である１Pdに
設定。
・ 事故影響緩和（炉心損傷後のベント）については，PCV内に大量のFPが放出されており，可能な限り時間的な余裕を
確保する観点から，ベント開始圧力をPCV健全性が確認されている２Pd（最高使用圧力の２倍）に設定。
・ RDの設定破裂圧力はベント開始圧力１Pd～２Pdを踏まえ，PCVの隔離機能を阻害しないよう，破裂圧力の許容差
（±５%）を考慮しても１Pd（島根１，２号機：427kPa[gage]，島根３号機：310kPa[gage]）を下回らない圧力に設定。

２．現状施設への反映
【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　早期にベントが必要になった場合でも確実にベントを成功させるよう，以下の対策を実施することとしている。
・ 格納容器フィルタベント系のRDの設定破裂圧力は，ベント開始圧力よりも十分に低い圧力（80kPa[gage]）に設定する
こととしている。
・ 耐圧強化ベントラインのRDは撤去することとし，SGTSフィルタをバイパスする箇所には隔離弁を２重で設置する設計
としている。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

各号機の耐圧強化ベントラインの構成については添付参照。

2
- 118 -- 118 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
AM対策当時のPCV破損防止対策の意義や役割を検討する必要があることについて，異なる見解は無い。
ただし，新規制基準対応においては既に意義や役割を検討済みである。

② 否
新規制基準の有効性評価（PCV破損防止）において，過圧・過温破損，DCH，FCI，水素燃焼，MCCIの各
PCV破損モードについて対策の意義も考えながら検討していることから，更なる調査は不要である。

③

④

① 無

東京電力HD「福島第一原子力発電所 1～3 号機の炉心・格納容器の状態の推定と未解明問題に関する検
討 第5回進捗報告 添付資料3-3」で報告されているPCV圧力がRDの設定圧力には到達していなかったこと
及びベント成功に繋がったと考えられる以下の内容から，意図しないADSの作動によって生じたS/C圧力の
急上昇がRDの破裂とベント成功に繋がったと考えられるため，異なる見解は無い。
・ PCV圧力が一旦急上昇し，その後に低下傾向を示していること。
・ PCV圧力の急上昇と同じタイミングで原子炉圧力が急減したこと。
・ S/C圧力がADS設定値に達していたこと等，ADS作動に必要な条件がすべて達成されていたと考えられる
こと。
・ SRV作動を示す点滅があったこと。

② 否 ①の報告内容に異論はなく，適切な推定であると考えられることから，更なる調査は不要である。

③

④

その他の見解等は無い。

その他の見解等は無い。

なお、3号機のRDにおいてもベントラインの系統構成完了
時点では作動圧力には到達しておらず、その後の意図し
ない自動減圧系（以下「ADS」という。）の動作に伴ってRD
が破裂したことでベントに成功している。

（１）－３

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　隔離弁の操作のみでベントできるよう，格納容器フィルタベント系のRDは設定破裂圧力を十分に低い圧力に設定し，
耐圧強化ベントラインのRDは撤去することとしている。
　RDの作動圧力については（１）－１，ADSの意図しない作動については（８）－２に記載する。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

このことを踏まえると、事象進展に応じたPCV破損防止対
策の意義や役割を検討する必要がある。

（１）－２

１．AM対策当時の状況
【島根１，２，３号機共通】
　PCV破損防止対策として実施する耐圧強化ベントについて，PCVの隔離機能を阻害しないようPCVバウンダリを維持
する考えから，（１）－１③に記載の設計としていた。

２．現状施設への反映
【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，PCV破損に至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　新規制基準の有効性評価（PCV破損防止）において，過圧・過温破損，DCH，FCI，水素燃焼，MCCIの各PCV破損
モードについて対策の意義も考えながら検討しており，設備，手順，体制等に反映している。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

耐圧強化ベントラインはSGTS配管へ接続され，SGTSフィルタ出口とはフェイルオープンの空気作動弁（以
下「AO弁」という。）及びグラビティダンパで隔離される構成であり，自号機のSGTS及び原子炉建屋内へベ
ントガスが逆流しうる系統構成であったこと及びSGTSフィルタで汚染が確認されていることから，１号機及び
３号機においては自号機へのベントガスの逆流，汚染があったと考えられるため，異なる見解は無い。

② 要

１号機及び３号機においては自号機へのベントガスの逆流に伴い，水素も逆流したと考えられるが，原子炉
建屋内まで逆流しているか不明であるため，原子炉建屋へのベントガスの逆流に関する調査する必要があ
る。
調査については，プラント状況を確認する必要があるため，東京電力HDにより実施されることが適切と考え
る。

③

④ その他の見解等は無い。

１．AM対策当時の状況
【島根１号機】（廃止措置中）
　耐圧強化ベントラインについては，窒素ガス制御系から分岐し，SGTSフィルタ出口に接続する構成で，SGTSフィルタ
出口側の隔離弁等はフェイルオープンのAO弁で構成されており，自号機のSGTS及び原子炉建物へベントガスが逆流
しうる系統構成であった。
【島根２号機】
　耐圧強化ベントラインについては，SGTSから分岐し，SGTSフィルタ出口に接続する構成で，SGTSフィルタ出口側の
隔離弁はフェイルアズイズの電動駆動弁（以下「MO弁」という。）で構成されており，当該弁は通常時閉で，SGTS停止
時にも閉となるため，自号機のSGTSフィルタには逆流しない系統構成であったが，SGTSからの分岐箇所の上流側に
原子炉建物からの吸気ラインがあり，その隔離弁はフェイルオープンのAO弁であるため，自号機の原子炉建物内へベ
ントガスが逆流しうる系統構成であった。
【島根３号機】（建設中）
　耐圧強化ベントラインについては，不活性ガス系から分岐し，SGTSフィルタ出口に接続する構成で，SGTSフィルタ出
口側の隔離弁はフェイルアズイズのMO弁で構成されており，当該弁は通常時閉で，SGTS停止時にも閉となるため，自
号機のSGTS及び原子炉建物へベントガスが逆流しない系統構成であった。

２．現状施設への反映
【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　格納容器フィルタベント系及び耐圧強化ベントラインの他系統との隔離について，以下の対策を実施することとしてお
り，他系統に逆流しない設計としている。
・ 格納容器フィルタベント系は，他系統との接続配管に隔離弁を２重で設置する設計としている。
・ 耐圧強化ベントラインのSGTSからの分岐箇所を変更し，SGTSとの接続配管には隔離弁を２重で設置する設計として
いる。
【島根３号機】（建設中）
・ 格納容器フィルタベント系は，新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。
・ 耐圧強化ベントラインは，自号機のSGTS及び原子炉建物へベントガスが逆流しない系統構成である。

各号機の耐圧強化ベントラインの構成については添付参照。

 「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対
策としてのアクシデントマネージメントについて」（平成4年5
月、原子力安全委員会決定）を踏まえて、発電用原子炉
設置者が自主的な保安措置として当時整備したアクシデ
ントマネジメント対策（以下「AM対策」という。）の1つである
耐圧強化ベントラインが重要安全施設である非常用ガス
処理系（以下「SGTS」という。）配管へ接続されていたこと
により、自号機のSGTS及び原子炉建屋内へのベントガス
（核分裂生成物、水素等）の逆流、汚染及び水素流入によ
る原子炉建屋の破損リスクの拡大を招いている。

(２）－１

4
- 120 -- 120 -



番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
AM対策（耐圧強化ベントライン等）の設計，施工及び運用の考え方を確認する必要があることについて，異
なる見解は無い。

② 否
AM対策（耐圧強化ベントライン等）の設計，施工及び運用の考え方については，島根原子力発電所のAM対
策当時の状況を確認しているため，更なる調査は不要である。（詳細は③に示す。）

③

④

１．AM対策当時の状況
【島根１，２，３号機共通】
　AM対策の整備に関しては，共通的な観点として以下を考慮していたが，非常用電源の長時間にわたる喪失（津波等
の外部ハザード及びプラントの同時被災）については考慮していなかった。耐圧強化ベントラインについては，系統構成
に必要な弁の操作について，非常用電源が使用可能な状態であることを前提条件として設計していた。
〔AM対策の共通的な考慮事項〕
　 起因事象として内的事象を対象としたPSAの結果から，炉心損傷への寄与の大きいシーケンスの事象発生を防止す
るために有効な対策及びPCVの健全性を維持するために有効な対策を抽出し，抽出されたAM対策については，起因
事象（内的事象）を踏まえて以下の設計としていた。
・ 既存設備を最大限に活用して対策を整備。
・ シビアアクシデント時に想定される環境条件において実力的に機能が果たせる設計。
・ 耐震クラスはＣクラス設計。ただし，異なる耐震クラスとの接続がある場合には上位クラスに整合させる設計。
・ 非常用電源から受電して所定の機能が果たせる設計。

２．現状施設への反映
【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　格納容器フィルタベント系及び耐圧強化ベントラインの系統構成に必要な弁の操作について，以下の対策を実施する
こととしており，非常用電源が無い場合でもベントを実施可能な設計としている。
・ 格納容器フィルタベント系の排出経路の隔離弁はMO弁であり，人力により容易かつ確実に操作可能な設計。
・ 耐圧強化ベントラインの排出経路の隔離弁のうちフェイルクローズのAO弁については，原子炉建物付属棟内に設置
した空気ボンベにより操作可能な設計。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。

(２）－２
これを踏まえ、設計基準対象施設等への接続を含めたAM
対策（耐圧強化ベントライン等）の設計、施工及び運用の
考え方を確認する必要がある。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
１号機におけるベントに関して，ベントガスがSGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される設計となっ
ていたことについて，異なる見解は無い。

② 否
１号機におけるベントに関して，ベントガスがSGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される設計となっ
ていたことについて，更なる調査は不要である。

③

④

１．建設時の状況
【島根１号機】（廃止措置中）
　SGTS配管は排気筒下部に接続され，排気筒を流路として排気する設計とし，排気筒については耐震Sクラス（当時A
クラス）で設計していた。
【島根２号機】，【島根３号機】（建設中）
　SGTS配管は排気筒に沿わせて単独で排気筒頂部まで設置する設計としていた。SGTS配管の排気筒周りの構成に
ついては，島根２号機建設時に島根１号機の設計から以下の設計変更を実施している。
・ SGTS配管については，排気筒頂部高さから確実に排出するために排気筒に接続しない構成に変更。
・ 排気筒については，耐震Sクラス（当時Aクラス）設計から耐震Cクラス設計に変更。
・ SGTS配管を排気筒に沿わせて設置するため，排気筒については耐震Sクラス（当時Aクラス）の間接支持構造物とし
て設計。

２．AM対策当時の状況
【島根１号機】（廃止措置中）
　耐圧強化ベントラインは，SGTS配管を経由し，排気筒を流路としてベントを実施する設計としていた。
【島根２号機】，【島根３号機】（建設中）
　耐圧強化ベントラインは，SGTS配管を経由し，排気筒頂部まで設置されているSGTS配管を流路としてベントを実施す
る設計としていた。

３．現状施設への反映
【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
・ 格納容器フィルタベント系は，排気管を原子炉建物に沿わせて原子炉建物頂部まで設置する設計としている。
・ 耐圧強化ベントラインは，SGTS配管を経由して排気する設計であり，排気筒頂部まで設置されているSGTS配管を流
路としてベントを実施する設計としている。
【島根３号機】（建設中）
・ 格納容器フィルタベント系は，新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。
・ 耐圧強化ベントラインは，SGTS配管を経由して排気する設計であり，排気筒頂部まで設置されているSGTS配管を流
路としてベントを実施する設計としている。

その他の見解等は無い。

（３）－１
1号機におけるベントは、AM対策により、ベントガスが
SGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される設計、
施工及び運用がされていた。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

排気筒内ではベントガスが滞留し，排気筒頂部から放出される前に排気筒内部にセシウムを含む大量の放
射性物質が蓄積したことが，排気筒下部の高い汚染の原因となったことについて，異なる見解は無い。
なお，排気筒内ではベントガス流速が小さいため，排気筒内で蒸気凝縮により発生するドレンをベントガス
によって排気筒頂部から排出できず，気液対向流が発生し，排気筒内面に付着した放射性物質がドレンに
随伴してローポイントに蓄積したことが，排気筒下部の高い汚染の原因となった可能性も考えられる。

② 否
排気筒内ではベントガスが滞留し，排気筒頂部から放出される前に排気筒内部にセシウムを含む大量の放
射性物質が蓄積したことが，排気筒下部の高い汚染の原因となったことについて，更なる調査は不要であ
る。

③

④

① 無
AM対策が排気系統配管の構造やベントガスの挙動，組成等をどのように考慮していたのか確認する必要
があることについて，異なる見解は無い。

② 否
AM対策が排気系統配管の構造やベントガスの挙動，組成等をどのように考慮していたのかについては，島
根原子力発電所のAM対策当時の状況を確認しているため，更なる調査は不要である。（詳細は③に示
す。）

③

④

（３）－３
このことを踏まえると、AM対策が排気系統配管の構造や
ベントガスの挙動、組成等をどのように考慮していたのか
確認する必要がある。

【島根１，２，３号機共通】
１．建設時の状況
　SGTSについては，フィルタにより処理したガスを排気筒頂部高さ（島根１号機：排気筒，島根２，３号機：SGTS排気管）
から高所排出する設計としていた。
　設計基準事故時及び通常運転時にSGTSを経由して排出されるガスは，原子炉建物内又はPCV内の雰囲気（空気又
は窒素）であるため，SGTS配管構成の検討においてガスの滞留や水素ガスの混合状態は考慮されていなかった。

２．AM対策当時の状況
　耐圧強化ベントラインについては，SGTS配管を経由し，ベントガスを排気筒頂部高さ（島根１号機：排気筒，島根２，３
号機：SGTS排気管）から排出する設計としていたが，排出経路におけるベントガスの滞留については考慮していなかっ
た。
　また，炉心損傷に至った場合に水－金属反応により発生する水素ガスがPCV内に放出されることは想定していてい
たものの，耐圧強化ベントラインについては，不活性化されているPCV内の雰囲気ガスを排出すること，配管内は空間
容積が小さく，開放系であったことから，水素燃焼により配管が損傷することは考慮していなかった。
　なお，耐圧強化ベントラインを設計した当時の事故シナリオでは，有効性評価の水素燃焼シナリオのように長期間（事
故後１週間）水素ガスが発生するシナリオを考慮していなかった。

その他の見解等は無い。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
・ 格納容器フィルタベント系は，原子炉建物頂部まで設置している専用の排気管４本で排出する設計であり，排気管内
において滞留するようなベントガス流速とはならないため，排気管下部で高い汚染は発生しないと考えられる。なお，排
気管内面に付着する放射性物質が全てドレンに随伴して排気管下部に溜まることを想定して線量率を評価した結果，
排気管下部周辺への短時間のアクセス等は可能な線量率であることを確認している。
・ 耐圧強化ベントラインは，単独で排気筒頂部まで設置しているSGTS排気管から排出する設計であり，SGTS排気管
内において滞留するようなベントガス流速とはならないため，SGTS排気管下部で高い汚染は発生しないと考えられる。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。

（３）－２
1/2号機共用排気筒内部では、排気筒頂部までの排気配
管がなく、排気筒内にベントガスが滞留したことが、排気
筒下部の高い汚染の原因となった。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガスの挙動の考え方を確認する必要があることについて，異
なる見解は無い。

② 否
現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガスの挙動の考え方については，島根原子力発電所の排気
系統ではベントガスの滞留及び水素爆発防止を考慮した設計としているため，更なる調査は不要である。
（詳細は③に示す。）

③

④

また、現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガス
の挙動の考え方について確認する必要がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　格納容器フィルタベント系及び耐圧強化ベントラインについては，排気筒に接続しておらず，排気管内でベントガスが
滞留しない系統構成としている。
　また，系統内における水素爆発防止に関しては，以下の対策を実施することとしている。
・ 格納容器フィルタベント系は，排気中に含まれる可燃性ガスによる爆発を防ぐため，系統内を窒素ガスで置換した状
態で待機させ，ベント実施後においても可搬式窒素供給装置により窒素パージを行うことが可能な設計としている。排
出経路の枝管のうち可燃性ガスが蓄積する可能性のある箇所にはバイパスラインを設け，可燃性ガスを連続して排出
できる設計とすることで，系統内で水素濃度及び酸素濃度が可燃領域に達することを防止できる設計としている。ま
た，排出経路における水素濃度を測定し，監視できるよう，フィルタ装置出口配管に可搬型の水素濃度測定設備を設
置する設計としている。
・ 耐圧強化ベントラインは，炉心損傷前に使用することを前提としているため，ベントガスに含まれる水素は微量である
ことから，ベント中に可燃限界濃度に達することはないが，系統内の水素濃度低下の観点で，窒素供給により系統内
の排気及び不活性化を行うことが可能な可搬式窒素供給装置を確保している。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。

（３）－４
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
スクラビングを経由せずにPCV外に放出される経路について，真空破壊弁の故障により生じる可能性を否
定できるものではないため，異なる見解は無い。

② 要

福島第二原子力発電所１号機において真空破壊弁のシール材が外れた原因及び時期が不明であるため，
原因分析に関する調査が必要である。
調査については，プラント状況を確認する必要があるため，東京電力HDにより実施されることが適切と考え
る。

③

④

① 無
スクラビングを経由せずにPCV外に放出される経路を漏えい経路として追加することについて，異なる見解
は無い。

② 否
被ばく評価及びセシウムの放出量評価において，D/Wベントによる評価も実施しており，D/W中の気体がサ
プレッションプールにおけるスクラビングを経由せずにPCV外に放出される経路を評価しているため，更なる
調査は不要である。

③

④

このため、当該経路を従来の重大事故等（以下「SA」とい
う。）時における漏えい経路に追加する必要がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　被ばく評価及びセシウムの放出量評価においては，D/Wベントによる評価も実施しており，D/W中の気体がサプレッ
ションプールにおけるスクラビングを経由せずにPCV外に放出される経路を評価している。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

今後，PRAにおいて，真空破壊弁の故障により蒸気凝縮されないことでPCV圧力が上昇する場合を考慮した評価を実
施する予定である。

（４）－２

（４）－１

放射性物質の漏えい経路について、真空破壊弁の故障が
炉心溶融後のベント時などに生じると、ドライウェル中の気
体がサプレッションプールにおけるスクラビングを経由せ
ずにPCV外に放出される経路が生じる可能性がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　スクラビングを経由しない場合はサプレッション・プールにおける放射性物質の除去が期待できないが，その場合でも
格納容器フィルタベント系により放射性物質を除去することが可能である。また，耐圧強化ベントラインは，炉心損傷前
に格納容器フィルタベント系が使用できない場合に使用することとしている。
　なお，真空破壊弁については，フランジ部の溝に伸縮性のあるガスケットを広げてはめ込む構造で，簡単には外れに
くい構造としており，仮にガスケットが溝から完全に外れた場合，フランジと弁体の機械加工された部分が接触すること
から，D/W側からの圧力が掛かっている状態においてはS/Cに大量に蒸気が漏えいする可能性は低いと考えられる。
なお，弁体とフランジの間にガスケットの噛み込みが発生した場合においても，ガスケットの厚み程度では隙間は小さ
く，D/W側から圧力が掛かっている状態であれば，大量に蒸気が漏えいする可能性は低いと考えられる。
　真空破壊装置のガスケットについてはシリコンゴム製であったが，シリコンゴムは高温蒸気環境での劣化が確認され
ていたことから，改良EPDM製シール材に変更することとしている。
【島根３号機】（建設中）
　島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 有

水素爆発時の映像分析から３号機の水素爆発は単純な非常に短時間での爆発ではないこと，原子炉建屋
３階天井部の梁等の損傷状況及び爆発応答解析結果から原子炉建屋４階での水素の爆燃が示唆されて
いることについて，異なる見解は無い。
ただし，原子炉建屋４階の水素濃度が８%程度で爆燃が発生したのかについては知見拡充が必要である。

② 要

３号機の原子炉建屋４階で水素の爆燃が発生したことについて，原子炉建屋４階への水素の漏えい経路及
び爆燃に至った水素濃度に関する調査が必要である。
調査については，プラント状況を確認する必要があるため，東京電力HDにより実施されることが適切と考え
る。

③

④

① 無
水素爆発時の映像で確認された火炎の色から，３号機の水素爆発において水素ガス以外の可燃性ガスが
寄与している可能性があることについて，異なる見解は無い。

② 要
PCV内の水素ガス以外の可燃性ガスの発生が水素爆発を助長するものであったのか調査が必要である。
調査については，３号機の水素爆発の詳細な状況について調査・分析を実施している原子力規制庁の調査
に協力する。

③

④

（５）－２
また、3号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙について
は水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が高い。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，原子炉建物内で水素爆発に至る事象は考えられない
ため対策不要。
【島根２号機】
　SA時に発生する可燃性ガスに関して，MCCIによりペデスタル内の壁面コンクリートが約４cm侵食されることで約１kg
のCOが発生するが，COがPCV気相部に均一に分布すると仮定した場合，CO濃度は約0.004%であり，COの可燃限界
濃度12.5%よりはるかに低いと評価している。
　可燃性ガスによる爆発に関しては，事故時の発生量が多く，可燃限界濃度も低い水素ガスに着目し，水素爆発対策
を実施している。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。

（５）－１
水素爆発時の映像及び損傷状況を踏まえると、原子炉建
屋の破損の主要因は、原子炉建屋内に滞留した水素の
爆燃（水素濃度8%程度）によって生じた圧力による可能性
が高い。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，原子炉建物内で水素爆発に至る事象は考えられない
ため対策不要。
【島根２号機】
　PCVのハッチ等のシール部からの水素ガスの漏えいを想定し，ハッチ等のシール材を改良EPDM製シール材へ変更
するとともに，ハッチ等の付近には水素濃度計を設置し，原子炉建物水素濃度2.5vol%到達時点でベントを実施する手
順を整備しているため，オペフロより下層階の水素爆発を防止できる設計としている。
　また，水素を含む高温のガスは開口（大物搬入口）を通じて上昇すると考えられることから，オペフロに静的触媒式水
素処理装置（以下「PAR」という。）を設置することとしている。
　なお，D/W主フランジからオペフロに水素ガスが漏えいすることを想定した場合には，オペフロから開口（大物搬入口）
を通じて下層階に水素ガスが流入することも考えられるが，その場合でもオペフロにPARを設置することにより，各フロ
アの水素濃度が可燃限界未満となることを確認している。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
SRVの不安定動作について，駆動用窒素の不足のみならず，逃がし弁機能の制御機構等に何らかの未解
明要素があることについて，異なる見解は無い。

② 要
SRVの不安定動作について，逃がし弁機能の制御機構等の未解明要素に関する調査が必要である。
調査については，SRVの不安定動作について調査・分析を実施している原子力規制庁の調査に協力する。

③

④

① 無
SRV以外の機器における不安定動作の可能性を網羅的に把握する必要があることについて，異なる見解
は無い。

② 否
SRV以外の機器における不安定動作の可能性については，島根原子力発電所ではPCV内のSA時に動的
要求があるSRV以外の機器についてSA環境下での健全性を確認しているため，更なる調査は不要である。
（詳細は③に示す。）

③

④

（６）－１
主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）の逃がし弁機
能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の
不成立）が生じた原因が不明である。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，SRV作動に至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　SRVの不安定動作の要因の一つとして推測される駆動用窒素の不足に関しては，以下のとおり対策を実施している。
・ 逃がし安全弁窒素ガス供給系によりSRVに窒素を供給可能な設計とし，重大事故等の収束に必要な窒素ガス供給
量を有する窒素ガスボンベ（15個）及び予備の窒素ガスボンベ（15個）を配備することとしている。
・ SRV用電磁弁及びSRVシリンダのシール部を改良EPDM製シール材に変更することとしている。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。

（６）－２

このことを踏まえると、全交流動力電源喪失（以下「SBO」
という。）条件下でのSRVの逃がし弁機能の挙動、計装用
圧縮空気系の隔離による影響（窒素圧の低下等）及び不
安定動作が確認されたSRV以外の機器における不安定動
作の可能性について、網羅的に把握する必要がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，SA状態に至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　SA時の環境条件が厳しいPCV内の機器のうち，SA時に動的要求があるSRV以外の機器としては，MSIV，AO弁（電
磁弁を含む），MO弁及び逆止弁があるが，駆動源喪失時にはMSIV及びAO弁はフェイルクローズ，MO弁はフェイルア
ズイズとなり，それらの弁はSA環境下での健全性を確認しているため，不安定動作は発生しないと考えられる。
　SA条件下における計測機器の信頼性については，（７）－３に記載する。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
SRVの安全弁機能の作動開始圧力の低下については，PCV雰囲気温度上昇に伴い弁体押さえバネの温
度が上昇し，バネの横弾性係数が低下したことが要因として考えられることについて，異なる見解は無い。

② 否
SRVの安全弁機能の作動開始圧力の低下については，PCV雰囲気温度上昇に伴い弁体押さえバネの温
度が上昇し，バネの横弾性係数が低下したことが要因として考えられることについて，更なる調査は不要で
ある。

③

④

① 無 SA時の機器の挙動に関する知見を集積する必要があることについて，異なる見解は無い。

② 要

SA時に機能を期待している機器のSA環境下における健全性については確認しているが，SA時の機器の挙
動に関する知見について今後も調査が必要である。
調査については，SRVの安全弁機能の作動開始圧力の低下要因等について調査・分析を実施している原
子力規制庁の調査に協力する。

③

④

（７）－１
SRVの安全弁機能の作動開始圧力が低下していたなど、
SA条件下では様々な機器が設計基準事故条件下とは異
なる挙動をしている。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，SRV作動に至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　SRVの安全弁機能の作動圧力が低下した要因として考えられるＰＣＶ雰囲気温度上昇に対しては，格納容器代替ス
プレイ系によりPCV雰囲気温度低下が可能な設計としている。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。

（７）－２
このため、SA時の機器の挙動に関する知見を集積する必
要がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，SA状態に至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　SA時に機能を期待している機器については，SA環境下における健全性を確保する設計としている。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
原子炉圧力計の基準面器の水位が低下すると実際の圧力よりも指示値が小さくなること等が確認されてい
るため，SA条件下での計測機器の信頼性の検証が必要であることについて，異なる見解は無い。

② 否
SA条件下での計測機器の信頼性については，島根原子力発電所ではSA計器に対してSA条件を考慮した
耐環境試験等を実施することとしているため，更なる調査は不要である。（詳細は③に示す。）

③

④

（７）－３
また、AM対策の圧力計を含めて、SA条件下での計測機
器の信頼性について検証する必要がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，SA計器の使用に至る事象は考えられないため対策不
要。なお，燃料プールの冷却の把握として，事故時環境（温湿度）を考慮した熱電対式の水位・温度計を設置している。
【島根２号機】
〔AM対策計器〕
　AM対策として設置していたD/W，S/C圧力計等は，設計基準事故時の環境条件を考慮した設計としていたが，計測
レンジについてはシビアアクシデント時のパラメータ変動範囲を考慮した設計としていた。
〔SA計器〕
　SA条件下での計測機器の信頼性を確保するため，SA計器に対して以下を実施することとしている。
・ 耐環境試験を実施し，各機器の設置場所におけるSA時の環境条件（温度，圧力，湿度及び放射線）に対する耐環境
性を有する設計とする。
・ 非常用交流電源設備又は非常用直流電源設備の喪失等により計器電源が喪失した場合においても，代替電源設備
により給電できる設計とする。
・ 代替電源設備が喪失し計測に必要な計器電源が喪失した場合，一部の計測機器について，乾電池を電源とした可
搬型計測器により計測できる設計とする。
・ 計器故障時の代替パラメータによる推定又は計器の計測範囲を超えた場合の代替パラメータによる推定の対応手段
によりパラメータの推定ができる設計とする。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
意図しないADSの作動によって生じたS/C圧力の急上昇がRDの破裂とベント成功に繋がったと考えられる
ため，異なる見解は無い。

② 否
意図しないADSの作動によって生じたS/C圧力の急上昇がRDの破裂とベント成功に繋がったと考えられる
ため，更なる調査は不要である。

③

④

① 無
S/C圧力の上昇による低圧注水系ポンプの背圧上昇を誤検知したことに伴い，意図せずADSが作動したと
考えられるため，SA時のADSの作動に関する設計条件等の確認が必要であることについて，異なる見解は
無い。

② 否
SA時のADSの作動に関する設計条件等については，島根原子力発電所では低圧注水系ポンプの背圧上
昇を誤検知するような設計ではないため，更なる調査は不要である。（詳細は③に示す。）

③

④

（８）－２
このことを踏まえると、SA時のADSの作動に関する設計条
件等を確認する必要がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ADS作動に至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　低圧ECCSポンプ運転信号としてポンプ出口圧力ではなく，ポンプモータの遮断器閉信号をADS作動論理に取り込む
設計としているため，福島第一原子力発電所３号機と同様の事象が生じることはない。
【島根３号機】（建設中）
　先行ABWRと同様の設計とし，RCICを除くECCSポンプ運転信号としてポンプ出口圧力をADS作動論理に取り込んで
いる。ポンプ運転信号として検出する圧力の設定値は，PCV圧力２Pdから更に余裕を持った設定値としており，福島第
一原子力発電所３号機と同様の事象は生じないと考えているが，同事象を踏まえ，設計見直しの必要性について今後
検討を行う。

その他の見解等は無い。

（８）－１

3号機のベントについては、（１）でも触れているが、ADSが
設計の意図と異なる条件（サプレッションチェンバ圧力の
上昇による低圧注水系ポンプの背圧上昇を誤検知したこ
と）で作動したことによりPCV圧力がRDの破壊圧力に達
し、ベントが成立した。 RDの作動圧力については（１）－１，ADSの意図しない作動については（８）－２に記載する。

その他の見解等は無い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 水素のふるまいの影響を確認する必要があることについて，異なる見解は無い。

② 否 水素のふるまいの影響については，有効性評価において評価しているため，更なる調査は不要である。

③

④

（８）－３

また、PCV圧力が上昇する主要因として、水蒸気発生が
想定されてきたが、水素による加圧及び漏えいによる減圧
などのふるまいが、従来の事故シーケンスに対してどの程
度影響するのか具体的に確認する必要がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，PCVの水素による加圧等に至る事象は考えられないた
め対策不要。
【島根２号機】
　水素による加圧も考慮してPCVへの影響を評価しており，PCVの過圧破損のおそれはないことを確認している。また，
操作の不確かさにより水素発生量が増加した場合の感度を評価しており，PCVの加圧に対して有意な影響がないこと
を確認している。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解等は無い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 ベント成功回数については，PCVの減圧速度等から２回と考えられるため，異なる見解は無い。

② 否 ベント成功回数については，PCVの減圧速度等から２回と考えられるため，更なる調査は不要である。

③

④

① 無
４号機原子炉建屋内における水素爆発については，水素ガスを大量に含む３号機のベントガスがSGTS配
管を通じて４号機原子炉建屋内に流入し，その後，40時間に渡り同建屋内に水素が滞留し，爆発に至った
と考えられるため，異なる見解は無い。

② 否
４号機原子炉建屋内における水素爆発については，水素ガスを大量に含む３号機のベントガスがSGTS配
管を通じて４号機原子炉建屋内に流入し，その後，40時間に渡り同建屋内に水素が滞留し，爆発に至った
と考えられるため，更なる調査は不要である。

③

④

（９）－１ 3号機のベント成功回数は2回である。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
　格納容器フィルタベント系及び耐圧強化ベントラインについては，ベントを複数回実施可能な設計であるが，ベント実
施後においては，残留熱除去系等のPCV除熱機能の復旧をもって，ベントを停止する運用としていることから，ベント弁
の開閉操作は複数回実施しない運用としている。
　なお，格納容器フィルタベント系については，ベント弁をフェールアズイズのMO弁としており，駆動源喪失時において
も弁が閉止することはない。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。

その他の見解は無い。

（９）－２
3号機のベント時にSGTS配管を通じて4号機原子炉建屋
内に水素が流入、その後、40時間に渡り同建屋内に水素
が滞留し、爆発に至った。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，ベントに至る事象は考えられないため対策不要。
【島根２号機】
・ 格納容器フィルタベント系は，他号機の設備と共用しない設計としており，他号機へのベントガスの流入は生じない。
・ 耐圧強化ベントラインは，各号機のSGTS配管を他号機のSGTS配管と共用しない設計としており，他号機へのベント
ガスの流入は生じない。
【島根３号機】（建設中）
・ 格納容器フィルタベント系は，新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を実施する予定である。
・ 耐圧強化ベントラインは，各号機のSGTS配管を他号機のSGTS配管と共用しない設計としており，他号機へのベント
ガスの流入は生じない。

その他の見解等は無い。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 原子炉建物内については，水素が滞留していたと考えられるため，異なる見解は無い。

② 否 原子炉建物内については，水素が滞留していたと考えられるため，更なる調査は不要である。

③

④

（９）－３

同建屋内に水素が滞留していた間には、同建屋周辺で作
業員による復旧作業が実施されていたことを踏まえると、
水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等対策
や復旧作業等の安全確保に関して検討する必要がある。

【島根１号機】（廃止措置中）
　廃止措置段階であり，原子炉内に燃料を装荷することはなく，原子炉建物内で水素滞留に至る事象は考えられない
ため対策不要。
【島根２号機】
　PCVからの漏えいが想定される箇所（原子炉建物原子炉棟４階，SRV補修室，CRD補修室，所員用エアロック室，トー
ラス室）及びSGTS吸込配管近傍に水素濃度計を設置し，水素の漏えい状況を監視する設計としており，水素濃度計の
指示値が上昇した場合には，PCVからの漏えいが考えられることから，運転員はベントによる水素排出及びPARによる
水素処理状況を確認する運用とする。
　また，建物周辺（屋外含む）で作業を実施している緊急時対策要員については，水素濃度計の指示値が上昇した場
合は，緊急時対策本部の指示に従って，ベント実施基準（2.5vol%）までに，安全確保のため緊急時対策所等に待避す
る運用とする。
【島根３号機】（建設中）
　新規制基準対応として，島根２号機と同様の対応を今後実施する予定である。

その他の見解は無い。
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第１図 島根１号機 耐圧強化ベントライン系統概要図（AM対策当時） 
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第２図 島根２号機 耐圧強化ベントライン系統概要図（AM対策当時） 
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第３図 島根２号機 耐圧強化ベントライン系統概要図（現状の設計） 
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第４図 島根３号機 耐圧強化ベントライン系統概要図（AM対策当時） 
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発 室 発 第 1 3 号 

2 0 2 1 年 5 月 10 日 

原子力規制庁原子力規制部 

東京電力福島第一原子力発電所事故対策室長 

竹 内  淳  殿 

東京都台東区上野五丁目 2 番 1 号 

日本原子力発電株式会社 

取締役社長  村 松  衛

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」 

（2021 年 3 月 5 日）に関する見解等について（回答） 

令和 3 年 4 月 5 日付『「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析

に係る中間取りまとめ」（2021 年 3 月 5 日）に関する見解等について』（原

規規発第 2104051 号）をもって依頼のありました当社への見解等の聴取に

ついて，別添のとおり回答いたします。 

別 添 

中間取りまとめに関する見解等の回答（別紙２） 

以 上 
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番号 事項 回答項目

①
有
or
無

△△については，■■のため，見解が異なる。
△△については，□□のため，異なる見解は無い。

②
要
or
否

△△については，◎◎のため，○○に関する調査が必要である。
△△については，◇◇のため，更なる調査は不要である。

③

④

中間取りまとめで確認した事実，確認した事実に基づい
て考えられること，及び確認した事実を踏まえて更なる検
討が必要と考えられること

記載例

（別紙２）

中間取りまとめに関する見解等の回答

左記の事項は，▼▼として設計に反映する方針である。

①異なる見解の有無及びその理由

④その他の見解や意見

②更なる調査・検討の要否及びその理由
　※「要」とする場合は，具体的な調査・検討内容及びその実施主体（自社，他の電力会社，原子力規制庁の調査に協力，のいずれか）並びにそれらの理由

③自らの各発電用原子炉施設の設計，施工，運用等への反映に係る考え方

回答内容，理由

＜回答項目＞

1

別
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否
　東京電力福島第一原子力発電所（以下「1F」という。）2号機において，ベントが成功しなかった要因（PCV圧
力とRD作動圧力との関係）については概ね解明されており，更なる調査・検討は不要である。

③

④

① 無 事象進展に応じた事故対策の目的・役割を検討・整理することは重要であり，異なる見解はない。

② 否
　PCV破損防止対策は，各種のPCV破損モード及び事象進展に応じて，その役割や目的を明確にした上で
設計及び手順整備を行うため，更なる調査・検討については不要である。

③

④

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否
　1F3号機におけるADSの作動及びそれに伴うPCV圧力の挙動については分析されたものと相違ないと考え
ているため，更なる調査・検討は不要である。

③

④

　敦賀発電所1号機は，耐圧強化ベント系をAM策として採用していない。
　（耐圧強化ベント系のCDF低減効果は小さいと判断したため）
　AM策としては，一弁の開動作のみによって除熱可能な非常用復水器（以下「IC」という。）への更なる水補給手段を整
備することとした。
　（交流電源喪失時においても炉心冷却及び除熱が可能である特徴を考慮したため）

なし

なし

なお，3号機のRDにおいてもベントラインの系統構成完
了時点では作動圧力には到達しておらず，その後の意
図しない自動減圧系（以下「ADS」という。）の動作に伴っ
てRDが破裂したことでベントに成功している。

（1）－３
　東海第二発電所のADSは，1F3号機と機能は同じである。ただし，1F3号機と比較して，低圧非常用炉心冷却系（以下
「ECCS」という。）作動の判定圧力設定値を高く（0.69MPa[gage]）しているため，意図しない状況で作動することは考え難
い設計となっている。
　敦賀発電所1号機のADSに相当する自動ブローダウン系は，1F3号機と機能は同じである。ただし，作動条件に低圧
ECCS作動が含まれておらず，1F3号機とは異なる設計となっていた。

2号機における原子炉格納容器ベント（以下「ベント」とい
う。）は，主要な隔離弁の開操作など，ベントラインの系
統構成は完了していたが，ラプチャーディスク（以下「RD」
という。）の作動圧力（528kPa abs（原子炉格納容器（以
下「PCV」という。）の設計圧力の1.1倍））に到達せず，ベ
ントは成功しなかった。

このことを踏まえると，事象進展に応じたPCV破損防止
対策の意義や役割を検討する必要がある。

（1）－1

（1）－２

　東海第二発電所におけるアクシデントマネジメント（以下「AM」という。）整備時の耐圧強化ベント系のRD作動圧力の設
計思想は，1Fと同様であり，RD作動圧力を約 kPa[gage]（1Pd：310kPa[gage]に の誤差を考慮）に設定していた。
　（当時のPRAの知見に基づき，崩壊熱除去機能喪失を起因とするCDFの低減効果に着目する等，主にPCVの過圧破
損を防止するための設備として期待していたこと，設計基準を超えた状態での使用を想定していたことにより，PCV最高
使用圧力でのRD作動圧力の設定は妥当なものと判断していた。）
　1F事故時の教訓を踏まえ，PCVベント設備は必要なときに確実に使用できるよう，弁を遠隔操作・現場操作するため
の設備や手順を整備するとともに，ベント操作時に確実に作動する低いRD作動圧力（東海第二発電所の場合：約
0.08MPa[gage]）を設定する。

　AM整備時は，PCVからの除熱機能をさらに向上させるものとして，過圧破損防止に係るAM策を抽出していた。
　重大事故等（以下「SA」という。）対策の有効性評価に係るシーケンス選定においては，耐圧強化ベント系をはじめとし
たAM策を考慮しないPRA結果に基づき，事故シーケンスの選定及び必要な対策の検討を行っている。
　その上で，事象進展に応じて各種のPCV破損防止対策に期待される役割等を明確にした上で容量・耐性その他の設
計を行い，それらを使用する判断基準についても，過圧／過温破損防止や水素燃焼防止といった目的ごとに明確に手
順化することで，確実かつ効果的に機能を発揮できるよう配慮している。

2
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否
　耐圧強化ベント系及びSGTSの系統構成やベントガスの流入メカニズム等については概ね明らかとなってお
り，更なる調査・検討は不要と考える。

③

④

① 無
　AM整備時の検討経緯を確認することは，今後のプラント安全管理においても有用と考えられ，異なる見解
はない。

② 否
　1F事故時の教訓を踏まえ設備の設計・施工及び運用を適切に検討・実施するため，更なる調査・検討は不
要と考える。なお，原子力規制庁にてAM整備時の調査を行う場合には協力する。

③

④

なし

　AM整備時においては，既存設備との接続部は隔離弁により機能的に分離し，分離可能となる範囲までは上位クラス
と同等の設計を行う他，単一の誤操作や誤動作による既存の設計基準対象施設等への悪影響がないよう配慮の上，
設計を行っていた。
　ただし，(2)-1③に記載のような教訓が得られたことから，当時の検討経緯やこれらの教訓を踏まえ，設備の設計・施工
及び運用へ適切に反映していくことが重要であると考えている。
　今後の設備管理においては，各種設備が相互に悪影響を及ぼさず要求機能を確実に発揮できるよう，設計等の管理
を行う。

　東海第二発電所における耐圧強化ベント系の系統構成は，1Fと同様に，SGTS配管へ接続されており，SGTS側を隔
離する弁（SGTSフィルタ出口側の隔離弁）はフェイルオープンの設計である。
（工学的安全施設の設計としてフェイルセーフにするという考え方に基づいたものであるが，耐圧強化ベント系を使用す
る場合の逆流を想定し，全交流電源喪失（以下「SBO」という。）時でも当該隔離弁を閉止維持できるよう弁駆動用窒素
ボンベを配備していた。ただし，直流電源の喪失状態が生じた場合には，1Fと同様に隔離機能が喪失していたことが考
えられる。）
　1F事故時の教訓を踏まえ，新設のPCVベント設備の排出流路については原則として他系統との接続は行わない等の
設計上の配慮を行う。また，東海第二発電所の耐圧強化ベント系については，炉心損傷前にのみ使用する運用とする。

 「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント
対策としてのアクシデントマネージメントについて」（平成4
年5月，原子力安全委員会決定）を踏まえて，発電用原
子炉設置者が自主的な保安措置として当時整備したアク
シデントマネジメント対策（以下「AM対策」という。）の1つ
である耐圧強化ベントラインが重要安全施設である非常
用ガス処理系（以下「SGTS」という。）配管へ接続されて
いたことにより，自号機のSGTS及び原子炉建屋内への
ベントガス（核分裂生成物，水素等）の逆流，汚染及び水
素流入による原子炉建屋の破損リスクの拡大を招いて
いる。

(２）－1

なし

(２）－２
これを踏まえ，設計基準対象施設等への接続を含めた
AM対策（耐圧強化ベントライン等）の設計，施工及び運
用の考え方を確認する必要がある。

3
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否 排気筒を含む耐圧強化ベントの流路構造については確認されており，更なる調査・検討は不要と考える。

③

④

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否 排気筒下部の汚染原因は明らかとなっており，更なる調査・検討は不要である。

③

④

① 無
　AM整備時の検討経緯を確認することは今後のプラント安全管理においても有用と考えられ，異なる見解は
ない。

② 否
　AM整備時においては，ベントガスの挙動等の想定に十分でない点があった。今後の対策においてはこれら
を適切に考慮しており，更なる調査・検討は不要と考える。なお，原子力規制庁にてAM整備時の調査を行う
場合には協力する。

③

④

（３）－３
このことを踏まえると，AM対策が排気系統配管の構造や
ベントガスの挙動，組成等をどのように考慮していたのか
確認する必要がある。

　東海第二発電所におけるAM整備時の耐圧強化ベント系の系統設計については，排気配管が接続されたSGTS排気
配管は，排気筒の外側面に沿って排気筒頂部まで独立して設置されており，1F1/2号機のような排気筒下部の高い汚
染が生じない構造となっている他，200℃2Pdまでの耐力を確保するなど設計上の配慮も行っていた。
　ただし，炉心損傷後のベントガスについては，サプレッション・プールでのスクラビングに期待しサプレッション・チェンバ
側からベントするといった検討はなされたものの，ベントガス中の水素の含有といった想定には十分でない点もあり，1F
と同様に水素の滞留が生じる可能性が否定できない設計となっていた。
　1F事故における教訓等を踏まえ，新設のフィルタベント設備については，SA時の状態を踏まえ(3)-2③に記載のような
各種の配慮を確実に実施する。また，東海第二発電所の耐圧強化ベント系については，炉心損傷前にのみ使用する運
用とする。

なし

　東海第二発電所の耐圧強化ベント系の排気配管は，1Fと同様に，SGTSの排気配管に合流する設計となっている。た
だし，排気筒の外側面に沿って排気筒頂部まで独立して設置されている点は異なる。
　なお，本設計は耐圧強化ベント系の設置以前からのものであり，AM整備時に変更したものではない。

　東海第二発電所における耐圧強化ベント系の排気配管が接続されたSGTS排気配管は，排気筒の外側面に沿って排
気筒頂部まで独立して設置されており，1F1/2号機のような排気筒下部での高い汚染が生じない構造となっている。
　1F事故における教訓等を踏まえ，炉心損傷後のベントはフィルタベント設備を用いて実施することにより，放射性物質
による汚染等を低減する。また，PCVベント設備の排出流路については，排気流路を上り勾配にする，分岐を少なくす
る，窒素封入により不活性化する，流路や排気口は事故対応への影響を考慮して位置を定めるといった，ベントガスに
含まれる放射性物質や可燃性ガスによる影響を考慮した設計とする。

なし

（３）－２
1/2号機共用排気筒内部では，排気筒頂部までの排気
配管がなく，排気筒内にベントガスが滞留したことが，排
気筒下部の高い汚染の原因となった。

なし

（３）－1
1号機におけるベントは，AM対策により，ベントガスが
SGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される設
計，施工及び運用がされていた。

4
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無 ベントガスの性質・挙動等を考慮した上で，設備の設計・管理を行うことは重要であり，異なる見解はない。

② 否
　PCVベント設備は，ベントガスの性質・挙動に配慮した上で設計及び手順整備を行うため，更なる調査・検
討は不要である。

③

④

① 無
　1Fにおける真空破壊弁の故障有無については明確でないが，故障が発生した場合に各種のプラント挙動
に影響が生じ得ることについて異なる見解はない。

② 要
　事故時における真空破壊弁の故障を想定した場合の影響について，事故時のプラント挙動を把握しておく
上で考慮すべき事項であると考えられるため，継続的に調査・検討が必要である。（自社／他の電力会社）

③

④

① 無 真空破壊弁の故障による影響については今後の検討が必要と考えられ，異なる見解はない。

② 要
　事故時における真空破壊弁の故障を想定した場合の影響については，事故時のプラント挙動を把握してお
く上で考慮すべき事項であると考えられるため，継続的に調査・検討が必要である。（自社／他の電力会社）

③

④

このため，当該経路を従来の重大事故等（以下「SA」とい
う。）時における漏えい経路に追加する必要がある。

　(4)-1③に記載のとおり，真空破壊弁の信頼性確保対策を継続的に実施する。
　一方で，福島第二原子力発電所1号機において，真空破壊弁の損傷が確認された実例も踏まえ，真空破壊弁の開固
着等が生じた場合の影響についても，東海第二発電所のPRAモデル高度化の一環として検討を行っている。
　なお，東海第二発電所のPCV破損防止対策の有効性評価においては，サプレッション・プールでのスクラビング効果
（放射性物質の捕集効果）を考慮せずベントガスを放出する場合の評価として，ドライウェルからのベントを想定した場
合の評価を実施しており，その場合でも放射性物質の放出抑制効果が得られることを確認している。

なし

（４）－２

また，現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガス
の挙動の考え方について確認する必要がある。

　(3)-3③のとおり，耐圧強化ベント系は水素の滞留が生じる可能性が否定できない設計であったことを踏まえ，(3)-2③
や(3)-3③に記載のとおり，PCVベント設備については排出されるベントガスの性質・挙動に配慮した設計及び運用を行
う。
　また，ベント実施後は窒素置換により水素ガスの残留を防止するとともに，配管等に付着した放射性物質を考慮して
遮へいや線量評価を行うといった，ベントガスの特徴に配慮した対策とする。
　今後もベントガスの性質・挙動について新たな知見が得られた場合には，事故対策や手順への反映を検討していく。

なし

（４）－1

放射性物質の漏えい経路について，真空破壊弁の故障
が炉心溶融後のベント時などに生じると，ドライウェル中
の気体がサプレッションプールにおけるスクラビングを経
由せずにPCV外に放出される経路が生じる可能性があ
る。

　真空破壊弁は，動作機構が単純であり信頼性の高い設備であると考えられる。その上で，今後も真空破壊弁の計画
的な保全を継続的に実施し，機器の信頼性確保を行う。なお，耐環境性向上のために，真空破壊弁のシール部に対し
て改良EPDM材を適用することについても検討を実施している。

なし

（３）－４

5
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 要
　1Fにおける水素燃焼発生時の着火位置や燃焼条件については未だ不明確な部分が多く，継続的に調査・
検討が必要と考える。（原子力規制庁の調査に協力）

③

④

① 無 火炎等の性状により，水素以外の可燃性ガスが含まれていた可能性について異なる見解はない。

② 要
　1F3号機における水素以外の可燃性ガスについては，その発生メカニズムや発生源（有機化合物等の種
類・場所・量）について継続的に調査・検討する必要があると考える。（原子力規制庁の調査に協力）

③

④

（５）－２
また，3号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙につい
ては水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が高
い。

　原則として，可燃性ガス対策においては水素の処理・漏えい低減及び排出により，PCV内外における水素燃焼を防止
することが重要であると考えており，(5)-1③に記載のような各種対策を確実に実施・維持していく。その上で，水素以外
の可燃性ガスの発生可能性や燃焼への影響についても，新たな知見を入手する都度，事故対策や手順への反映を検
討していく。

なし

（５）－1
水素爆発時の映像及び損傷状況を踏まえると，原子炉
建屋の破損の主要因は，原子炉建屋内に滞留した水素
の爆燃（水素濃度8%程度）によって生じた圧力による可
能性が高い。

　1F事故以前においては，炉心損傷及びPCV破損を防止することを主眼にAM整備を行っていた。
　1F事故における教訓等を踏まえ，SA時に想定される水素の発生・漏えい量を保守的に想定した上で，必要な容量を
有する水素濃度低減設備をPCV内又は原子炉建屋内に設置する。また，原子炉建屋内のPCVからの漏えいが想定さ
れる箇所に水素濃度計を設置するとともに，想定を上回る水素濃度の上昇が生じた場合でも，水素濃度が可燃領域に
至る前に水素を排出するための設備及び手順を整備する。
　上記の検討においては，トップヘッドフランジや機器ハッチといった水素の漏えい可能性のある各所について，漏えい
量等を保守的に設定した上で対策の有効性を確認している。

なし
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無
　SRVの中途開状態に関する検討事項は，中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解は
ない。

② 要
　1Fにおける駆動源喪失時のSRVの挙動の詳細については未解明の部分があり，更なる調査・検討が必要
と考えられる。（原子力規制庁の調査に協力）

③

④

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 要
　SRVやその他機器について電源や圧縮空気等の駆動源を喪失した際の挙動を網羅的に把握しておくこと
は，今後の事故対策の検討に活用できる可能性があることから，更なる調査・検討が必要と考えられる。（自
社／他の電力会社）

③

④

（６）－1
主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）の逃がし弁機
能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の
不成立）が生じた原因が不明である。

　1F事故以前においては，電源や圧縮空気を喪失した場合のSRVの不安定動作について検討の実績はなかった。
　一方で，不安定動作が生じない場合でも，SRVから冷却材流出が継続する状態であったことに変わりはなく，1F事故に
おける事象進展においては，大きな影響はなかったものと考える。
　SRVや加圧器逃がし弁による原子炉減圧機能は事故対応において非常に重要であり，確実に機能を維持する方策と
して，電源や窒素供給設備の強化を行うとともに浸水防護等によりこれらの機能の喪失を防止する。また，東海第二発
電所では，炉心損傷が進展し高温ガスがSRVに流入する場合の環境緩和策としてPCVスプレイを実施する手順を整備
するとともに，SRVの高温耐性試験を踏まえSA環境下における健全性を確認している。

なし

（６）－２

このことを踏まえると，全交流動力電源喪失（以下
「SBO」という。）条件下でのSRVの逃がし弁機能の挙
動，計装用圧縮空気系の隔離による影響（窒素圧の低
下等）及び不安定動作が確認されたSRV以外の機器に
おける不安定動作の可能性について，網羅的に把握す
る必要がある。

　SA対策の有効性評価においては，SBO状態についても考慮した上でプラントの挙動や対策の有効性を確認している。
また，(6)-1③に記載のような対策を確実に実施することで，SRVやその他機器の機能維持に万全を期す。その上で，電
源及び圧縮空気といった駆動源を喪失した場合の機器の挙動についても，1F事故時の知見やその他新たな知見を入
手する都度，事故対策や手順への反映を検討していく。

　敦賀発電所1号機のICについては，直流電源駆動の隔離弁の操作により原子炉の減圧・冷却を制御する設計となって
おり，交流電源喪失といったICを使用するシナリオについても訓練を実施するとともに，実機での動作実績も踏まえICの
使用に係る経験を蓄積していた。
　なお，直流電源が喪失した場合に交流電源駆動の隔離弁が閉止する設計は1F1号機と同様であり，直流電源の復旧
（母線の受電確認）後に隔離信号をリセットし，ICを復旧する手順としていた。
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無 SA環境下においては機器の挙動が変化するものと考えられ，異なる見解はない。

② 否
　1F事故時のSRVの安全弁機能の動作については，SA環境下における挙動の変化が概ね判明しており，更
なる調査・検討は不要と考える。

③

④

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 要
　設計上の想定を超えるような環境条件における機器の挙動等を把握・整理しておくことは，今後の事故対
策の検討といった安全性向上活動において有用な知見となると思われるため，継続的な調査・検討が必要と
考える。（自社／他の電力会社）

③

④

① 無 SA環境下における計測機器の信頼性を把握することは極めて重要であり，異なる見解はない。

② 否
SA条件下における計測機器の信頼性については，耐環境試験により健全性を確認しており，更なる調査・検
討は不要と考える。なお，原子力規制庁にて計測機器の信頼性の調査を行う場合には協力する。

③

④

（７）－３
また，AM対策の圧力計を含めて，SA条件下での計測機
器の信頼性について検証する必要がある。

　SA時に期待する計測機器については，想定されるSA環境条件を考慮した上で確実に動作するよう，耐環境試験等に
より健全性を確認し，必要な耐性・信頼性を持たせた設計とする。また，計測計器には多重性を持たせるとともに，機能
喪失時の代替パラメータを定め，手順を整備する。
　なお，設計上の想定を超えるような環境条件における計測機器の挙動についても，1F事故時の知見やその他新たな
知見を入手する都度，事故対策や手順への反映を検討していく。

なし

（７）－1
SRVの安全弁機能の作動開始圧力が低下していたな
ど，SA条件下では様々な機器が設計基準事故条件下と
は異なる挙動をしている。

　AM整備時においても，SA条件について一部検討を行っていた。（例：東海第二発電所のPCV内のペデスタル注水配
管には200℃2Pdの耐力をもたせる。）
　SA設備については，機能に期待する状況及び想定される環境条件を網羅的に整理した上で，SA条件下においても確
実に動作するよう，より厳密に耐性・信頼性を確保する。

なし

（７）－２
このため，SA時の機器の挙動に関する知見を集積する
必要がある。

　事故対策設備の耐環境性に係る考え方は(7)-1③に記載のとおりである。
　なお，設計上の想定を超えるような環境条件における機器の挙動等についても，1F事故時の知見やその他新たな知
見を入手する都度，事故対策や手順への反映を検討していく。

なし
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無
意図せずADSが作動しPCVの圧力上昇及びベントの作動が起こったことについて，中間取りまとめに記載の
とおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否
1F3号機におけるADSの作動及びそれに伴うPCV圧力の挙動については中間取りまとめに記載のとおりであ
ると考えられ，更なる調査・検討は不要である。

③

④

① 無 ADSの作動条件を確認し，意図せぬ動作の可能性について検討することは重要であり，異なる見解はない。

② 否 ADSの作動条件は適切に設計されていると考えており，更なる調査・検討は不要である。

③

④

① 無 水素等による加圧や漏えいによるPCV挙動への影響を把握することは重要であり，異なる見解はない。

② 否
　水素による加圧や漏えいによるPCV挙動への影響は，現行のSA対策の有効性評価において適切に考慮
しており，更なる調査は不要と考える。

③

④

（８）－２
このことを踏まえると，SA時のADSの作動に関する設計
条件等を確認する必要がある。 ADSの作動に関する設計の考え方は(8)-1③に記載のとおりである。

なし

（８）－３

また，PCV圧力が上昇する主要因として，水蒸気発生が
想定されてきたが，水素による加圧及び漏えいによる減
圧などのふるまいが，従来の事故シーケンスに対してど
の程度影響するのか具体的に確認する必要がある。

　PCV破損防止対策の有効性評価においては，ジルコニウム（Zr）－水反応やその他の現象（水の放射線分解等）によ
る水素発生について保守的に評価し，PCV圧力への影響を確認している。また，設計漏えい率等に基づきPCVからの
漏えい量を考慮した評価も実施している。今後の各種評価においてもこれらの影響を適切に考慮していく。

なし

（８）－1

3号機のベントについては，（1）でも触れているが，ADS
が設計の意図と異なる条件（サプレッションチェンバ圧力
の上昇による低圧注水系ポンプの背圧上昇を誤検知し
たこと）で作動したことによりPCV圧力がRDの破壊圧力
に達し，ベントが成立した。

　東海第二発電所のADSは，1F3号機と機能は同じであり，ADS作動条件成立後，120秒のタイマ及びタイマ作動時の警
報機能を有し，運転員操作によるADS作動阻止も可能な設計となっている。
　ただし，1F3号機と比較して，低圧ECCS作動の判定圧力設定値を高く（0.69MPa[gage]）しているため，意図しない状況
で作動することは考え難い設計となっている。

　敦賀発電所1号機のADSに相当する自動ブローダウン系は，1F3号機と機能は同じであり，ADS作動条件成立後，120
秒のタイマ及びタイマ作動時の警報機能を有し，運転員操作によるADS作動阻止も可能な設計となっている。
　ただし，作動条件に低圧ECCS作動が含まれておらず，1F3号機とは異なる設計となっていた。
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番号 事項 回答項目 回答内容，理由

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否
1F3号機におけるPCV圧力やベントに係る挙動については，概ね把握されており，更なる調査・検討は不要で
ある。

③

④

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否
　1F4号機における水素の流入・滞留及び爆発の推移については概ね把握されており，更なる調査・検討は
不要である。

③

④

① 無 中間取りまとめに記載のとおりであると考えられ，異なる見解はない。

② 否 1F4号機における水素爆発時の状況については概ね把握されており，更なる調査・検討は不要である。

③

④

（９）－３

同建屋内に水素が滞留していた間には，同建屋周辺で
作業員による復旧作業が実施されていたことを踏まえる
と，水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等
対策や復旧作業等の安全確保に関して検討する必要が
ある。

　(5)-1③に記載のとおり，原子炉建屋における水素濃度の上昇及び水素燃焼の発生が生じないように，種々の対策を
実施する。その上でなお原子炉建屋の水素濃度が想定を超えて上昇する場合の運用（周辺作業の禁止等）について，
検討を行う。

なし

（９）－1 3号機のベント成功回数は2回である。 　PCVベント設備の信頼性確保については(1)-1③に記載のとおりであり，必要な際に確実にベント操作ができるよう配
慮する。
　これに加え，ベント操作実施時は，PCV内やベント設備に付随する計測機器により，ベント設備が確実に作動している
ことを確認する手段及び手順を整備する。

なし

（９）－２
3号機のベント時にSGTS配管を通じて4号機原子炉建屋
内に水素が流入，その後，40時間に渡り同建屋内に水
素が滞留し，爆発に至った。

　原子炉建屋における水素対策については，(5)-1③に記載のとおりであり，水素燃焼が発生しないよう種々の対策を実
施する。

なし

10
- 188 -- 188 -



原 技 発 第 ５ 号 

令和３年５月１０日 

 

 

原子力規制庁原子力規制部  

東京電力福島第一原子力発電所事故対策室長  竹内  淳  殿 

 

 

東京都中央区銀座六丁目 15番１号 

電源開発株式会社 

代表取締役社長 社長執行役員 渡部 肇史 

 

 

「東京電力福島第一原子力発電所事故の調査・分析に係る中間取りまとめ」 

（2021年 3月 5日）に関する見解等について（回答） 

 

 

令和３年４月５日付け原規規発第 2104051 号をもって依頼のありました件について、別紙の

とおり回答いたします。 

 

 

別紙：中間取りまとめに関する見解等の回答 

 

- 189 -- 189 -



番号 事項 回答項目

①
有
or
無

△△については、■■のため、見解が異なる。
△△については、□□のため、異なる見解は無い。

②
要
or
否

△△については、◎◎のため、○○に関する調査が必要である。
△△については、◇◇のため、更なる調査は不要である。

③

④

中間取りまとめで確認した事実、確認した事実に基づいて
考えられること、及び確認した事実を踏まえて更なる検討
が必要と考えられること

記載例

（別紙２）

中間取りまとめに関する見解等の回答様式

左記の事項は、▼▼として設計に反映する方針である。

①異なる見解の有無及びその理由

④その他の見解や意見

②更なる調査・検討の要否及びその理由
　※「要」とする場合は、具体的な調査・検討内容及びその実施主体（自社、他の電力会社、原子力規制庁の調査に協力、のいずれか）並びにそれらの
 　　理由

③自らの各発電用原子炉施設の設計、施工、運用等への反映に係る考え方

回答内容、理由

＜回答項目＞
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

福島第一原子力発電所（以下「1F」という。）-2号機のベントラインの構成が完了した時点で炉心が健全で
あったとは考え難いにもかかわらず，1F-2号機のラプチャーディスク（以下「RD」という。）近傍の線量率（約
0.05mSv/h）が，2回原子炉格納容器ベント（以下「ベント」という。）に成功した1F-3号機のRD近傍の線量率
（最大約55mSv/h）を3～4桁下回っていることから，1F-2号機のRDが破裂せず，ベントは成功しなかったと
考えるため，異なる見解はない。

② 否

③

④ ①～③以外に追加の見解や意見はない。

2号機における原子炉格納容器ベント（以下「ベント」とい
う。）は、主要な隔離弁の開操作など、ベントラインの系統
構成は完了していたが、ラプチャーディスク（以下「RD」と
いう。）の作動圧力（528kPa abs（原子炉格納容器（以下
「PCV」という。）の設計圧力の1.1倍））に到達せず、ベント
は成功しなかった。

（１）－１
・1F 事故前は，耐圧強化ベント系の排気経路に設けた隔離弁の誤操作等に対して原子炉格納容器（以下「PCV」とい
う。）の隔離機能を阻害しないように RD を設け，当該 RD は RD 前後の差圧が PCV の最高使用圧力である 310kPa
以上で破裂する設計としていた。 
・1F 事故を踏まえて，PCV 圧力上昇時に意図したタイミングで確実にベントが実施できるように，RD の設計破裂圧力
を  kPa に変更している。 
・新たに設置する第一原子炉格納容器フィルタベント系（以下「FCVS」という。）については，排気経路に PCV 隔離機
能の維持を目的とした RD は設置しない設計とし，系統への窒素封入を目的として設置する RD の設計破裂圧力は， 
  kPa としている。 
・設置する RD は，試験により設計破裂圧力付近で破裂することを確認する。 

RD の現物の状態確認は実施されていないものの，1F-2 号機において RD が破裂せずにベントが成功し
なかったことは，1F-2 号機と 1F-3 号機の RD 近傍の線量率の比較により明らかになっているものと考え
る。これを踏まえ，当社では，RD の設計破裂圧力を  kPa とする対応を実施している。したがって，東京
電力福島第一原子力発電所における事故の分析に係る検討会（以下「事故分析検討会」という。）に対し
て，更なる調査・検討を求める事項はない。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 事象進展に応じたPCV破損防止対策の目的や役割の検討は必要と考えるため，異なる見解はない。

② 否
1F事故を踏まえ，当社では，PCV破損防止対策について，目的や役割を整理し，設計及び運用の検討を実
施している。したがって，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④ ①～③以外に追加の見解や意見はない。

このことを踏まえると、事象進展に応じたPCV破損防止対
策の意義や役割を検討する必要がある。

（１）－２

・放射性物質の閉じ込め機能を有するPCVの破損を防止するために，PCV内の気体を管理した状態で排出する対
策として，FCVS及び耐圧強化ベント系を整備することとしている。 
・FCVSは，炉心損傷発生の有無に依らずに使用する対策，耐圧強化ベント系は炉心損傷の発生前に限定して使用
する対策として整理している。 
・上記の整理にあたっては，炉心損傷発生の有無によって PCV から排出される気体の組成が異なり，炉心損傷が
発生した場合，放出される気体には水素が含まれるため，排出経路への滞留に対する考慮が十分かどうかの観点
に着目している。 
・FCVSは，排出経路に水素が滞留しないよう，PCVからフィルタ装置までを下り勾配，フィルタ装置から排気端まで
を登り勾配とする設計としている。一方，「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策としてのアクシ
デントマネージメントについて」（平成4年5月、原子力安全委員会決定）を踏まえて，発電用原子炉設置者が自主的
な保安措置として当時整備したアクシデントマネジメント対策（以下「AM対策」という。）設備として整備するとしてい
た耐圧強化ベント系は，水素に対しては設計上の考慮が十分でなかったことから，水素が排出経路に滞留する可能
性がある。このため，耐圧強化ベント系は炉心損傷を確認した場合には使用しないよう運用方針を変更している。 
・また，FCVS 及び耐圧強化ベント系は，排出経路に設置する RD の設計破裂圧力を   kPa に設定し，意図したタイ
ミングで確実にベントが実施できる設計としている。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

1F-3号機のウェットウェル（以下「W/W」という。）ベントライン構成が完了した時点でドライウェル（以下
「D/W」という。）及びW/W圧力の減少が確認できないこと，その後のPCV圧力及び原子炉圧力容器圧力の
変化並びに1F-3号機の自動減圧系（以下「ADS」という。）作動条件を踏まえると，W/Wベントライン構成が
完了した時点では，ベントが成功せず，その後の意図しないADSの作動によるPCV圧力上昇によりRDが破
裂してベントに成功したと考えるため，異なる見解はない。

② 否

③

④ ①～③以外に追加の見解や意見はない。

なお、3号機のRDにおいてもベントラインの系統構成完了
時点では作動圧力には到達しておらず、その後の意図し
ない自動減圧系（以下「ADS」という。）の動作に伴ってRD
が破裂したことでベントに成功している。

（１）－３
･FCVS 及び耐圧強化ベント系の排気経路に設置している RD の設計破裂圧力を  kPa とし，意図したタイミングで
確実にベントが実施できる設計としている（詳細は（１）－１③を参照）。 
・重大事故等（以下「SA」という。）時において，意図しないADSの作動が発生しないことを確認している。また，意図
しないADSの作動が発生しないことを確実にするための運転操作手順を整備することとしている（詳細は（８）-１③を
参照）。 

1F-3 号機において W/W ベントライン構成が完了してから，ベントが成功に至るまでの過程は明らかにな
っているものと考える。これを踏まえ，当社では，RD の設計破裂圧力を   kPa とすること，意図しない
ADS の作動が発生しないことの確認等を実施している。したがって，事故分析検討会に対して，更なる
調査・検討を求める事項はない。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

1F-1号機及び1F-3号機の非常用ガス処理系（以下「SGTS」という。）フィルタトレインの線量調査の結果を
踏まえると，ベントに伴いSGTSを介して自号機の原子炉建屋にベントガス（核分裂生成物，水素等）の逆流
が発生したことにより，汚染及び水素流入による原子炉建屋の破損リスクの拡大を招いたものと考えるた
め，異なる見解はない。ただし，1F-3号機にてSGTS出口弁がFail-Openの空気作動弁であり現場において
も「開」の状態であることが確認されていること並びに1F-3号機及び1F-1号機のSGTSの構造を踏まえる
と，SGTS出口弁を閉として耐圧強化ベント系とSGTSとの確実な系統隔離がなされていれば，自号機への
ベントガスの逆流は生じなかったと考える。

② 否

1F-1号機及び1F-3号機においてSGTSを介して自号機の原子炉建屋にベントガスの逆流が発生したこと及
び逆流に至った過程は明らかになっているものと考える。これを踏まえ，当社では，確実に系統隔離が行
われる設計又は手順とする。したがって，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はな
い。

③

④ ①～③以外に追加の見解や意見はない。

・SGTS入口側の耐圧強化ベント系の排気経路について，SGTSフィルタ入口側及び原子炉区域・タービン区域換気空
調系との隔離弁は，空気作動弁（通常時閉，Fail-Close）とし，全交流動力電源喪失（以下「SBO」という。）時には全閉
となる設計としている。
・SGTS出口側の耐圧強化ベント系の排気経路について，SGTSフィルタ出口側との隔離弁は，電動駆動弁（通常時
閉，Fail-as-is）とし，SBO時には現場手動操作により閉操作が可能な設計としている。また，耐圧強化ベント系の使用
前に当該弁の全閉を確認する手順を整備することとしている。
・更に，耐圧強化ベント系の排気経路を形成するための隔離弁シート部のシール材等については，耐性の確認又は改
良エチレンプロピレンジエンゴム（以下「EPDM」という。）製シール材に変更している。
・新たに設置するFCVSの排気経路は，PCVから主排気筒上端まで設計基準事故対処設備（以下「DB設備」という。）と
独立した設計とし，他の系統を介して原子炉建屋へのベントガスの逆流が生じ得ない設計としている。

 「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント
対策としてのアクシデントマネージメントについて」（平成4
年5月、原子力安全委員会決定）を踏まえて、発電用原子
炉設置者が自主的な保安措置として当時整備したアクシ
デントマネジメント対策（以下「AM対策」という。）の1つで
ある耐圧強化ベントラインが重要安全施設である非常用
ガス処理系（以下「SGTS」という。）配管へ接続されていた
ことにより、自号機のSGTS及び原子炉建屋内へのベント
ガス（核分裂生成物、水素等）の逆流、汚染及び水素流入
による原子炉建屋の破損リスクの拡大を招いている。

(２）－１
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
設計基準対象施設等への接続を含めたAM対策設備（耐圧強化ベントライン等）の設計，施工及び運用の
考え方の確認は必要と考えるため，異なる見解はない。

② 要

当社では，AM対策設備の設計，施工及び運用の考え方について③に示すように整理した上で，新たに設
置する重大事故等対処設備（以下「SA設備」という。）の設計，施工及び運用の考え方を整理している。一
方で，1FにおけるAM対策設備整備時の設計，施工及び運用の考え方は明らかとなっていないと考えるた
め，事故分析検討会として，更なる調査・検討が必要と考える。

③

④

・AM対策設備及びSA設備の設計，施工及び運用の考え方は以下に示すとおり整理している。
→AM対策設備の設計については，既存設備を最大限活用することとし，常用系と同等の設計グレード（AM対策設備
が上位の設計グレードの機器の一部を構成する場合は，隔離弁等によって機能的分離がなされるまでの部分は，上
位設計グレードと同一とする）とすることで，AM対策設備の設置により既存設備の安全機能を阻害しないことを基本方
針としていた。一方，1F事故を踏まえて，新たに設置するSA設備は， DB設備と可能な限り独立性を確保し，他の設備
に悪影響を及ぼさないことを基本方針としている。
→AM対策設備の施工については，QMSを導入し，1F事故以前から製作・据付段階において，設計の妥当性確認（合
否判定基準に従って機器，系統及び構築物が要求事項を満たしていることを確認）を行うプロセスを定めており，AM対
策設備に対する要求事項が現場に反映されていることを確認する仕組みを確立していた。この仕組みはSA設備に対
しても変えていない。
→AM対策設備の運用について，操作は中央制御室からの遠隔手動操作を基本とし，SBO時に備えて，現場弁操作手
順の整備を検討していたが，炉心損傷が発生するような環境を考慮した操作の成立性確認までは計画していなかっ
た。一方，1F事故を踏まえて，SA時に現場操作が必要となる場合には，SA時の環境条件を考慮して操作の成立性を
確認する。
・1F事故を踏まえた考え方を適用した一例として，例えば新たに設置するFCVSは，PCVから主排気筒上端までDB設
備と独立した設計としている。また，ベント操作は中央制御室からの遠隔操作又は現場操作にて実施する手順とし，現
場操作については，操作場所の作業環境確保について設計上配慮するとともに，SA時の環境条件を考慮して操作の
成立性を確認している。
・事故分析検討会における更なる調査・分析にて，新たな知見が得られた場合には，必要な対応について検討を実施
する。

①～③以外に追加の見解や意見はない。

(２）－２
これを踏まえ、設計基準対象施設等への接続を含めた
AM対策（耐圧強化ベントライン等）の設計、施工及び運用
の考え方を確認する必要がある。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
1F事故中間取りまとめにて示されている1F-1号機及び1F-2号機の共用排気筒の構造図，1F-1号機及び
1F-2号機の共用排気筒底部内側の状況図等を踏まえると，ベントガスがSGTS配管の一部を経由して排気
筒から排出される設計，施工及び運用であったと考えるため，異なる見解はない。

② 否

ベントガスがSGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される設計，施工及び運用であったことは，1F-1
号機及び1F-2号機の共用排気筒の構造図等から明らかになっているものと考える。当社では，SGTS排気
管の一部として主排気筒を使用しない設計となっていることを確認している。したがって，事故分析検討会
に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

・耐圧強化ベント系は，1F-1号機と同様にSGTS排気管の一部を経由するが，設計当初より，SGTS排気管は主排気筒
をその一部として使用せず，主排気筒内側を独立した配管として主排気筒上端高さまで敷設する設計としている。

①～③以外に追加の見解や意見はない。

（３）－１
1号機におけるベントは、AM対策により、ベントガスが
SGTS配管の一部を経由して排気筒から排出される設計、
施工及び運用がされていた。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

1F事故中間取りまとめにて示されている1F-1号機及び1F-2号機のSGTSの設計，1F-1号機及び1F-2号機
の共用排気筒の上部及び底部の線量率の違い等を踏まえると，排気筒頂部までの排気配管がなく，排気
筒内にベントガスが滞留したことによって排気筒下部に高い汚染が生じたものと考えるため，異なる見解は
ない。

② 否
排気筒下部の高い汚染が生じた理由は，明らかになっているものと考える。当社では，ベントガスが主排気
筒内に滞留しない設計としている。したがって，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項
はない。

③

④

・耐圧強化ベント系は，1F-1号機と同様にSGTS排気管の一部を経由するが，設計当初より，SGTS排気管は主排気筒
をその一部として使用せず，主排気筒内側を独立した配管として主排気筒上端高さまで敷設する設計としている。
・したがって，耐圧強化ベント系使用時に，ベントガスが主排気筒内に滞留することはない。

①～③以外に追加の見解や意見はない。

（３）－２
1/2号機共用排気筒内部では、排気筒頂部までの排気配
管がなく、排気筒内にベントガスが滞留したことが、排気
筒下部の高い汚染の原因となった。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
AM対策設備が排気系統配管の構造やベントガスの挙動，組成等をどのように考慮していたかの確認は必
要と考えるため，異なる見解はない。

② 否
1F事故を踏まえ，当社では，耐圧強化ベント系の排気管の構造やベントガスの挙動，組成等について確認
を実施し，設計及び運用に反映している。したがって，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求め
る事項はない。

③

④

（３）－３
このことを踏まえると、AM対策が排気系統配管の構造や
ベントガスの挙動、組成等をどのように考慮していたのか
確認する必要がある。

・耐圧強化ベント系の排気経路の構造は，1F-1号機と同様にSGTS排気管の一部を経由するが，設計当初より，SGTS
排気管は主排気筒をその一部として使用せず，主排気筒内側を独立した配管として主排気筒上端高さまで敷設し，主
排気筒内でのベントガスの滞留が発生しない設計としていた。
・AM対策設備として整備するとしていた耐圧強化ベント系のベントガスの挙動，組成等の考慮は，炉心損傷後の使用
について，ベントガスに含まれる核分裂生成物（以下「FP」という。）はサプレッションプールのスクラビングによる除去
効果が得られるW/Wベントラインを使用することとしていた。また，炉心損傷に伴う水-ジルコニウム反応による水素の
発生はPCVの圧力上昇要因としては想定していたものの，ベントガスに含まれる水素の滞留，燃焼の可能性について
は設計上の考慮が不足していた。
・上記を踏まえ，耐圧強化ベント系は，炉心損傷に伴い発生する水素の考慮が不要となる，「PCVの過圧破損防止（炉
心損傷前）」の役割のみを持たせることとし，炉心損傷を確認した場合には使用しないよう運用方針を変更している。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガスの挙動の考え方の確認は必要と考えるため，異なる見
解はない。

② 否
1F事故を踏まえ，当社では，排気経路におけるベントガスの挙動について確認を行い，設計及び運用に反
映している。したがって，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

また、現行の原子炉施設の排気系統におけるベントガス
の挙動の考え方について確認する必要がある。

・炉心損傷後のベントガスには水-ジルコニウム反応等により発生する水素及びFPが含まれるため，新たに設置する
FCVSの排気経路に対しては以下の考慮をしている。
→排気経路に水素が滞留しないように，PCVからフィルタ装置までを下り勾配，フィルタ装置から排気端までを登り勾
配の設計としている。また，ベント実施時の水素燃焼を防止するためFCVSの系統は予め窒素を封入した状態で待機
し，ベント実施後は窒素パージを行う運用とすることとしている。
→排気経路は，PCVから主排気筒上端までDB設備と独立した設計とし，他の系統を介して原子炉建屋へのベントガス
の逆流が生じ得ない設計としている。
→FCVS排気管は，主排気筒外側に沿って主排気筒上端まで敷設し，主排気筒内でベントガスが滞留しない設計とし
ている。また，FCVS排気管内面へのFP付着を考慮して，ベント実施後に機能を期待している機器の健全性並びに必
要な現場での復旧作業の成立性を確認することとしている。
・また，耐圧強化ベント系は，炉心損傷後のベントガス中に含まれる水素に対する設計上の考慮が十分でないため，
炉心損傷を確認した場合には使用しないよう運用方針を変更している（詳細は（３）－３③を参照）。

①～③以外に追加の見解や意見はない。

（３）－４
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
真空破壊弁が故障する可能性は否定できず，故障が生じた場合，D/W中の気体がサプレッションプールに
おけるスクラビングを経由せずにPCV外に放出される経路が生じる可能性があると考えるため，異なる見
解はない。

② 要

現時点で想定される故障に対しては③に記載のとおり対策しているものの，真空破壊弁の故障の可能性
は否定できない。そのため，当社では，真空破壊弁の故障により生じる漏えい経路の取り扱いについて検
討を進めていく。なお，事故分析検討会に対して，現在計画されているものに加え，更なる調査・検討を求
める事項はない。

③

④

（４）－１

放射性物質の漏えい経路について、真空破壊弁の故障
が炉心溶融後のベント時などに生じると、ドライウェル中
の気体がサプレッションプールにおけるスクラビングを経
由せずにPCV外に放出される経路が生じる可能性があ
る。

・真空破壊弁は通常時閉状態であり， D/W圧力がW/W圧力を下回った場合に開状態となり，D/WとW/W間の差圧を解
消し，PCVの健全性を維持するものである。
・真空破壊弁は，単純な動作機構であることに加え，計画的な保全を行うこととしており，信頼性の高い設備であること
から，故障する可能性は小さいと考えている。しかし，SA時の環境下において長期間開閉を繰り返すことにより，何等
かの原因によってD/Wから直接W/Wへ気体が移動する経路が生じる可能性は否定できない。
・上記可能性の一つとして，SA時の環境下での長期間使用によるシール材の劣化等に伴うリークが考えられることか
ら，真空破壊弁のガスケット等は改良EPDM製シール材に変更している。
・炉心損傷後はFCVSを用いてベントを実施することとしており，真空破壊弁の故障によりサプレッションプールのスクラ
ビングを経由しない場合でも，フィルタ装置によりFPを除去可能な設計としている。
・更に，ベント時にサプレッションプールにおけるスクラビングを経由しない放出経路が生じた場合の影響については，
SA時の対策の有効性評価において，D/Wベントラインを使用した場合のCs-137の放出量評価を実施しており，この結
果から影響は大きくないことを確認している。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
真空破壊弁の故障の可能性は否定できないことを踏まえ，D/W内の気体がサプレッションプールを通らず
にPCV外に放出される経路の追加要否に関する検討は必要と考えるため，異なる見解はない。

② 要
真空破壊弁の故障の可能性は否定できないことから，当社では，真空破壊弁の故障により生じる漏えい経
路の取り扱いについて検討を進めていく。なお，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項
はない。

③

④

このため、当該経路を従来の重大事故等（以下「SA」とい
う。）時における漏えい経路に追加する必要がある。

・真空破壊弁の故障の発生可能性，故障の形態，故障が発生した場合に生じる事故シナリオとPCVに与える影響等に
ついて，今後確認する。
・上記の確認を踏まえて，漏えい経路への追加要否について検討を進めていく。

①～③以外に追加の見解や意見はない。

（４）－２
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
1F事故中間取りまとめに記載の1F-3号機及び1F-4号機原子炉建屋内部の損傷状況を踏まえると，原子炉
建屋破損の主要因は，水素の爆燃現象によって生じた圧力による可能性が高いと考えるため，異なる見解
はない。

② 要
1F事故を踏まえ，当社では，原子炉建屋での水素燃焼防止対策を講じている。一方で，1F-3号機及び1F-
4号機について，水素の爆燃が最初に生じた可能性のある場所や着火要因等明らかとなっていない事項が
あると考えるため，事故分析検討会として，更なる調査・検討が必要と考える。

③

④

（５）－１
水素爆発時の映像及び損傷状況を踏まえると、原子炉建
屋の破損の主要因は、原子炉建屋内に滞留した水素の
爆燃（水素濃度8%程度）によって生じた圧力による可能性
が高い。

・原子炉建屋での水素燃焼を防止する観点では，原子炉建屋内への水素漏えいを防止することが重要と考え，PCV
シール材を改良EPDM製シール材等とし，新たに原子炉ウェル注水機能を設け，主要な漏えいパスになり得るPCVトッ
プヘッドフランジを冷却する設計としている。
・また，PCVから原子炉建屋内へ水素漏えいが発生した場合に備え，オペレーティングフロア（以下「オペフロ」という。）
に新たに設置する静的触媒式水素再結合装置（以下「PAR」という。）により，オペフロの水素濃度が上昇することを防
止する設計としている。
・PARの処理能力を超える水素漏えいが発生した場合に備え，オペフロに新たに設置する水素濃度計にて水素濃度を
監視し，オペフロの水素濃度が一定の基準に到達した場合にはベントを実施し，PCVからの水素漏えいを抑制するこ
ととしている。更に水素濃度が上昇する場合に備え，ブローアウトパネルを開放して水素を排出するとともに放水砲を
用いた放水によりFPの環境への拡散を抑制する対策を整備することとしている。
・オペフロより下階からの水素漏えいに対しては，漏えいの可能性のあるハッチ等が設置されている区画（小部屋）か
ら水素が区画外へ速やかに排出されるよう設計し，区画外へ排出された水素をオペフロに導くための経路を確保して
いる。
・ハッチ等が設置されている区画においては，新たに設置する水素濃度計にて水素濃度を監視し，水素濃度が一定の
基準に到達した場合にはベントを実施し，PCVからの水素漏えいを抑制することとしている。
・なお，PCVトップヘッドフランジ，ハッチ等からの水素漏えいを考慮した場合でも，オペフロ及びオペフロより下階が水
素の可燃限界に至らないことを評価により確認している。
・事故分析検討会における更なる調査・検討にて，新たな知見が得られた場合には，必要な対応について検討を実施
する。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
1F事故中間取りまとめに記載の水素爆発の発生前後の原子炉建屋の映像図等を踏まえると，1F-3号機の
火災や爆煙については，水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が高いと考えるため，異なる見解
はない。

② 要
1F事故を踏まえて，当社では，水素以外の可燃性ガスに関する知見等を収集することとしている。なお，事
故分析検討会に対して，現在計画されているものに加え，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

（５）－２
また、3号機の水素爆発で生じている火炎や爆煙について
は水素以外の可燃性ガスが寄与している可能性が高い。 ・ＳＡ時においてＰＣＶ内で発生する可燃性ガスは水素が支配的になるため，PCV内ガスの原子炉建屋への漏えい防

止対策（詳細は（５）－１③を参照）を確実に実施・維持していくことが重要と考える。
・その上で，水素以外の可燃性ガスの発生メカニズム，発生量，種類，燃焼への影響等，今後，水素以外の可燃性ガ
スに関する知見等を収集し，必要な対策について検討を実施する。
・事故分析検討会における調査・検討にて，新たな知見が得られた場合には，必要な対応について検討を実施する。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
1F事故中間取りまとめを踏まえ，主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）の逃がし弁機能の不安定動作
は主に窒素圧力の不足がその原因と考えているが，SRVの逃がし弁機能の開信号解除圧力を一旦下回っ
た後も，不安定な動作が継続した原因は明確ではないと考えるため，異なる見解はない。

② 要

1F事故を踏まえて，当社では，SA時に使用する機器及び計測機器はSA時の環境条件において健全性を
確認することとしており，また，SRVによる減圧機能についてSBO条件下での信頼性向上の対策を実施して
いる。一方で，1Fで発生したSRVの逃がし弁機能の不安定動作について，1Fの設計と1F事故時の使用環
境の関係等詳細が明確ではないと考えるため，事故分析検討会において，更なる調査・検討が必要と考え
る。

③

④

（６）－１
主蒸気逃がし安全弁（以下「SRV」という。）の逃がし弁機
能の不安定動作（中途開閉状態の継続と開信号解除の
不成立）が生じた原因が不明である。

・SA時において使用する機器及び計測機器は，想定するSA時の環境条件において健全性を確認することとしている
（詳細は（７）－１③，（７）－２③及び（７）－３③に記載）。
・SRVは低圧注水を行うために重要な手段であり，減圧が必要な時に運転員操作により確実な減圧及び減圧状態の
維持ができるようにする必要があると考える。
・上記を踏まえて，減圧状態を維持するために，高圧窒素ガス供給系により窒素を供給可能な設計としている。更に，
予備の窒素ガスボンベを新たに配備することとしている。
・SA時の環境条件における減圧及び減圧状態の維持を確実に実施できるようSRV 用電磁弁及びSRV シリンダのシー
ル部に改良EPDM製シール材を用いるとともに，新たに設置する代替PCVスプレイ冷却系によりPCV内の温度上昇を
抑制する（SA時の環境の緩和を行う）手順を整備することとしている。
・直流電源喪失時においても減圧可能となるよう，可搬型蓄電池を新たに配備することとしている。
・更に，新たに設置する代替高圧窒素ガス供給系により，直流電源の喪失等によってSRV用電磁弁が使用できない場
合でも機械的にSRVを開放できる設計としている。
・なお，仮にSRVの1弁が開固着する極端に厳しい条件を想定した場合においても，SA対策の有効性評価において，
炉心損傷防止が可能であることを確認している。
・事故分析検討会における更なる調査・検討にて，新たな知見が得られた場合には，必要な対応について検討を実施
する。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
SBO条件下における窒素圧の低下によるSRV以外の機器における不安定動作の可能性の把握は必要と
考えるため，異なる見解はない。

② 否
1F事故を踏まえて，当社では， SBO条件下における窒素圧の低下によるSRV以外の機器の不安定動作の
可能性について網羅的に確認を実施している。したがって，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を
求める事項はない。

③

④

（６）－２

このことを踏まえると、全交流動力電源喪失（以下「SBO」
という。）条件下でのSRVの逃がし弁機能の挙動、計装用
圧縮空気系の隔離による影響（窒素圧の低下等）及び不
安定動作が確認されたSRV以外の機器における不安定
動作の可能性について、網羅的に把握する必要がある。

・SRV以外の機器について，SBOに伴い窒素供給が無くなることにより影響を受ける機器は無いことを網羅的に確認し
ている。
・なお，SBO条件下でのSRVの逃がし弁機能及び計装用圧縮空気系が隔離された場合のSRVの減圧機能に対する信
頼性向上についての対策を実施している（詳細は（６）－１③を参照）。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
1F事故中間取りまとめのとおり，PCV内の雰囲気温度上昇によるSRVのバネの横弾性係数低下によって
SRVの安全弁機能の作動開始圧力が低下した他，計測機器においても設計基準事故条件下で想定してい
る挙動とは異なる挙動を示したと考えるため，異なる見解はない。

② 要
1F-3号機においてSRVの安全弁機能の作動開始圧力低下の原因は，明らかになっているものと考える。こ
れを踏まえ，当社では，SA時に使用する機器及び計測機器はSA時の環境条件において健全性を確認す
ることとしている。なお，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

（７）－１
SRVの安全弁機能の作動開始圧力が低下していたなど、
SA条件下では様々な機器が設計基準事故条件下とは異
なる挙動をしている。

・新たに設置するSA設備に対しては，SA時の環境条件を考慮した設計としている。
・SA時に使用するDB設備に対しては，SA時の環境条件で設計上想定している動作が可能であることを確認している。
また，必要に応じて，試験等の対応を実施する。
・SA時にパラメータを計測する機器については，想定されるSA時における環境条件を考慮することによりパラメータ監
視の信頼性向上を図る設計としている。
・主要パラメータを計測する機器の故障により主要パラメータの監視機能が喪失した場合に備え，代替パラメータによ
り主要パラメータを推定する手段を整備することとしている。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 SA時の機器の挙動に関する知見の集積は必要と考えるため，異なる見解はない。

② 要
1F事故を踏まえて，当社では，SA時に使用する機器及び計測機器はSA時の環境条件において健全性を
確認することとしている。なお，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

（７）－２
このため、SA時の機器の挙動に関する知見を集積する必
要がある。

・新たに設置するSA設備に対しては，SA時の環境条件を考慮した設計としている。
・SA時に使用するDB設備に対しては，SA時の環境条件で設計上想定している動作が可能であることを確認している。
また，必要に応じて，試験等の対応を実施する。
・SA時にパラメータを計測する機器については，想定されるSA時における環境条件を考慮することによりパラメータ監
視の信頼性向上を図る設計としている。
・主要パラメータを計測する機器の故障により主要パラメータの監視機能が喪失した場合に備え，代替パラメータによ
り主要パラメータを推定する手段を整備することとしている。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 SA時の条件における計測機器の信頼性の確認は必要と考えるため，異なる見解はない。

② 要
1F事故を踏まえて，当社では， SA時に使用する計測機器はSA時の環境条件において健全性を確認する
こととしている。なお，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

（７）－３
また、AM対策の圧力計を含めて、SA条件下での計測機
器の信頼性について検証する必要がある。

・SA時にパラメータを計測する機器は，想定されるSA時における環境条件を考慮することによりパラメータ監視の信頼
性向上を図る設計としている。
・主要パラメータを計測する機器の故障により主要パラメータの監視機能が喪失した場合に備え，代替パラメータによ
り主要パラメータを推定する手段を整備することとしている。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無

1F-3号機のW/Wベントライン構成が完了した時点でD/W及びW/W圧力の減少が確認できないこと，その後
のPCV圧力及び原子炉圧力容器圧力の変化並びに1F-3号機のADS作動条件を踏まえると，W/Wベントラ
イン構成が完了した時点では，ベントが成功せず，その後の意図しないADSの作動によるPCV圧力上昇に
よりRDが破裂してベントに成功したと考えるため，異なる見解はない。

② 否

③

④

（８）－１

3号機のベントについては、（１）でも触れているが、ADSが
設計の意図と異なる条件（サプレッションチェンバ圧力の
上昇による低圧注水系ポンプの背圧上昇を誤検知したこ
と）で作動したことによりPCV圧力がRDの破壊圧力に達
し、ベントが成立した。

①～③以外に追加の見解や意見はない。

1F-3 号機において W/W ベントライン構成が完了してから，ベントが成功に至るまでの過程は明らかにな
っているものと考える。これを踏まえ，当社では，RD の設計破裂圧力を   kPa とすること，意図しない
ADS の作動が発生しないことの確認等を実施している。したがって，事故分析検討会に対して，更なる
調査・検討を求める事項はない。 

・ADS は，「残留熱除去系（以下「RHR」という。）ポンプ出口圧力確立」又は「高圧炉心注水系（以下「HPCF」という。）
ポンプ出口圧力確立」が ADS 作動条件の一つとなっている。 
・「RHR ポンプ出口圧力確立」の設定値は   MPa であり，SA 時に想定される圧力約 0.77MPa より高い値となって
いる。「HPCF ポンプ出口圧力確立」の設定値は   MPa であり，「RHR ポンプ出口圧力確立」の設定値よりも高い
設定となっている。したがって，SA 時において意図せず当該信号が発信することはない。 
・新たに設置する代替 ADS は，「RHR ポンプ出口圧力確立」が作動条件の一つとなっている。設定値は ADS と同じ
であり，ADS 同様，SA 時において意図せず当該信号が発信することはない。 
・以上より，SA 時に意図しない ADS 及び代替 ADS の作動が発生することはない。 
・SA 時に意図しない ADS 及び代替 ADS の作動が発生しないことは確認しているが，意図しない作動を確実に防止
するための運転操作手順を整備することとしている。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 SA時のADS作動に関する設計条件の確認は必要と考えるため，異なる見解はない。

② 否
1F-3号機のADS作動条件は明らかとなっている。当社では，SA時のADSの意図しない作動が発生しないこ
との確認を実施している。したがって，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

（８）－２
このことを踏まえると、SA時のADSの作動に関する設計
条件等を確認する必要がある。

・ADSは，「原子炉水位低（レベル1）」信号と「D/W圧力高」信号が発信され，「RHRポンプ出口圧力確立」信号又は
「HPCFポンプ出口圧力確立」信号が発信された場合に作動する。SA時においては，「原子炉水位低（レベル1）」信号
及び「D/W圧力高」信号が発信されている可能性が高く，「RHRポンプ出口圧力確立」信号又は「HPCFポンプ出口圧力
確立」信号が発信されると作動条件が成立する。
・「RHRポンプ出口圧力確立」信号の設定値は，SA時に検出される可能性がある圧力よりも高いことを確認しており，
SA時において意図せず当該信号が発信することはない。また，「HPCFポンプ出口圧力確立」信号の設定値は，「RHR
ポンプ出口圧力確立」信号よりも高いことから，SA時において意図せず当該信号が発信することはない。
・新たに設置する代替ADSは，「原子炉水位低（レベル1）」信号と「RHRポンプ出口圧力確立」信号が発信された場合に
作動する。SA時においては，「原子炉水位低（レベル1）」信号が発信されている可能性が高いため，「RHRポンプ出口
圧力確立」信号が発信されると作動条件が成立する。
・「RHRポンプ出口圧力確立」信号の発信については，ADS同様であり，SA時において意図せず当該信号が発信する
ことはない。
・以上より，SA時に意図しないADS及び代替ADSの作動が発生することはない。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
水素による加圧及び漏えいによる減圧などのふるまいが，従来の事故シーケンスに与える影響の確認は
必要と考えるため，異なる見解はない。

② 否
1F-3号機における2回目のベント実施後のPCV圧力の上昇及び低下が生じた理由は把握されている。これ
を踏まえ，当社では，従来の事故シーケンスに対する影響を確認している。したがって，事故分析検討会に
対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

（８）－３

また、PCV圧力が上昇する主要因として、水蒸気発生が
想定されてきたが、水素による加圧及び漏えいによる減
圧などのふるまいが、従来の事故シーケンスに対してど
の程度影響するのか具体的に確認する必要がある。

・水素による加圧について，SA時の対策の有効性評価では，PCV圧力上昇要因として，水蒸気に加えて，水-ジルコニ
ウム反応及び亜鉛やアルミニウムの反応により発生する水素，非凝縮性ガスの影響について評価している。
・また，PCV漏えいによる減圧について，溶融炉心が下部D/Wへ流出している場合には，PCV漏えいによるD/W又は
W/Wの圧力変化に伴う水の移動によって蒸気が発生し，PCV圧力が上昇する場合もあるが，これについては，PCVス
プレイを実施した場合と同様のふるまいであり，従来の事故シーケンスに与える影響はないと考える。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
1F事故中間取りまとめに示される1F-3号機のPCV圧力の変化を踏まえると，ベント成功回数は2回と考え
るため，異なる見解はない。

② 否
当社では，意図したタイミングで確実にベントを実施できるよう，設計・運用の対応を実施している。したがっ
て，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

（９）－１ 3号機のベント成功回数は2回である。

①～③以外に追加の見解や意見はない。

・新たに設置する FCVS は，意図したタイミングで確実にベントを実施できるよう，以下の設計・運用の対応を実施し
ている。 
・排気経路に設置している電動駆動の隔離弁は，中央制御室からの遠隔操作に加えて，現場での手動操作が可能
な設計としている。 
・現場での手動操作は，SA 時の環境条件を考慮して，操作の成立性を確認している。 
・また，排気経路には PCV 隔離機能の維持を目的とした RD は設置しない設計とし，系統への窒素封入を目的とし
て設置する RD は，RD 前後の差圧が  kPa で破裂する設計としている。 
・設置する RD は，試験により設計破裂圧力付近で破裂することを確認する。 
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無
1F事故中間取りまとめに示される1F-3号機及び1F-4号機のSGTSの設計及び1F事故時に1F-4号機が定
期検査中であったことを踏まえると，1F-3号機のベントにより1F-4号機の原子炉建屋内に水素が流入し，
約40時間後に爆発に至ったと考えることから，異なる見解はない。

② 否

1F-4号機の原子炉建屋内に水素が流入し，約40時間後に水素爆発に至った経緯は，明らかになっている
ものと考える。これを踏まえ，当社では，原子炉建屋にベントガスが逆流しない設計とし，原子炉建屋の水
素濃度監視が可能な設計としている。したがって，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事
項はない。

③

④

（９）－２
3号機のベント時にSGTS配管を通じて4号機原子炉建屋
内に水素が流入、その後、40時間に渡り同建屋内に水素
が滞留し、爆発に至った。

・新たに設置するFCVSの排気経路は，PCVから主排気筒上端までDB設備と独立した設計とし，他の系統を介して原
子炉建屋へのベントガスの逆流が生じ得ない設計としている。
・PCVから原子炉建屋への水素の漏えいに対しては，オペフロに新たに設置するPARにより，オペフロの水素濃度が
上昇することを防止する設計としている。
・PARの処理能力を超える水素漏えいが発生した場合に備え，オペフロに新たに設置する水素濃度計にて水素濃度を
監視し，オペフロの水素濃度が一定の基準に到達した場合にはベントを実施しPCVからの水素漏えいを抑制すること
としている。更に水素濃度が上昇する場合に備え，ブローアウトパネルを開放して水素を排出するとともに，放水砲を
用いた放水によりFPの環境への拡散を抑制する対策を整備することとしている。
・オペフロより下階からの水素漏えいに対しては，漏えいの可能性のあるハッチ等が設置されている区画（小部屋）か
ら，水素が区画外へ速やかに排出されるよう設計し，区画外へ排出された水素をオペフロに導くための経路を確保し
ている。
・ハッチ等が設置されている区画においては，新たに設置する水素濃度計にて水素濃度を監視し，水素濃度が一定の
基準に到達した場合には，ベントを実施しPCVからの水素漏えいを抑制することとしている。
・なお，PCVトップヘッドフランジ，ハッチ等からの水素漏えいを考慮した場合でも，オペフロ及びオペフロより下階が水
素の可燃限界に至らないことを評価により確認している。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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番号 事項 回答項目 回答内容、理由

① 無 SA対策や復旧作業等の安全確保に関する検討は必要と考えるため，異なる見解はない。

② 要
SA対策や復旧作業等における安全確保の必要性は明らかであり，当社では，作業員の安全確保について
検討する。なお，事故分析検討会に対して，更なる調査・検討を求める事項はない。

③

④

（９）－３

同建屋内に水素が滞留していた間には、同建屋周辺で作
業員による復旧作業が実施されていたことを踏まえると、
水素が滞留した原子炉建屋等における重大事故等対策
や復旧作業等の安全確保に関して検討する必要がある。

・原子炉建屋の水素爆発は，建屋周辺でSA対策や復旧作業に従事する作業員にとって大きな脅威である。
・したがって，作業員の安全確保のため，原子炉建屋内に新たに設置する水素濃度計により水素濃度を監視し，水素
濃度が可燃限界に至る可能性がある場合等を含めて作業員の安全確保に影響するような状況となった場合には，SA
対策や復旧作業を一時中断し，退避する運用を検討し，手順に反映していく方針である。

①～③以外に追加の見解や意見はない。
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